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１. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

設置許可基準規則第 12 条及び技術基準規則第 14 条，第 15 条を表 1.1-1 に示

す。また，表 1.1-1 において，新規制基準に伴う追加要求事項を明確化する。 

 

 

表 1.1-1  設置許可基準規則第 12 条及び技術基準規則第 14 条，第 15 条 

要求事項 

 

設置許可基準規則 

第 12 条（安全施設） 

技術基準規則 

第 14 条（安全設備） 
備考 

安全施設は、その安全機能の重要

度に応じて、安全機能が確保され

たものでなければならない。 

－ 

変更なし 

２ 安全機能を有する系統のうち、

安全機能の重要度が特に高い安全

機能を有するものは、当該系統を

構成する機械又は器具の単一故障

（単一の原因によって一つの機械

又は器具が所定の安全機能を失う

こと（従属要因による多重故障を

含む。）をいう。以下同じ。）が発

生した場合であって、外部電源が

利用できない場合においても機能

できるよう、当該系統を構成する

機械又は器具の機能、構造及び動

作原理を考慮して、多重性又は多

様性を確保し、及び独立性を確保

するものでなければならない。 

第二条第二項第九号ハ及びホに掲

げる安全設備は、当該安全設備を

構成する機械又は器具の単一故障

（設置許可基準規則第十二条第二

項に規定する単一故障をいう。以

下同じ。）が発生した場合であっ

て、外部電源が利用できない場合

においても機能できるよう、構成

する機械又は器具の機能、構造及

び動作原理を考慮して、多重性又

は多様性を確保し、及び独立性を

確保するよう、施設しなければな

らない。 

変更なし 

（静的機器の単

一故障に関する

考 え 方 の 明 確

化） 

３ 安全施設は、設計基準事故時及

び設計基準事故に至るまでの間に

想定される全ての環境条件におい

て、その機能を発揮することがで

きるものでなければならない。 

２ 安全設備は、設計基準事故時及

び当該事故に至るまでの間に想定

される全ての環境条件において、

その機能を発揮することができる

よう、施設しなければならない。 

変更なし 
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設置許可基準規則 

第 12 条（安全施設） 

技術基準規則第 15 条 

（設計基準対象施設の機能） 
備考 

－ 

設計基準対象施設は、通常運転時

において発電用原子炉の反応度を

安全かつ安定的に制御でき、かつ、

運転時の異常な過渡変化時におい

ても発電用原子炉固有の出力抑制

特性を有するとともに、発電用原

子炉の反応度を制御することによ

り核分裂の連鎖反応を制御できる

能力を有するものでなければなら

ない。 

変更なし 

４ 安全施設は、その健全性及び能

力を確認するため、その安全機能

の重要度に応じ、発電用原子炉の

運転中又は停止中に試験又は検査

ができるものでなければならな

い。 

２ 設計基準対象施設は、その健全

性及び能力を確認するため、発電

用原子炉の運転中又は停止中に必

要な箇所の保守点検（試験及び検

査を含む。）ができるよう、施設し

なければならない。 

変更なし 

－ 

３ 設計基準対象施設は、通常運転

時において容器、配管、ポンプ、

弁その他の機械又は器具から放射

性物質を含む流体が著しく漏えい

する場合は、流体状の放射性廃棄

物を処理する設備によりこれを安

全に処理するように施設しなけれ

ばならない。 

変更なし 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポ

ンプその他の機器又は配管の損壊

に伴う飛散物により、安全性を損

なわないものでなければならな

い。 

４ 設計基準対象施設に属する設

備であって、蒸気タービン、ポン

プその他の機器又は配管の損壊に

伴う飛散物により損傷を受け、発

電用原子炉施設の安全性を損なう

ことが想定されるものには、防護

施設の設置その他の損傷防止措置

を講じなければならない。 

変更なし 
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設置許可基準規則第 12条 

（安全施設） 

技術基準規則第 15 条 

（設計基準対象施設の機能） 
備考 

６ 重要安全施設は、二以上の発

電用原子炉施設において共用し、

又は相互に接続するものであって

はならない。ただし、二以上の発

電用原子炉施設と共用し、又は相

互に接続することによって当該二

以上の発電用原子炉施設の安全性

が向上する場合は、この限りでな

い。 

５ 設計基準対象施設に属する安

全設備であって、第二条第二項第

九号ハに掲げるものは、二以上の

発電用原子炉施設において共用

し、又は相互に接続するものであ

ってはならない。ただし、二以上

の発電用原子炉施設と共用し、又

は相互に接続することによって当

該二以上の発電用原子炉施設の安

全性が向上する場合は、この限り

でない。 

追加要求事項 

７ 安全施設（重要安全施設を除

く）は、二以上の発電用原子炉施

設と共用し、又は相互に接続する

場合には、発電用原子炉施設の安

全性を損なわないものでなければ

ならない。 

６ 前項の安全設備以外の安全設

備を二以上の発電用原子炉施設と

共用し、又は相互に接続する場合

には、発電用原子炉施設の安全性

を損なわないよう、施設しなけれ

ばならない。 

追加要求事項 
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２. 追加要求事項に対する適合方針 

2.1 静的機器の単一故障 

静的機器の単一故障に関する要求事項が明確となった設置許可基準規則第

12 条第２項に対する適合方針を説明する。 

 

2.1.1 安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する系統のうち単一の設計と

する箇所の確認 

 

設置許可基準規則第 12 条の解釈において，「安全機能を有する系統のうち，

安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの」は以下の機能を有する

ものとされている。  

 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

・原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の注水機能 

・原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の圧力逃が 

し機能 

・事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧時におけ 

 る注水機能 

・事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧時におけ 

る注水機能 

・事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧時におけ 

る減圧系を作動させる機能 

・格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の 

 放射性物質の濃度低減機能 

・格納容器の冷却機能 

・格納容器内の可燃性ガス制御機能 

・非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

・非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

・非常用の交流電源機能 

・非常用の直流電源機能 

・非常用の計測制御用直流電源機能 

・補機冷却機能 

・冷却用海水供給機能 

・原子炉制御室非常用換気空調機能 

・圧縮空気供給機能 
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二 その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について多重性又は多

様性を要求する安全機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

・原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

・原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるものを除く） 

 の発生機能 

・工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作動信号の発生 

機能 

・事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

・事故時の炉心冷却状態の把握機能 

・事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

・事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

 

また，設置許可基準規則第 12 条の解釈において，以下の記載がなされている。 

 

４ 第２項に規定する「単一故障」は，動的機器の単一故障及び静的機器の単一

故障に分けられる。重要度の特に高い安全機能を有する系統は，短期間では

動的機器の単一故障を仮定しても，長期間では動的機器の単一故障又は想定

される静的機器の単一故障のいずれかを仮定しても，所定の安全機能を達成

できるように設計されていることが必要である。 

 

５ 第２項について，短期間と長期間の境界は 24 時間を基本とし，運転モード

の切替えを行う場合はその時点を短期間と長期間の境界とする。例えば運転

モードの切替えとして，加圧水型軽水炉の非常用炉心冷却系及び格納容器熱

除去系の注水モードから再循環モードへの切替えがある。 

  また，動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障のいずれかを

仮定すべき長期間の安全機能の評価に当たっては，想定される最も過酷な条

件下においても，その単一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復でき

ることが確実であれば，その単一故障を仮定しなくてよい。さらに，単一故

障の発生の可能性が極めて小さいことが合理的に説明できる場合，あるいは，

単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっても，他の系統

を用いて，その機能を代替できることが安全解析等により確認できれば，当

該機器に対する多重性の要求は適用しない。 

 

これらの要求により，重要度の特に高い安全機能を有する系統のうち，長期

間（24 時間以上若しくは運転モード切替え以降）にわたって機能が要求さ

れる静的機器についての単一故障の仮定の適用に関する考え方が明確とな

ったため，島根原子力発電所２号炉において，すべての構築物，系統又は機
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器を対象に，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針（以下，「重要度分類指針」という。）に示される安全機能を担保する構

築物，系統又は機器を抽出し，重要度の特に高い安全機能を有するものにつ

いて，多重性又は多様性及び独立性の確保を整理した。なお，対象機器の抽

出にあたっては，安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針

（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び安全機能を有する計測制御

装置の設計指針（JEAG4611-2009，社団法人日本電気協会）を参考とした。

また，独立性の確保においては，設置許可基準規則第 12 条に関する適合性

の確認として，共通要因（地震，溢水，火災）についての整理を行った。あ

わせて，設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系がすべて含まれ

ていることを確認した。対象機器の抽出フローを別紙 1-1 に，重要度の特に

高い安全機能を有するものの抽出結果を別紙1-2に，整理結果を別紙1-3に，

設計基準事故解析において期待する異常緩和系の確認結果を別紙 1-4 に示

す。また別紙 1-3 で整理した共通要因（地震，溢水，火災）以外の共通要因

故障の起因となりうるハザードについての整理結果を別紙 1-5 に示す。 

なお，設置許可基準規則第２条において，多重性，多様性，独立性は以下の

とおり定義されている。 

 

 十七 「多重性」とは，同一の機能を有し，かつ，同一の構造，動作原理その

他の性質を有する二以上の系統又は機器が同一の発電用原子炉施設に

存在することをいう。 

 

 十八 「多様性」とは，同一の機能を有する二以上の系統又は機器が，想定さ

れる環境条件及び運転状態において，これらの構造，動作原理その他の

性質が異なることにより，共通要因（二以上の系統又は機器に同時に影

響を及ぼすことによりその機能を失わせる要因をいう。以下同じ。）又

は従属要因（単一の原因によって確実に系統又は機器に故障を発生させ

ることとなる要因をいう。以下同じ。）によって同時にその機能が損な

われないことをいう。 

 

 十九 「独立性」とは，二以上の系統又は機器が，想定される環境条件及び運

転状態において，物理的方法その他の方法によりそれぞれ互いに分離す

ることにより，共通要因又は従属要因によって同時にその機能が損なわ

れないことをいう。 
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 別紙 1-3 の整理結果に基づき，重要度の特に高い安全機能を有する系統が

単一の系統であり，かつ単一設計箇所を有するために多重性又は多様性の確

保についての基準適合性に関する更なる検討が必要な系統を抽出した結果，

以下の３系統が抽出された。 

 

（１） 非常用ガス処理系    （単一設計箇所：配管の一部） 

（２） 残留熱除去系 

（格納容器冷却モード）  （単一設計箇所：格納容器スプレイ・ヘッ

ダ（サプレッション・チェンバ側）） 

（３） 中央制御室換気系    （単一設計箇所：非常用チャコール・フィ

ルタ・ユニット及びダクトの一部） 

 

別紙 1-3 の整理結果から，これらの系統はいずれも長期間にわたって機能が

要求されるため，原則として静的機器の単一故障を仮定しても所定の安全機能

を達成できるように設計されていることが必要な系統となることを確認した。 

これらの系統について，設置許可基準規則第 12 条の解釈において静的機器の

単一故障の想定は不要と記載されている下記の３条件のいずれに該当するか

を整理した。 

 

① 想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上支障の

ない期間に除去又は修復できることが確実である場合 

② 単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合理的に説明できる場

合 

③ 単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっても，他の

系統を用いて，その機能を代替できることが安全解析等により確認でき

る場合 

  

   その結果，下記のとおり，①～③のいずれかに該当するため，設置許可基準

規則に適合することを確認した。 

 

（１）非常用ガス処理系             ：① 

（２）残留熱除去系（格納容器冷却モード）    ：③ 

（３）中央制御室換気系             ：① 
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 詳細を 2.1.2 以降で示す。 
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2.1.2 非常用ガス処理系 

2.1.2.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

非常用ガス処理系の単一設計箇所について，故障箇所の検知性及び修復性，

作業時の被ばく及び公衆の被ばくの観点から，設置許可基準規則第 12 条の解

釈５に記載されている「想定される最も過酷な条件下においても，その単一

故障が安全上支障のない期間に除去又は修復できることが確実であれば，そ

の単一故障を仮定しなくてよい。」に適合することを確認した。 

 

（１） 設備概要 

非常用ガス処理系は，事故時に放射性物質をフィルタに通して除去した

後，環境へ放出させ，発電用原子炉施設周辺の一般公衆の放射線被ばくを

低減させる。 

当該系統は，排風機，バタフライ弁，ガス処理装置，配管等から構成さ

れ，事故時に原子炉棟内の放射能レベルが高くなる場合に，原子炉棟から

外部へ放散される放射性物質を吸着し，原子炉施設周辺の一般公衆の放射

線被ばくを低減させる。ガス処理装置のフィルタの差圧上昇は中央制御室

にて監視でき，フィルタの目詰まりに対しては，速やかに他方のフィルタ

へ切替えることが可能である。当該系統の機器は，耐震Ｓクラスで設計し

ている。 

図 2.1.2-1 に示すとおり，配管の一部は単一設計となっているが，その

他の機器は動的機器を含め多重化としている。 

また，当該配管の仕様を表 2.1.2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.1.2-1 非常用ガス処理系系統概要図 

：単一設計箇所 
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表 2.1.2-1 配管仕様 

機器 
最高使用

圧力（MPa） 

最高使用

温度（℃） 
外径（mm） 厚さ（mm） 材料※ 

配管 
吸込側 0.0137 66 

406.4 9.5 STPT42 
排気側 0.0206 120 

※外面塗装あり 

 

（２） 対象機器の影響評価 

ａ．故障の可能性 

炭素鋼配管の大気曝露試験による腐食進展結果（図 2.1.2-2）によると，

約40年経過したとしても減肉量は僅か１mm程度であり，配管肉厚（9.5mm）

に対して十分小さいことから配管に貫通欠陥が生じるような腐食進展の

可能性は低い。 

配管の定期的な外観目視及び機器（フィルタ，弁等）の点検に併せた

配管内面の確認結果により，有意な腐食は発生しておらず，表 2.1.2-2，

表 2.1.2-3 に示すとおり，想定される劣化モードに対して，定期的な検

査等の保守，管理を適切に行うことにより，設備の健全性は確保できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2-2 鋼の長年月大気曝露試験結果 

材質：炭素鋼 

流体：気体 

出典：C.P.Larrabee and S.K.Coburn,Metallic Corrosion,p276,Butterworth,London(1961) 



 

12 条-2.1-8 

表 2.1.2-2 点検内容 

機器 
想定される 

劣化モード 
点検内容 

非常用ガス処理系 

配管 
腐食 

【外観目視】 
き裂，変形，腐食等の異常の有

無の確認 

 

表 2.1.2-3 定期試験内容 

定期試験 試験内容 

非常用ガス処理系 

手動起動試験 

非常用ガス処理系排気ファンを運転し，系統流

量が必要流量で正常に運転できることを確認す

る。 

 

ｂ．故障の仮定 

対象機器となる非常用ガス処理系配管の一部について，影響評価を実

施する上で仮定する単一故障を検討した。当該配管に想定される劣化モ

ードは腐食であり，上述のとおり微小な腐食程度しか考えられず，貫通

欠陥は考えにくい。運転条件，環境条件等から最も過酷な条件を想定し

ても，配管の一部に腐食孔が発生する可能性はあるものの，全周破断は

考えられない。 

ただし，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点から，評価上，全

周破断を仮定する。 

なお，当該系統の吸込部は，床面から離れた位置に配置しており，空

気中の塵・埃等の浮遊物しか流入することはなく，当該配管は大口径

（400A）であることから，閉塞は考えられない。 

また，配管内部の構成品及び外部衝撃による閉塞の可能性について検

討した結果，別紙 1-6 に示すとおり，配管の閉塞は考えられない。 

故障の仮定に関する整理表を表 2.1.2-4 に示す。 



 

12 条-2.1-9 

表 2.1.2-4 故障の仮定に関する整理表 

系統 想定箇所 
故障 

（劣化） 

劣化 

モード 
発生の可能性 

評価上仮定す

る故障 

非常用ガ

ス処理系 
配管 

全周破断 

腐食 

× 

（考えられない） 

 
○ 
 

腐食孔 
△ 

（考えにくい） 

 
－ 
 

微小な 

腐食 

○ 

（考えられる） 
－ 

閉塞 なし 
× 

（考えられない） 
－ 

 

ｃ．仮定する故障による影響評価 

非常用ガス処理系は，事故時に放射性物質をフィルタに通して除去し

た後，環境へ放出させ，発電用原子炉施設周辺の一般公衆の放射線被ば

くを低減させるものであることから，単一設計としている配管（単一設

計箇所に接続され隔離がなされない部分を含む）の単一故障を仮定した

場合の影響評価として敷地境界外の被ばく評価を実施する。 

また，設置許可添付書類十の安全評価において，非常用ガス処理系の

機能を期待している事故としては，燃料取扱事故及び原子炉冷却材喪失

があるため，それぞれの事故に対する影響評価を行う。 

 

（ａ）故障想定箇所 

当該配管は，影響評価を考えるにあたって，区分①（吸気側），区分

②（排気側かつ原子炉棟内）及び区分③（排気側かつ原子炉棟外）の３

つの領域に区分される（図 2.1.2-3）。 

区分①（吸気側）は全周破断を仮定しても破断口からのフィルタへの

吸気は確保され，フィルタにより処理されたガスが高所から環境に放出

されることになるため，一般公衆被ばく評価への影響はない。 

区分③（排気側かつ原子炉棟外）は，屋外の配管を含むため，屋内の

配管より劣化（腐食）環境は厳しくなる。しかしながら，当該配管の全

周破断を仮定した場合，環境への放出位置が破断口位置に下がるものの，

フィルタで処理されたガスが原子炉棟外に排気されることになるため，

評価への影響は小さい。 
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一方，区分②（排気側かつ原子炉棟内）は屋内の配管であり，区分③

（排気側かつ原子炉棟外）より劣化（腐食）しにくいが，配管が破断し

た場合，非常用ガス処理系が建屋内で循環運転し，原子炉棟からの漏え

いにより環境へ放射性物質が放出することになるため，評価への影響が

大きくなる。 

よって，評価上最も厳しい区分②（排気側かつ原子炉棟内）を保守的

に故障想定箇所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）故障の発生時期 

故障が発生する時間は，設置許可基準規則第 12 条の解釈５に従い，

事故発生から 24 時間後とする。 

 

（ｃ）評価条件 

ア．燃料取扱事故 

既設置許可添付書類十における評価条件から変更となる条件を表

2.1.2-5 に示す。 

なお，評価に当たっては，より厳しい条件においても公衆への被ば

く影響が小さいことを確認する観点から，非常用ガス処理系配管の破

断箇所の修復は行わないものとし，配管破断後は原子炉棟からの漏え

いによる放射性物質の放出が続くものとする。 

図 2.1.2-3 故障想定箇所概要図 

故障箇所 

（原子炉棟内排気側

配管全周破断） 

原子炉棟から漏えい 

（地上放出） 
区分① 区分② 区分③ 

原子炉棟内 

：故障想定範囲 
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表 2.1.2-5 評価条件の比較（燃料取扱事故） 

項目 影響評価 
既設置許可（添付十） 

の事故解析評価 

放射性物質の環境
に放出される経路 

事故発生～24時間： 
 非常用ガス処理系で処理された後，
排気管から大気中に高所放出 
 
24 時間以降： 
非常用ガス処理系は機能するものの

処理されたガスは原子炉棟内へ放出
し，原子炉棟内の放射性物質が一部，
大気中に地上放出 

 非常用ガス処理系で処理された後，
排気管から大気中に高所放出 
 

環境に放出された
放射性物質の大気
中の拡散条件 

実効放出継続時間※ 
 ・よう素：10 時間 
 ・希ガス：10 時間 
  
相対濃度（χ/Q）： 
 3.3×10-6（s/m3）[事故発生～24 時間] 
 5.0×10-5（s/m3）[24 時間以降] 
 
相対線量（D/Q）： 
 1.8×10-19（Gy/Bq）[事故発生～24
時間] 
 9.5×10-19（Gy/Bq）[24 時間以降] 

実効放出継続時間 
 ・よう素：１時間 
 ・希ガス：１時間 
 
相対濃度（χ/Q）： 
 7.4×10-6（s/m3） 
 
 
相対線量（D/Q）： 
 2.2×10-19（Gy/Bq） 

※：実効放出継続時間については，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に

基づき算出する。 

 

イ．原子炉冷却材喪失 

既設置許可添付書類十における評価条件から変更となる条件を表

2.1.2-6 に示す。 

なお，評価に当たっては，より厳しい条件においても公衆への被ば

く影響が小さいことを確認する観点から，非常用ガス処理系配管の破

断箇所の修復は行わないものとし，配管破断後は原子炉棟からの漏え

いによる放射性物質の放出が続くものとする。 
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表 2.1.2-6 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

項目 影響評価 
既設置許可（添付十） 

の事故解析評価 

放射性物質の環境
に放出される経路 

事故発生～24時間： 
 非常用ガス処理系で処理された後，排
気管から大気中に高所放出 
 
24 時間以降： 
非常用ガス処理系は機能するものの処

理されたガスは原子炉棟内へ放出し，原
子炉棟内の放射性物質が一部，大気中に
地上放出 

 非常用ガス処理系で処理された後，
排気管から大気中に高所放出 
 

環境に放出された
放射性物質の大気
中の拡散条件 

実効放出継続時間※ 
 ・よう素：10 時間[事故発生～24時間] 
 ・希ガス：10 時間[同上] 
 ・よう素：170 時間[24 時間以降] 
 ・希ガス：140 時間[同上] 
 
相対濃度（χ/Q）： 
 3.3×10-6（s/m3）[事故発生～24時間] 
 1.9×10-5（s/m3）[24 時間以降] 
 
相対線量（D/Q）： 
 1.8×10-19（Gy/Bq）[事故発生～24時間] 
 4.0×10-19（Gy/Bq）[24 時間以降] 

実効放出継続時間 
 ・よう素：24 時間 
 ・希ガス：24 時間 
 
 
 
相対濃度（χ/Q）： 
 1.8×10-6（s/m3） 
 
 
相対線量（D/Q）： 
 1.2×10-19（Gy/Bq） 

  ※：実効放出継続時間については，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」

に基づき算出する。 

 

（ｄ）評価結果 

ア．燃料取扱事故 

非常用ガス処理系配管のうち区分②（排気側かつ原子炉棟内）が全

周破断し，修復を行わない場合の影響評価結果は，表 2.1.2-7 に示す

とおり，約 1.1mSv であり，判断基準（実効線量５mSv 以下）を満足

することを確認した。なお，修復を行う場合の影響評価結果は，別紙

1-11 に示すとおり，約 1.1mSv である。 
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表 2.1.2-7 評価結果の比較（燃料取扱事故） 

項目 影響評価 
既設置許可（添付十） 

の事故解析評価 

環境に放出される希ガス 
（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算
値） 

排気管放出 約 2.4×1014Bq 約 3.2×1014Bq 

地上放出 約 7.8×1013Bq － 

環境に放出されるよう素 
（I-131 等価量－小児実効線量計
数換算） 

排気管放出 約 1.6×109Bq 約 2.4×109Bq 

地上放出 約 1.3×1012Bq － 

実効線量 

希ガスのγ線外部被ばくによる 
実効線量 

約 1.2×10-1mSv 約 7.0×10-2mSv 

よう素の内部被ばくによる 
実効線量 

約 9.1×10-1mSv 約 2.4×10-4mSv 

合計 約 1.1mSv 約 7.0×10-2mSv 

 

イ．原子炉冷却材喪失 

非常用ガス処理系配管のうち区分②（排気側かつ原子炉棟内）が全

周破断し，修復を行わない場合の影響評価結果は，表 2.1.2-8 に示す

とおり，約 1.2×10-2mSv であり，判断基準（実効線量５mSv 以下）を

満足することを確認した。なお，修復を行う場合の影響評価結果は，

別紙 1-11 に示すとおり，約 4.5×10-3mSv である。 

 

表 2.1.2-8 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

項目 影響評価 
既設置許可（添付十） 

の事故解析評価 

環境に放出される希ガス 
（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

排気管放出 約 1.3×1011Bq 約 6.7×1011Bq 

地上放出 約 5.4×1011Bq － 

環境に放出されるよう素 
（I-131 等価量－小児実効線量計数換算） 

排気管放出 約 1.7×106Bq 約 3.7×107Bq 

地上放出 約 6.1×1010Bq － 

実効線量 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 2.4×10-4mSv 約 8.0×10-5mSv 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 1.2×10-2mSv 約 6.3×10-7mSv 

原子炉棟内からの直接線及びスカイシャイ
ン線による実効線量 

約 3.1×10-7mSv 約 3.1×10-7mSv 

合計 約 1.2×10-2mSv 約 8.1×10-5mSv 
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ｄ．安全上支障のない期間の考え方 

以上のとおり，添付書類十の評価結果である動的機器の単一故障に加

えて，静的機器の単一故障が発生し，かつ（３）に示す修復を行わない

と仮定しても，設計基準事故時の判断基準である周辺公衆の実効線量 5 

mSv を下回る程度の影響度合いであることを確認した。これより，（３）

に示す修復作業期間は安全上支障のない期間であることを確認した。 

 

（３）対象機器の修復性 

ａ．検知性 

事故発生後，中央制御室ではパラメータ監視を強化しており，全周破

断が発生した場合には，中央制御室での確認（系統流量，原子炉棟差圧

等）に加えて，破断口からは風速約 10m/s でガスが流出又は流入するこ

とから現場点検（視覚，聴覚等）により全周破断箇所は特定できる。 

また，現場確認に伴う被ばくについては，評価上最も厳しいフィルタ

近傍の配管（フィルタ表面から１m）において，実効線量率は約 340mSv/h

（事故発生から 24 時間後，全面マスク(PF50)着用）であり，現場確認時

間の制限及び現場員の交替を行うことにより，現場確認可能である。な

お，個人線量計の着用による線量管理，サーベイメータによる雰囲気線

量率の確認を行うことで線量低減を図ることが可能である。 

 

 ｂ．修復作業性 

全周破断箇所を特定した後，予め用意した修復資機材により，以下の

手順で修復を行う。修復状況の一例を別紙 1-7 に示す。 

なお，事象が収束し，当該系統を停止した後，配管取替等により破断

箇所を除去する。 

（ａ）作業準備（修復資機材運搬等）を行う。 

（ｂ）修復箇所が高所の場合は，足場を設置する。 

（ｃ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｄ）修復資機材（クランプ等）を取り付ける。修復資機材には使用環

境（耐圧性，耐熱性）を考慮した仕様のものを準備する。 

 

なお，故障箇所を特定した後に修復を行うため，作業エリアは限定で
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き，修復は高所作業を想定した場合においても，２日間※で実施可能で

ある。 

また，事故時対応として，当社内並びに協力会社及びプラントメーカ

への連絡体制を構築しており，作業に必要な人数を確保することができ

る。 

※足場解体作業期間は１日間程度であるが，事故収束後に行うため，

ここには含めていない。 

 

 ｃ．修復作業時の作業環境評価 

非常用ガス処理系配管の修復を行う際の作業環境評価を，作業員の被

ばく線量が最も厳しくなると想定されるフィルタ近傍の配管（単一設計

箇所に接続され隔離がなされない部分）及び最も修復に時間を要する配

管の評価を実施した。 

（ａ）フィルタ近傍の配管 

評価条件を以下に示す。 

・燃料取扱事故を対象とする。 

・事故発生から 30 日経過後に作業着手することとし，着手時点での

実効線量率を用いる。 

・フィルタに最も近接している配管（フィルタ表面から１m）の破断

を想定し，１人当たりの作業時間を４時間とする。 

・作業員は全面マスク（PF50）を着用する。 

・フィルタに蓄積された放射性物質からの直接γ線による外部被ばく

についても考慮する。 

 

作業環境中の評価結果は表 2.1.2-9 に示すとおりであり，作業時間の

制限及び作業員の交替を行うことにより，作業員の被ばく量は緊急時作

業に係る線量限度（100mSv）に照らしても修復が可能であることを確認

した。 
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表 2.1.2-9 作業環境評価結果 

作業内容 実効線量率（mSv/h） 実効線量（mSv） 

非常用ガス処理系配管修復 

（フィルタ近傍の配管） 
約 18 約 72 

 

 （ｂ）最も修復に時間を要する配管 

評価条件を以下に示す。 

・燃料取扱事故を対象とする。 

・作業員の被ばく線量が最も厳しくなるよう，事故発生から 24 時間後（故

障発生直後）から作業に着手することとし，故障発生直後の実効線量

率を用いる。 

・最も修復に時間を要する箇所の破断を想定し，１人当たりの作業時間

を４時間とする。 

・作業員は全面マスク（PF50）を着用する。 

・当該作業場所はフィルタ設置エリアと壁を隔てて，異なるエリアとな

るため，フィルタに蓄積された放射性物質からの直接γ線による外部

被ばくは考慮しない。 

作業環境中の評価結果は表 2.1.2-10 に示すとおりであり，作業員の被ば

く量は緊急時作業に係る線量限度（100mSv）に照らしても修復が可能であ

ることを確認した。 

 

表 2.1.2-10 作業環境評価結果 

作業内容 実効線量率（mSv/h） 実効線量（mSv） 

非常用ガス処理系配管修復 

（最も修復に時間を要する配管） 
約 19 約 73 

 

ｄ．修復後について 

非常用ガス処理系の静的機器の単一故障箇所について，補修用パテ，

クランプ等で修復することとしているが，これらは早期に安全機能を回

復し，故障の影響を低減させることを目的とした応急処置である。した

がって，事故収束後は故障箇所に対して技術基準に適合する取替・修理

を行う。 
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2.1.2.2 基準適合性 

非常用ガス処理系の配管の一部については，当該設備に要求される格納容

器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質

の濃度低減機能が喪失する単一故障として，想定される最も過酷な条件とな

る配管の全周破断を仮定した。これまでの説明のとおり，修復期間を考慮し

ても設計基準事故時の放射性物質の漏えい時の敷地境界外等の被ばくによる

実効線量の評価値が，判断基準を満足することから，安全上支障のない期間

に除去又は修復できることを確認した。従って，静的機器の単一故障の想定

は不要と記載されている３条件のうちの 

① 想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上支障

のない期間に除去又は修復できることが確実である場合 

  に該当することを確認した。 

 

   以上から，非常用ガス処理系の静的機器のうち単一設計を採用している配

管の一部については，設置許可基準規則第 12 条の解釈に従い，その単一故

障を仮定しないこととする。 
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2.1.3 残留熱除去系 

2.1.3.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

残留熱除去系の単一設計箇所について，設置許可基準規則第 12 条の解釈

５に記載されている「単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合

であっても，他の系統を用いて，その機能を代替できることが安全解析等に

より確認できれば，当該機器に対する多重性の要求は適用しない。」に適合

することを確認した。 

（１）設備概要 

残留熱除去系は，設計基準事故（原子炉冷却材喪失）時に原子炉再冠

水完了後，低圧注水モードから格納容器冷却モードに切替え，格納容器

内の熱を除去する。本系統は，約 95％流量をドライウェル内に，残りの

約５％をサプレッション・チェンバ内にスプレイする。 

当該系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

当該系統は，ポンプ，弁，配管等から構成されており，図 2.1.3-1 に示

すとおり，格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

は単一設計となっているが，その他の機器は配管，動的機器を含め多重

化としている。 

格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の仕様を

表 2.1.3-1 に，敷設状況を図 2.1.3-2 に示す。 
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表 2.1.3-1 格納容器スプレイ・ヘッダ仕様 

機器 
最高使用

圧力（MPa） 

最高使用

温度（℃） 
外径（mm） 厚さ（mm） 材料※ 

格納容器スプレイ・ヘッ

ダ（サプレッション・チ

ェンバ側） 

3.92 104 114.3 6.0 STS42 

※外面塗装あり 

図 2.1.3-1 残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図 

：単一設計箇所 

原
子
炉
圧
力
容
器 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

格納容器スプレイ・ 

ヘッダ 

MO MO 

MO 

MO MO MO MO 

MO 

MO MO 

ポンプ 
熱交換器 ポンプ 

熱交換器 
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図 2.1.3-2 格納容器スプレイ・ヘッダ敷設状況 
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（２）対象機器の影響評価 

ａ．故障の可能性 

炭素鋼配管の大気曝露試験による腐食進展結果（図 2.1.3-3）によると，

約 40 年経過したとしても減肉量は僅か１mm 程度であり，配管肉厚（6.0mm）

に対して十分小さいことから配管に貫通欠陥が生じるような腐食進展の可能

性は低い。 

格納容器スプレイ・ヘッダの定期的な外観目視及び格納容器スプレイ・ヘ

ッダ内面の確認結果により，有意な腐食は発生しておらず，表 2.1.3-2 に示

すとおり，想定される劣化モードに対して，定期的な検査等の保守，管理を

適切に行うことにより，設備の健全性は確保できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.3-2 点検内容 

機器 
想定される 

劣化モード 
点検内容 

格納容器スプレイ・ヘッダ
（サプレッション・チェン
バ側） 

腐食 
【外観目視】 

漏えい又はその形跡，き裂，変
形等の異常の有無の確認 

 

 

図 2.1.3-3 鋼の長年月大気曝露試験

結果 

材質：炭素鋼 

流体：気体 

出典：C.P.Larrabee and S.K.Coburn,Metallic Corrosion,p276,Butterworth,London(1961) 
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ｂ．故障の仮定 

対象機器となる格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

について，影響評価を実施する上で仮定する単一故障を検討した。格納容器

スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）に想定される劣化モード

は腐食であり，上述のとおり微小な腐食程度しか考えられず，貫通欠陥は考

えにくい。 

運転条件，環境条件等から最も過酷な条件を想定しても，格納容器スプレ

イ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）に腐食孔が発生する可能性はあ

るものの，全周破断は考えられない。 

ただし，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点から，評価上，全周破

断を仮定する。 

なお，格納容器スプレイ・ヘッダは，サプレッション・チェンバ内の気相

部の上方に配置しており，通常内部に異物が混入することはなく，使用時に

おいても内部流体は水であり，水源となるサプレッション・チェンバ内にス

トレーナを設置しており，ストレーナの孔径 に対して，格納容器ス

プレイ・ヘッダの口径は十分大きく（100A），スプレイノズルの最小流路幅は

であるため，閉塞は考えられない。 

また，当該系統内部の構成品及び外部衝撃による閉塞の可能性について検

討した結果，別紙 1-6 に示すとおり，格納容器スプレイ・ヘッダの閉塞は考

えられない。 

故障の仮定に関する整理表を表 2.1.3-3 に示す。 

表 2.1.3-3 故障の仮定に関する整理表 

系統 想定箇所 
故障 

（劣化） 

劣化 

モード
発生の可能性 

評価上仮定す

る故障 

残留熱

除去系 

格納容器 

スプレイ・

ヘッダ

全周破断 

腐食 

× 

（考えられない） 
○ 

腐食孔 
△ 

（考えにくい） 
－ 

微小な 

腐食 

○ 

（考えられる） 
－ 

閉塞 
なし × 

（考えられない） 
－ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｃ．仮定する故障による影響評価 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，事故（原子炉冷却材喪失）時に，

格納容器内の熱を除去するものであることから，静的機器の単一故障を仮定

した場合の格納容器内の温度・圧力の評価を実施する。 

前提とする事故については，設置変更許可申請書添付書類十の安全評価で，

残留熱除去系（格納容器冷却モード）の機能に期待している原子炉冷却材喪

失とする。 

 

（ａ）故障想定箇所 

  格納容器スプレイ・ヘッダはリング形状となっているため，故障箇所は

ヘッダのどの部位でも同様の評価結果となる。故障想定箇所の概略を図

2.1.3-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）故障の発生時期 

残留熱除去系の格納容器冷却モード（格納容器冷却系）への手動切替は，

10 分間の時間的余裕，操作に要する時間等を適切に見込んで事故後 15 分で

あることから，故障が発生する時間は，設置許可基準規則第 12 条の解釈５

に基づき，事故発生から 15 分後とする。 

 

 （ｃ）評価結果 

    故障として格納容器スプレイ・ヘッダの全周破断を仮定しても破断口か

らは，残留熱除去系の熱交換器で冷却された水がサプレッション・チェン

バ内に注水されることとなる。原子炉冷却材喪失事象において，ドライウ

ェルに放出された蒸気はベント管を通じてサプレッション・プールで凝縮

されるため，サプレッション・プールへはスプレイであっても注水であっ

ても挙動に大きな相違はなく，評価結果への影響は小さい。 

 

図 2.1.3-4 故障想定箇所概要図 

格納容器スプレイ・ヘッダの故障 

（全周破断） 

流出 
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    ここでは，保守的に，格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チ

ェンバ側）の破断口から流出する冷却水が，サプレッション・チェンバの

プール水の冷却に寄与しないものとして評価を行った。その結果は以下に

示すとおりであり，既設置許可添付書類十における評価結果が包絡するこ

とを確認した。 

ア．評価条件 

既設置許可添付書類十における評価条件から変更となる条件を表

2.1.3-4 に示す。 

 

表 2.1.3-4 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

項目 影響評価 
既設置許可（添付十） 

の事故解析評価 

残留熱除去系
（格納容器冷
却モード）の
機能 

スプレイ流量（95％） 
・ドライウェル側： 
  95％ 
 
・サプレッション・チェンバ側： 
  0％（0m3/h） 

スプレイ流量（100％） 
・ドライウェル側： 
  95％ 
 
・サプレッション・チェンバ側： 
  5％ 

作動系統 

残留熱除去系（2/2 系統）※ 

・格納容器冷却モード 
  １系統 
・サプレッション・プール水冷却モード 
  １系統 

残留熱除去系（1/2 系統）※ 
・格納容器冷却モード 
  １系統 

※既設置許可（添付十）では，動的機器の単一故障を仮定するため，残留

熱除去系１系統を使用しない条件としているが，今回の影響評価では，

格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の単一故障

を仮定するため，残留熱除去系はすべて使用する条件とする。 

 

  イ．評価結果 

評価結果は表 2.1.3-5，図 2.1.3-5，図 2.1.3-6 に示すとおり，格納容器

の最高使用温度及び最高使用圧力を十分下回っており，既設置許可添付書

類十の評価結果の包絡性を確認した。なお，設計基準事故のうち原子炉冷

却材喪失では，スプレイ機能による放射性物質の低減効果に期待した敷地

境界外での実効線量を評価している。原子炉冷却材喪失では原子炉冷却材

がドライウェルに放出されること，影響評価においてもドライウェル側の
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スプレイ流量はベースケースと同じであることを考慮すると，仮に単一設

計箇所である格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

の全周破断によるスプレイ機能の喪失を仮定した場合であっても，周辺公

衆の実効線量については，ベースケースからの変更はない。 

 

表 2.1.3-5 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

項目 影響評価 
既設置許可

（添付十） 
判断基準 

ドライウェル最高温度（℃） 約 145 約 145 171 

ドライウェル最高圧力（kPa[gage]） 約 330 約 330 427 

サプレッション・プール水最高温度（℃） 約 71 約 87 104 

サプレッション・チェンバ最高圧力 

（kPa[gage]） 
約 210 約 210 427 
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104℃ 

71℃ 

87℃ 

サプレッション・チェンバ最高使用温度 

図 2.1.3-5 評価結果（格納容器内温度） 

図 2.1.3-6 評価結果（格納容器内圧力） 

 

（既設置許可解析） 

（既設置許可解析） 

（既設置許可解析） 

（既設置許可解析） 

格納容器冷却開始 

（15 分後） 

崩壊熱と除熱量が 

等しくなる時点 

炉心 

再冠水 

約 145℃ ブローダウン・エネルギーの減少 

 

約 330kPa[gage] 

約 210kPa[gage] 

格納容器冷却開始 

（15 分後） 

炉心 

再冠水 

崩壊熱と除熱量が 

等しくなる時点 

ブローダウン・エネルギーの減少 
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（３）対象機器の代替性 

  上記影響評価結果から，格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チ

ェンバ側）の格納容器の冷却機能が失われる場合であっても，サプレッショ

ン・プール水冷却モードを用いることにより，格納容器の冷却機能を代替す

ることが可能である。 

 

2.1.3.2 基準適合性 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は重要度が特に高い安全機能を有す

る系統であり，単一設計箇所である格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッシ

ョン・チェンバ側）についても，十分な信頼性が確保されるよう設計上配慮

するとともに，それが維持されるよう適切な保守管理を行っている。 

それでもなお格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

に閉塞等が発生し，必要な流量が確保されないことを仮定しても，残留熱除

去系系統流量の指示値の低下によって格納容器スプレイ・ヘッダの異常が検

知可能である。また，格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェン

バ側）が破断した場合を仮定しても，破断口から流下する系統水によってサ

プレッション・チェンバ側の循環流量が確保される。 

  ここでは，残留熱除去系の格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・

チェンバ側）については，格納容器の冷却機能が喪失する単一故障として，

想定される最も過酷な条件となる格納容器スプレイ・ヘッダの全周破断を仮

定した。設計基準事故時に，当該単一故障を仮定し評価した結果，サプレッ

ション・プール水冷却モードを用いて格納容器の冷却機能を代替できること

を確認した。従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記載されている３

条件のうちの 

③ 単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっても，他

の系統を用いて，その機能を代替できることが安全解析等により確認

できる場合 

  に該当することを確認した。 

 

以上から，残留熱除去系（格納容器冷却モード）の静的機器のうち単一設

計を採用している格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

については，設置許可基準規則第 12 条の解釈に従い，多重性の要求は適用し
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ないこととする。 
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2.1.4 中央制御室換気系 

2.1.4.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

中央制御室換気系の単一設計箇所について，故障箇所の検知性及び修復

性，作業時の被ばく及び公衆の被ばくの観点から，設置許可基準規則第 12

条の解釈５に記載されている「想定される最も過酷な条件下においても，

その単一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復できることが確実で

あれば，その単一故障を仮定しなくてよい。」に適合することを確認した。 

 

（１）設備概要 

中央制御室換気系は，事故時に中央制御室バウンダリ内の放射性物質を非

常用チャコール・フィルタ・ユニット（以下，「フィルタ（非常用）」という）

に通して除去することにより，運転員の被ばくを低減する。 

当該系統は，送風機，ダクト，フィルタ，バタフライ弁等から構成される。

当該系統の一部は，廃棄物処理建物の非管理区域に設置されているが，放射

性廃棄物の処理施設等が設置されている管理区域内を換気している廃棄物処

理建物空調換気系とは独立している。 

フィルタ（非常用）の差圧上昇を中央制御室にて監視可能なように警報を

設置し，差圧の変化を早期に検知し予備品に取替ることにより，短時間で機

能回復可能である。 

当該系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

図 2.1.4-1 に示すとおり，フィルタ（非常用）及びダクトの一部は単一設

計となっているが，その他の機器は動的機器を含め多重化としている。 

また，フィルタ（非常用）及びダクトの仕様を表 2.1.4-1，表 2.1.4-2 に

示す。 
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表 2.1.4-1 フィルタ（非常用）仕様 

機器 よう素除去能力（％） 

フィルタ 

（非常用） 

単体：96 以上 

総合：95 以上 
（相対湿度 70％以下，温度 30℃以下において） 

 

表 2.1.4-2 ダクト仕様 

機器 運転圧力（MPa） 運転温度（℃） 厚さ（mm） 材料※ 

ダクト ±0.00196 10～40 0.6～1.2 等 亜鉛鉄板等 

※塗装なし 

図 2.1.4-1 中央制御室換気系（事故時）系統概要図 

：単一設計箇所 
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なお，事故時には酸欠防止のために外気取入れラインを用いて非常時外気

取込運転を行う場合もあるが，当該機能は運転員の過度の被ばくを防止する

機能ではなく，外気取入れライン破損時は破損箇所から外気が流入し，同ラ

イン閉塞時は運転員が適宜扉を開放する等により酸欠を防止する。従って，

外気取り入れラインは中央制御室換気系の事故時の原子炉制御室非常用換気

空調機能を担保するラインからは除外する。 

 

（２）対象機器の影響評価 

ａ．故障の可能性 

フィルタ（非常用），ダクト共に表 2.1.4-3,表 2.1.4-4 に示すとおり，想

定される劣化モードに対して，定期的な検査等の保守，管理を適切に行うこ

とにより，設備の健全性を確保する。 

フィルタ（非常用）については，上流側に設置している隔離弁を通常運転

時閉止しているため，異物等が流入することはなく，事故時にフィルタ（非

常用）に流入する可能性がある放射性物質（希ガス，よう素，ハロゲン等）

は，気体又は揮発性であるため，フィルタ（非常用）が閉塞する可能性はな

い。 

なお，平成 28 年 12 月８日に発生した，島根２号炉の当該系統のうち外気

取入れラインのダクトに腐食孔が確認された事象に対して，原因調査を実施

し，外気とともに取込まれた水分及び海塩粒子のダクト内面への付着により，

ダクト内面側を起点とした腐食であること，その範囲は外気取入れラインの

うち「外気取入れ口から再循環ライン合流部まで」のダクトであったこと，

また，腐食が想定される範囲のダクト内面の外観点検が定期的に計画・実施

されていなかったことを原因と推定している。 

推定原因を踏まえて，再発防止対策として，外気とともに取込まれる水分

や海塩粒子の低減を図るため，中央制御室外気処理装置を常時使用する運用

に見直し，保守点検の見直しとして，ダクトの外観点検について，外気取入

れ部のみとしていたダクト内面の外観点検範囲を，外気取入れライン（外気

取入れ口から中央制御室空気調和装置入口まで）のすべてのダクトとし，点

検周期を３Ｃ（Ｃ：保全サイクル）から１Ｃとするとともに，外気取入れラ

インに点検口を追加設置し，既設点検口と合わせて，外気取入れラインのダ

クト内面を網羅的に目視により確認する。ダクト外面の外観点検についても

継続して実施し，点検周期を 10Ｃから６Ｃとする。また，中央制御室空気調
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和装置から中央制御室非常用再循環処理装置前後までのダクト内面について

も，点検を６Ｃにて実施する。 

また，外気取入れラインの一部で使用していたステンレス鋼板ダクトにつ

いては，腐食形態が局部的な腐食である孔食であるため，耐食性及び劣化状

況の早期把握の観点から，中央制御室外気処理装置の常時使用することによ

る環境改善も踏まえて，炭素鋼（塗装あり）及び亜鉛めっき鋼板に見直す。 

 

表 2.1.4-3 点検内容（１／２） 

機器 
想定される 
劣化モード 

点検内容 

中央制御室

換気系 

フィルタ 

（非常用） 

性能劣化 
（閉塞含む） 

【外観目視】 
付着物及び損傷の有無を確認 

【よう素除去効率試験】及び【フロリナート試験】 
チャコールフィルタの除去効率を確認 

【DOP 試験】 
高性能フィルタの除去効率を確認 

【差圧測定】 
ブースタ・ファン，再循環用ファンを運転し，

フィルタの差圧を確認 

【差圧管理】 
差圧管理によるフィルタ取替 

表 2.1.4-3 点検内容（２／２） 

機器 
想定される 

劣化モード 
点検内容 

中央制御室

換気系ダク

ト 

腐食 

【外観目視（内面点検）】 
・外気取入れライン（外気取入れ口～中央制御室
空気調和装置）のダクト内面の腐食等の有無を
確認 

・外気取入れライン以外で，点検口から目視可能
な範囲のダクト内面の腐食等の有無を確認 

【外観目視（外面点検）】 
・ダクト外面の漏えい又はその形跡，き裂，変形
等の有無を確認 

・外気取入れラインは代表ダクトの保温材を取外
し，外面の腐食等の有無を確認する。 

・外気取入れライン以外は，必要に応じて，代表
ダクトの保温材を取外し，腐食等の有無を確認 
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表 2.1.4-4 定期試験内容 

定期試験 試験内容 

中央制御室換気系 

（非常用再循環） 

中央制御室換気系（非常用再循環）を手動で起動

させ，各機器が正常に運転していることを確認する。 
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（ｂ）故障の仮定 

対象機器となる中央制御室換気系のフィルタ（非常用）及びダクトの一

部について，影響評価を実施する上で仮定する単一故障を検討した。 

フィルタ（非常用）に想定される劣化モードは，性能劣化（閉塞）であ

り，上述のとおり性能劣化（閉塞）は考えにくいが，系統機能を喪失させ

る故障を仮定する観点から，評価上，閉塞を仮定する。 

また，当該ダクトに想定される劣化モードは腐食であり，上述のとおり

微小な腐食や腐食孔程度しか考えられず，運転条件，環境条件等から最も

過酷な条件を想定しても，全周破断の発生は考えられない。 

ただし，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点から，評価上，全周

破断を仮定する。 

なお，当該ダクトの吸込部は，各エリアの天井付近に配置しているため，

空気中の塵・埃等の浮遊物しか流入することはなく，当該ダクトは，大口

径（□400mm×400mm 等）であることからダクトの閉塞は考えられない。 

また，ダクト内部の構成品及び外部衝撃による閉塞の可能性について検

討した結果，別紙 1-6 に示すとおりダクトの閉塞は考えられない。 

故障の仮定に関する整理表を表 2.1.4-5 に示す。 

 

表 2.1.4-5 故障の仮定に関する整理表 

系統 想定箇所 
故障 

（劣化） 

劣化 

モード 
発生の可能性 

評価上仮定す

る故障 

中央制御

室換気系 

フィルタ

（非常用） 
閉塞 

性能劣化

（閉塞） 

△ 

（考えにくい） 
○ 

ダクト 

全周破断 

腐食 

△ 

（考えにくい） 

 
○※ 

 

腐食孔 
○ 

（考えられる） 
－ 

微小な 

腐食 

○ 

（考えられる） 
－ 

閉塞 なし 
× 

（考えられない） 
－ 

※評価上仮定する故障であるが，後述のとおり評価に影響がないため，フィル

タ（非常用）の故障（閉塞）を仮定して評価を実施した。 
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ｃ．仮定する故障による影響評価 

中央制御室換気系は，事故時にフィルタにより中央制御室バウンダリ内の

放射性物質を除去することにより，運転員の被ばくを低減させるものである

ことから，単一設計としているフィルタ及びダクト（単一設計箇所に接続さ

れ隔離がなされない部分を含む）の単一故障を仮定した場合の影響評価とし

て運転員の被ばく評価を実施する。 

運転員の被ばく評価手法は，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ば

く評価手法について（内規）」（平成 21・07・27 原院第１号）（以下，「内規」

という。）に従い実施することとし，内規に示す仮想事故として，原子炉冷却

材喪失を評価対象とする。 

なお，内規において以下の記載があることから，より大きな実効線量と

なる原子炉冷却材喪失時で代表している。 

 

4.1 BWR 型原子炉施設 

原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を対象とする。原子炉冷却材喪失

及び主蒸気管破断は，一方の事故で包絡できる場合は，いずれかで代表

してもよい。 
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（ａ）故障想定箇所 

中央制御室換気系ダクトは，中央制御室バウンダリ内に敷設しているこ

とから全周破断を仮定しても破断口から吸気又は排気を行うことが可能で

あり，中央制御室バウンダリ内の放射性物質を除去することができるため，

被ばく評価への影響がない。 

このため，フィルタ（非常用）の故障（閉塞）を仮定した評価を実施し

た。 

故障想定箇所概要図を図 2.1.4-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.1.4-2 故障想定箇所概要図 

中央制御室バウンダリ内 

：故障想定範囲 
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（ｂ）故障の発生時期 

故障が発生する時期は，設置許可基準規則第 12 条の解釈５に従い，事故

発生から 24 時間後とする。 

 

（ｃ）評価条件 

中央制御室の原子炉冷却材喪失時（仮想事故ベース）の評価条件から変

更となる条件を表 2.1.4-6 に示す。なお，評価に当たっては，より厳しい

条件においても運転員への被ばく影響が小さいことを確認する観点から，

保守的にフィルタ（非常用）の修復は行わないものとし，フィルタ（非常

用）閉塞後はフィルタ（非常用）の放射性物質除去機能が使用できなくな

るものする。 

 

表 2.1.4-6 評価条件の比較 

項目 影響評価 
原子炉冷却材喪失時 

（仮想事故ベース）の評価 

中央制御
室換気系
の機能 

事故発生 15 分後※～24 時間： 
非常用再循環流量：32000m3/h 
外気取込量：3500m3/h 
インリーク：0.5 回/h 

 
24 時間～30 日： 
非常再循環流量：0m3/h 
外気取込量：3500m3/h 
インリーク：0.5 回/h 

事故発生 15 分後※～30 日： 
非常用再循環流量：32000m3/h 
外気取込量：3500m3/h 
インリーク：0.5 回/h 

 

※事故発生後に手動操作によりブースタ・ファンを起動させるが，当該送風機起動ま

での時間的余裕をみて事故発生 15分後に起動すると仮定する。 

 

（ｄ）評価結果 

評価結果は表 2.1.4-7 に示すとおり，フィルタ（非常用）の単一故障が

発生し，フィルタの取替を行わない場合の影響評価結果は約37mSvであり，

判断基準（実効線量 100mSv 以下）を満足することを確認した。なお，フィ

ルタの取替を行う場合の影響評価結果は，別紙 1-11 に示すとおり，約 13mSv

である。 
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表 2.1.4-7 評価結果 

 

項目 影響評価 

屋内作業時 

建物内放射性物質からの直接線及びスカイ
シャイン線による被ばく 

約 8.3×10-4 

大気中放射性物質による被ばく 約 5.2×10-1 

室内に取込まれる放射性物質による被ばく 約 3.5×101 

入退域時 

建物内放射性物質からの直接線及びスカイ
シャイン線による被ばく 

約 7.6×10-2 

大気中放射性物質による被ばく 約 1.3×100 

合計 約 37 

 

ｄ．安全上支障のない期間の考え方 

以上のとおり，静的機器の単一故障が発生し，かつ(3)に示す修復を行わな

いと仮定しても，判断基準である運転員の線量限度 100mSv を下回る程度の影

響度合いであることを確認した。これにより，(3)に示す修復作業期間は，安

全上支障のない期間であることを確認した。

（単位：mSv/30 日） 
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（３）対象機器の修復性 

ａ．検知性 

フィルタ（非常用）の差圧上昇を中央制御室にて監視可能なように警報を

設置しており，差圧の変化を早期に検知することが可能である。 

ダクトについては，事故発生時には中央制御室においてパラメータ監視強

化しており，全周破断が発生した場合には中央制御室での確認（中央制御室

内温度・湿度，再循環用ファン電流値等）に加えて，破断面からは風速約 10m/s

でガスが流出又は流入し，口径は大口径（□400mm×400mm 等）であることか

ら現場点検（視覚，聴覚等）により全周破断箇所の特定は可能である。 

また，現場確認に伴う被ばくについては，評価上最も厳しいフィルタ近傍

のダクト（フィルタ表面から１m）でも，実効線量率は約 0.51mSv/h（事故発

生から 24 時間後）のため，現場確認可能である。 

 

 ｂ．修復作業性 

フィルタ（非常用）については，差圧変化を検知すると，発電所構内に保

有している予備品に半日程度で取替ることが可能である。 

ダクトについては，全周破断箇所を特定した後，予め用意した修復資機材

により，以下の手順で修復を行う。修復状況の一例を別紙 1-7 に示す。 

なお，事象が収束し，当該系統を停止した後，ダクト取替等により破断箇

所を除去する。 

（ａ）作業準備（修復資機材運搬等）を行う。 

（ｂ）修復箇所が高所の場合は，足場を設置する。 

（ｃ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｄ）修復資機材（ゴムシート，アルミテープ，金属板，ラチェットバンド

等）を取り付ける。修復資機材には使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮

した仕様のものを準備する。 

    

なお，故障箇所を特定した後に修復を行うため，作業エリアは限定でき，

修復は高所作業を想定した場合においても，２日間※で実施可能である。 

また，事故時対応として，当社内並びに協力会社及びプラントメーカへの

連絡体制を構築しており，作業に必要な人数を確保することができる。 

※足場解体作業期間は１日間程度であるが，事故収束後に行うため，ここ
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には含めていない。 

 

ｃ．修復作業時の作業環境評価 

中央制御室換気系フィルタ（非常用）の取替を行う際の作業環境評価を，

作業員の被ばく線量が最も厳しくなる条件にて行った。 

（評価条件） 

・原子炉冷却材喪失時（仮想事故ベース）を対象とする。 

・作業員の被ばく線量が最も厳しくなるよう，事故発生から 24 時間後（故

障発生直後）から作業に着手することとし，故障発生直後の実効線量率

を用いる。 

・作業時間を 12 時間（半日）とし，作業員の交代は行わない。 

・保守的にマスク等の防護装備の効果は見込まない。 

・フィルタに蓄積された放射性物質からの直接γ線による線量評価点は，

フィルタ表面とする。 

 

作業環境中の評価結果は表 2.1.4-8 に示すとおりであり，作業員の被ばく量

は，緊急時作業に係る線量限度（100mSv）に照らしても修復が可能であること

を確認した。 

なお，中央制御室換気系ダクトは，中央制御室バウンダリ内に敷設している

ことから，フィルタ（非常用）から離れた位置に敷設しているダクトの修復を

行う際の作業環境評価結果は，運転員の被ばく評価結果と同等になる。また，

フィルタ（非常用）廻りのダクトを修復する際についても，フィルタ（非常用）

の取替作業の作業環境評価結果に包絡される。 

 

表 2.1.4-8 作業環境評価結果 

作業内容 
実効線量率

（mSv/h） 

実効線量 

（mSv） 

中央制御室換気系 

フィルタ（非常用）取替 
約 1.6 ※ 約 19 

※ 作業期間中の最大値 
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ｄ．修復後について 

中央制御室換気系の静的機器の単一故障箇所についてゴムシート，当て板

等で修復することとしているが，これらは早期に安全機能を回復し，故障の

影響を低減させることを目的とした応急処置である。したがって，事故収束

後は故障箇所に対して技術基準に適合する取替・修理を行う。 

 

2.1.4.2 基準適合性 

  中央制御室換気系フィルタ（非常用）及びダクトの一部については，当該

設備に要求される原子炉制御室非常用換気空調機能が喪失する単一故障とし

て，想定される最も過酷な条件となるフィルタ（非常用）の閉塞及びダクト

の全周破断を仮定した。これまでの説明のとおり，修復期間を考慮しても設

計基準事故時の放射性物質の漏えい時の運転員等の被ばくによる実効線量の

評価値が，判断基準を満足することから，安全上支障のない期間に除去又は

修復できることを確認した。従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記

載されている３条件のうちの 

① 想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上支障

のない期間に除去又は修復できることが確実である場合 

  に該当することを確認した。 

 

   以上から，中央制御室換気系の静的機器のうち単一設計を採用しているフ

ィルタ（非常用）及びダクトの一部については，設置許可基準規則第 12 条

の解釈に従い，その単一故障を仮定しないこととする。
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2.2 安全施設の共用・相互接続 

 設置許可基準規則第 12 条第６項又は 7項に対する基準適合性を説明する。 

 

2.2.1 共用・相互接続設備の抽出 

 設置許可基準規則第 12 条の解釈において，以下の記載がなされている。 

  

１ 第 1 項に規定する「安全機能の重要度に応じて，安全機能が確保されたも

の」については，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関

する審査指針」による。ここで当該指針における「安全機能を有する構築

物，系統及び機器」は本規定の「安全施設」に読み替える。 

 

11 第６項に規定する「重要安全施設」については，「発電用軽水炉型原子炉施

設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」においてクラス MS-1 に分類

される下記の機能を有する構築物等を対象とする。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放出低減機能 （た

だし，可搬型再結合装置及び沸騰水型発電用原子炉施設の排気筒（非

常用ガス処理系排気管の支持機能を持つ構造物）を除く。） 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

・安全上特に重要な関連機能 

（ただし，原子炉制御室遮蔽，取水口及び排水口を除く。） 

 

これらの要求により，設置許可基準規則第 12 条第６項及び第７項の対象とな

る系統は，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針

（重要度分類指針）に示される安全機能を有する構築物，系統及び機器（安全

施設）となる。 

 

安全施設については，２基以上の発電用原子炉施設間で共用する場合は発電

用原子炉施設の安全性を損なうことのない設計としており，設置許可基準規則

第 12 条第７項の共用設備に関する規則に適合することを確認した。また，設置
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許可基準規則第 12 条第７項の相互接続設備に関する規則については，電気設備

の一部が該当するが，同様に発電用原子炉施設の安全性を損なうことのない設

計としており，適合することを確認した。 

 

一方，安全施設のうち重要安全施設については，該当する構築物等のうち， 

 ・安全上特に重要な関連機能を有する中央制御室 

が２基以上の発電用原子炉施設間で共用する施設， 

  ・安全上特に重要な関連機能を有する非常用メタクラ 

・安全上特に重要な関連機能を有する非常用コントロールセンタ 

が２基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設となる。これらの施設

については，共用又は相互に接続することで安全性が向上することから，設置

許可基準規則第 12 条第６項に適合することを確認した。 

 

 これらの確認を行うにあたり，島根原子力発電所２号炉のすべての構築物，

系統又は機器を対象に，重要度分類指針に示される安全施設の中から２基以上

の発電用原子炉施設間で共用する系統を抽出した結果を別紙 2-1 に示す。機器

等の抽出にあたっては，安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針

（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び安全機能を有する計測制御装置

の設計指針（JEAG4611-2009，社団法人日本電気協会）を参考とし，図 2.2.1-1

に示す抽出フローに従って実施した。抽出された重要安全施設の一覧を表

2.2.1-1 に，安全施設（重要安全施設を除く）の一覧を表 2.2.1-2 に示す。また，

表 2.2.1-3 に示す２号炉と共用することとしていた１号炉の安全施設について

は，２号炉単独の運転を考えた場合，２号炉の運用に必要な容量を有する設備

を２号炉においても同様に設置していることから，共用は取り止めることとす

る。 

 なお，抽出した安全施設の設備概要図を別紙 2-2 に示す。 

 

 

 

 

 



 

12 条-2.2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１： 重要度分類指針に基づき安全機能の重要度を確認する。 

 

※２： 設計基準対象施設に属する安全施設であって，設置許可基準規則第 12

条の解釈 11 に該当するものを抽出する。 

 

表 2.2.1-1 重要安全施設 

設備 重要度分類 共用／相互接続 

中央制御室 MS-1 共用（１，２号炉） 

非常用メタクラ MS-1 相互接続（２-３号炉） 

非常用コントロールセンタ MS-1 相互接続（１-２号炉，２-３号炉） 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉の 
すべての構築物，系統又は機器 

YES 

設置許可基準 第 12 条第６項 
技術基準   第 15 条第５項 

（共用・相互接続により「安全性向上」） 

設置許可基準 第 12 条第７項 
技術基準   第 15 条第６項 
（共用・相互接続により「安全性を損なわない」） 

安全機能を有する 

基準適用対象外 

NO 

NO 
※1 

※2 

共用又は相互接続
している 

重要安全施設に該当 

YES 

YES 

NO 

図 2.2.1-1 共用・相互接続設備の抽出フロー 
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表 2.2.1-2 安全施設（重要安全施設を除く）（１／３） 

設備 
重要度 
分類 

共用／ 
相互接続 

中央制御室遮蔽 MS-1※１ 共用（１，２号炉） 

２号炉 

燃料取扱及び

貯蔵設備 

燃料プール PS-2 

共用 

（１号炉と共用） 

燃料プール冷却系 PS-3※２ 

燃料取替機 PS-2 

原子炉建物天井クレーン PS-2 

電気設備 

220kV 送電線 PS-3 共用 

（１，２，３号炉） 220kV 開閉所 PS-3 

66kV 送電線 PS-3 

共用（１，２号炉） 66kV 開閉所 PS-3 

予備変圧器 PS-3 

通信連絡設備 
電力保安通信用電話設備，衛星電話設

備，無線通信設備，専用電話設備 
MS-3 

共用 

（１，２，３号炉） 

※１：中央制御室遮蔽は MS-1 だが，設置許可基準規則第 12 条の解釈 11 に従

い，「重要安全施設に該当しない」ものとする。 

※２：燃料プール入口逆止弁は MS-2。 
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表 2.2.1-2 安全施設（重要安全施設を除く）（２／３） 

設備 
重要度 

分類 

共用／ 

相互接続 

発電所補助施

設 

復水輸送系 PS-3 
相互接続 

（１-２号炉） 

補助ボイラ 

所内蒸気系 
PS-3 

共用（１，２号炉） 

相互接続 

（１-２号炉） 

（消火設備） 

水消火設備（補助消火水槽，サイトバ

ンカ建物消火タンク） 

 

MS-3 

相互接続 

（１-２号炉） 

（消火設備） 

泡消火設備 

 

MS-3 

共用 

（１，２，３号炉） 

２号炉 

液体廃棄物処

理系 

（タンク） 

床ドレンタンク 

機器ドレンタンク 

機器ドレン処理水タンク 

ランドリドレン収集タンク 

ランドリドレンサンプルタンク 

ランドリドレンタンク 

化学廃液タンク 

凝縮水受タンク 

処理水タンク 

トーラス水受入タンク 

 

PS-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
共用 

（１号炉と共用） （ろ過・脱塩器） 

機器ドレンろ過脱塩器 

凝縮水ろ過脱塩器 

機器ドレン脱塩器 

凝縮水脱塩器 

ランドリドレン脱塩器 

ランドリドレンろ過器 

 

PS-3 

 

 

 

 

 

（濃縮器） 

床ドレン濃縮器 

化学廃液濃縮器 

ランドリドレン濃縮器 

 

PS-3 
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表 2.2.1-2 安全施設（重要安全施設を除く）（３／３） 

設備 
重要度 

分類 

共用／ 

相互接続 

２号炉 

固体廃棄物処

理系 

（タンク） 

ランドリドレン濃縮廃液タンク 

濃縮廃液タンク 

原子炉浄化系樹脂貯蔵タンク 

復水系樹脂貯蔵タンク 

復水系スラッジ貯蔵タンク 

復水スラッジ分離タンク 

機器ドレンスラッジ分離タンク 

 

PS-3 

 

 

 

 

 

 

共用 

（１号炉と共用） 

ドラム詰装置 PS-3 

ランドリドレン乾燥機 PS-3 

固体廃棄物処

理系 

雑固体廃棄物処理・焼却設備 PS-3 

共用 

（１，２，３号炉） 
サイトバンカ PS-3 

固体廃棄物貯蔵所 PS-3 

２号炉 

放射線管理施

設 

（プロセス放射線モニタリング設備） 

液体廃棄物処理排水モニタ 

 

MS-3 
共用 

（１号炉と共用） 
（エリア放射線モニタリング設備） 

中央制御室モニタ 

廃棄物処理制御室モニタ 

 

MS-3 

 

放射線管理施

設 

（試料分析・測定設備） 

放射能測定設備 

 

MS-3 

共用 

（１，２，３号炉） 

（プロセス放射線モニタリング設備） 

サイトバンカ建物排気筒モニタ 

 

MS-3 

（エリア放射線モニタリング設備） 

サイトバンカ建物エリアモニタ 

 

MS-3 

（環境モニタリング設備） 

モニタリングポスト 

移動式モニタリング設備 

気象観測設備 

 

MS-3 
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表 2.2.1-3 共用を取り止める 1号炉安全施設 

設備 
重要度 

分類 

１号炉 

原子炉格納容器

補助系 

（窒素ガス置換系） 

液体窒素蒸発装置 

 

MS-3 

１号炉 

発電所補助施設 

（消火設備） 

水消火設備（ろ過水タンク） 

 

MS-3 

１号炉 

液体廃棄物処理

系 

（タンク） 

廃液コレクタタンク 

廃液サージタンク 

廃液サンプルタンク 

廃液中和タンク 

床ドレンコレクタタンク 

床ドレンサンプルタンク 

シャワドレンタンク 

凝縮水タンク 

補助サージタンク 

処理水受入タンク 

 

PS-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ろ過・脱塩器） 

廃液フィルタ 

床ドレンフィルタ 

廃液脱塩器 

床ドレン脱塩器 

シャワドレンろ過器 

 

PS-3 

 

 

 

 

（濃縮器） 

廃液濃縮器 

 

PS-3 

 

これらの確認において，「安全性の向上」，及び「安全性を損なわない」の判

断基準は以下のとおりとした。 

 

  ・安全性の向上 

    共用・相互接続対象の設備ごとに要求される安全機能を満たしつつ，

共用・相互接続化のメリットが期待されるよう配慮がなされている場合。 
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  ・安全性を損なわない 

    共用・相互接続によって当該設備に要求される安全機能が阻害される

ことがないよう配慮されている場合。 

 詳細を 2.2.2 以降で示す。 

 

2.2.2 基準適合性 

2.2.2.1 重要安全施設 

表 2.2.1-1 に示すとおり，重要安全施設のうち，２基以上の発電用原子炉施

設間で共用する施設として， 

 ・中央制御室 

２基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設として， 

・非常用メタクラ・非常用コントロールセンタ 

がある。 

これらの施設について，共用又は相互接続による安全性への影響を確認した

結果を表 2.2.2-1 に示す。
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表 2.2.2-1 重要安全施設の基準適合性（１／２） 

設備 
重要度 

分類 共用・相互接続により安全性が向上する理由 

中央制御室 

 

MS-1 
 ２号炉中央制御室は，以下のとおり要求される安全機能（プラント

監視・運転操作）を確保しつつ，１号炉中央制御室と共用することで

安全性が向上する。 

 

【安全機能の確保】 

○安全性の確保に必要な監視・操作盤は１，２号炉それぞれ分離して

設置しており，プラントの監視・運転操作に支障をきたすことはな

い。 

  なお，送電系統等の監視・操作盤は，共通設備として配置してい

るが，当該設備が機能喪失したとしても各号炉の安全性確保に必要

な監視・運転操作に支障をきたすことはない。 

 

○１，２号炉の監視・運転操作に必要な運転員が滞在するために必要

な居住性を確保できるよう，１号炉中央制御室も含めた空間容積を

換気可能な２号炉中央制御室換気系や遮蔽設備を有しており，ま

た，監視・運転操作に必要なスペースを確保している。 

 

【安全性の向上】 

○運転員の融通等 

  １号炉は廃止措置段階であることを踏まえ，１，２号炉それぞれ

で必要な運転員を確保する。 

  １，２号炉の操作盤はできる限り操作性を統一して設計してお

り，運転員は，１，２号炉いずれも運転操作が可能なよう相互に異

動しながら育成してきた。 

  ２号炉運転段階における１号炉運転員は，社内規程に基づき２号

炉運転員と同じ教育・訓練を受けることで，２号炉運転員と同じ力

量を有していることを要件とする。これにより，２号炉運転員のみ

でも事故時等の対応は可能であるものの，１号炉運転員も２号炉運

転員の力量を有していること，また，共用により１，２号炉中央制

御室を自由に行き来できる空間とすることにより，情報の把握や運

転員の融通が容易となることで，２号炉の事故時等の補助を円滑に

行うことが可能となり，運転段階の２号炉の安全性向上につなが

る。   

○共通設備の監視・操作の一元化等 

  送電系統等の共通設備については，当該設備の監視・操作盤につ

いても中央制御室内に共通設備として配置している。号炉別に設置

する場合と比べ，監視を一元的に行い，操作の重複を回避できるな

ど，効率的で確実な運用が可能である。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-1） 
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表 2.2.2-1 重要安全施設の基準適合性（２／２） 

設備 
重要度 

分類 共用・相互接続により安全性が向上する理由 

非常用メタ

クラ 

 

MS-1  ２号炉非常用メタクラと３号炉非常用メタクラは，重大事故等対処

設備となる緊急用メタクラを介し，相互に接続している。 

３号炉との接続については，将来的に３号炉との電源融通が可能と

することで，電力供給の信頼性を向上させ安全性の向上を図ることが

可能となる。 

これらの相互接続部については，各号炉に設置している遮断器及び

緊急用メタクラ遮断器を通常時，切状態にして物理的に分離してお

り，自動で投入されることはないため，３号炉の電気故障が２号炉に

波及することはなく，２号炉非常用メタクラは，要求される安全機能

を満たすことが出来る。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-2） 

非常用コン

トロールセ

ンタ 

MS-1  ２号炉非常用コントロールセンタと１号炉，３号炉それぞれの非常

用コントロールセンタは，相互に接続している。 

１号炉との接続については，重大事故等発生時において１，２号炉

の非常用コントロールセンタ遮断器を投入することで，迅速かつ安全

に１号炉から電源を融通し電力供給の信頼性を向上させることが出

来るため，相互接続することにより安全性が向上する。３号炉との接

続については，将来的に３号炉との電源融通が可能とすることで，電

力供給の信頼性を向上させ安全性の向上を図ることが可能となる。 

これらの相互接続部については，各号炉に設置している遮断器を通

常時，切状態にして物理的に分離しており，自動で投入されることは

ないため，１号炉又は３号炉の電気故障が２号炉に波及することはな

く，２号炉非常用コントロールセンタは，要求される安全機能を満た

すことが出来る。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-2） 

 

 

 表 2.2.2-1 のとおり，共用又は相互に接続することで安全性が向上すること

から，設置許可規則第 12 条第６号に適合することを確認した。
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2.2.2.2 安全施設（重要安全施設を除く） 

 表 2.2.1-2 に示すとおり，重要安全施設を除く安全施設のうち，２基以上の

発電用原子炉施設間で共用又は相互接続する施設は以下のとおりである。 

 ・中央制御室遮蔽 

・２号炉燃料取扱及び貯蔵設備 

（燃料プール，燃料プール冷却系，燃料取替機，原子炉建物天井クレーン） 

 ・電気設備 

（220kV 送電線，220kV 開閉所， 66kV 送電線，66kV 開閉所，予備変圧器） 

・通信連絡設備 

  （電力保安通信用電話設備，衛星電話設備，無線通信設備，専用電話設備） 

 ・発電所補助施設 

  （復水輸送系，補助ボイラ（所内蒸気系含む），消火設備（水消火設備，泡

消火設備）） 

・２号炉液体廃棄物処理系 

（タンク（床ドレンタンク，機器ドレンタンク，機器ドレン処理水タンク，

ランドリドレン収集タンク，ランドリドレンサンプルタンク，ランドリド

レンタンク，化学廃液タンク，凝縮水受タンク，処理水タンク，トーラス

水受入タンク），ろ過・脱塩器（機器ドレンろ過脱塩器，凝縮水ろ過脱塩

器，機器ドレン脱塩器，凝縮水脱塩器，ランドリドレン脱塩器，ランドリ

ドレンろ過器），濃縮器（床ドレン濃縮器，化学廃液濃縮器，ランドリド

レン濃縮器）） 

・２号炉固体廃棄物処理系 

（タンク（ランドリドレン濃縮廃液タンク，濃縮廃液タンク，原子炉浄化系

樹脂貯蔵タンク，復水系樹脂貯蔵タンク，復水系スラッジ貯蔵タンク，復

水スラッジ分離タンク，機器ドレンスラッジ分離タンク），ドラム詰装置，

ランドリドレン乾燥機） 

・固体廃棄物処理系 

（雑固体廃棄物処理・焼却設備，サイトバンカ，固体廃棄物貯蔵所） 
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・２号炉放射線管理施設 

（プロセス放射線モニタリング設備（液体廃棄物処理排水モニタ），エリア

放射線モニタリング設備（中央制御室モニタ，廃棄物処理制御室モニタ）） 

・放射線管理施設 

（試料分析・測定設備（放射能測定設備），プロセス放射線モニタリング設

備（サイトバンカ建物排気筒モニタ），エリア放射線モニタリング設備（サ

イトバンカ建物エリアモニタ），環境モニタリング設備（モニタリングポ

スト，移動式モニタリング設備，気象観測設備）） 

  

共用又は相互接続による安全性への影響を確認した結果を表2.2.2-2に示す。 
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表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（１／５） 

設備 
重要度 

分類 共用・相互接続により安全性を損なわない理由 

中央制

御室 
遮蔽 MS-1※１  １，２号炉共用である中央制御室における運転員

を防護するための設備であり，一体となった遮蔽を

条件として，居住性評価を行って，要求される安全

機能を達成できることを確認している。従って，安

全性を損なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-1） 

２号炉 

燃料取

扱及び

貯蔵設

備 

燃料プール PS-2  １号炉の使用済燃料を２号炉の燃料プールに貯蔵

できる運用とし，貯蔵する燃料からの崩壊熱を 2号

炉燃料プール冷却系で除去できる。 

燃料プールの設備容量は，１，２号炉の燃料体を

貯蔵しても，以下のとおり必要な安全機能を確保し

ており，共用により安全性を損なうことはない。※３ 

 ○ボロンを添加したステンレス鋼を使用するとと

もに適切な燃料間距離をとることにより，臨界

に達する恐れがないようにしている。 

 ○燃料体からの放射線に対し，十分な遮蔽性能を

有している。 

 ○燃料体の崩壊熱に対し，十分な冷却能力を有し

ている。 

使用済燃料の取扱設備は，１，２号炉の使用済燃

料，輸送容器等の吊荷重を取り扱う容量を有してい

ること，燃料体等を１体ずつ取り扱う構造としてい

ることから，共用により安全性を損なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-3） 

燃料プール冷却系 PS-3※２ 

燃料取替機 PS-2 

原子炉建物天井クレーン PS-2 

電気設

備 

220kV 送電線 PS-3 
１，２，３号炉の共用については，以下の設計上

の考慮から受電が出来なくなる等，安全性を損なう

ことはない。 

○220kV 送電線，220kV 開閉所については１，２，

３号炉で必要な容量を十分確保している。 

○１，２，３号炉各々に遮断器を設置しており，

地絡若しくは短絡等の故障が発生した場合は，

影響を局所化できるように設計している。 

○220kV開閉所が使用不能の場合は66kV開閉所か

ら重要安全施設への電気供給が可能な設計と

している。 

〇共用箇所の故障により外部電源を受電できな

くなった場合は，各号炉の非常用ディーゼル発

電機にて，それぞれの非常用所内電源系に給電

できる設計としている。  

（別紙２－２ 別紙図 2-2-2） 

220kV 開閉所 PS-3 
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※１：中央制御室遮蔽は MS-1 だが，設置許可基準規則第 12 条の解釈 11 に従い，

「重要安全施設に該当しない」ものとする。 

※２：燃料プール入口逆止弁は MS-2。 

※３：使用済燃料の号炉間輸送に用いる使用済燃料構内輸送容器については，

「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則」におけ

る技術上の基準に適合した容器（核燃料輸送物設計承認及び容器承認を取

得した容器）を用いることから，発電用原子炉施設としての重要度分類は

対象外である。なお，本容器は号炉に関わらず使用するものであり，号炉

間輸送時は実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第 88 条（工場又

は事業所において行われる運搬）を遵守し，輸送を行うことから，事業所

外運搬と同様に安全性が損なわれることはない。 
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表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（２／５） 

設備 
重要度 

分類 共用・相互接続により安全性を損なわない理由 

電気設

備 

66kV 送電線 PS-3 １，２号炉の共用については，以下の設計上の考慮

から受電が出来なくなる等，安全性を損なうことはな

い。 

○66kV 送電線，66kV 開閉所，予備変圧器は１，２

号炉で必要な容量を十分確保している。 

○１，２号炉各々に遮断器を設置しており，地絡若

しくは短絡等の故障が発生した場合は，影響を局

所化できるように設計している。 

〇共用箇所の故障により外部電源を受電できなく

なった場合は，各号炉の非常用ディーゼル発電機

にて，それぞれの非常用所内電源系に給電できる

設計としている。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-2） 

66kV 開閉所 PS-3 

予備変圧器 PS-3 

通信連

絡設備 

電力保安通信用電話設備，衛

星電話設備，無線通信設備，

専用電話設備 

MS-3 １，２，３号炉の通信連絡を行うために必要な容量

を確保する設計とすることにより，共用により通信が

できなくなるなどの機能が喪失することなく，通信連

絡に必要な仕様を満足する設計としているため，安全

性を損なうことはない。 

発電所

補助施

設 

復水輸送系 
PS-3 号炉間の相互接続部については，通常時，連絡弁を

閉止することで物理的に分離し，施錠管理しているた

め，相互接続により安全性を損なうことはない。また，

２号炉の系統圧力は１号炉の系統圧力より高い設計

となっているが，逆止弁を設けることで，１号炉から

２号炉への連絡時においても１号炉側へ流出しない

ことから，安全性を損なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-4） 

補助ボイラ， 

所内蒸気系 

PS-3  補助ボイラについて，１，２号炉に必要な容量を十

分確保している。また，１号炉において，何らかの

要因で設備が破損した場合にも，１，２号炉所内蒸

気連絡配管の弁を閉止することにより，２号炉に影

響が波及しないため，共用により安全性を損なうこと

はない。 

 所内蒸気系の相互接続部については，通常時，連絡

弁を閉止することで隔離し，施錠管理しているため，

相互接続により安全性を損なうことはない。また，連

絡時においても各号炉で設計された圧力に差異はな

いこと，配管等の設計に差異はないこと，補助ボイラ

は十分な供給能力を有していることから，安全性を損

なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-5） 
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表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（３／５） 

設備 
重要度 

分類 
共用・相互接続により安全性を損なわない理由 

発電所

補助施

設 

（消火設備） 

水消火設備 

泡消火設備 

 

MS-3 
水消火設備のうち，２号炉設備（補助消火水槽，

サイトバンカ建物消火タンク）と１号炉設備（ろ過

水タンク）の相互接続部には，逆止弁を設けること

で，１号炉側で破損等が発生した場合でも，２号炉

側に影響を及ぼすことはなく，安全性を損なうこと

はない。 

泡消火設備については，１，２号炉の共用設備で

ある補助ボイラ及び３号炉用補助ボイラの関連設備

となる重油タンクに対して使用するものであり，想

定される消火活動に対して必要な容量を十分確保し

ているため，共用により安全性を損なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-6 及び 2-2-7） 

２号炉 

液体廃

棄物処

理系 

（タンク） 

床ドレンタンク 

機器ドレンタンク 

機器ドレン処理水タンク 

ランドリドレン収集タンク 

ランドリドレンサンプルタンク 

ランドリドレンタンク 

化学廃液タンク 

凝縮水受タンク 

処理水タンク 

トーラス水受入タンク 

 

PS-3 
液体廃棄物処理設備はその性状に応じて処理する

設計としており，その処理容量は１，２号炉におけ

る合計の予想発生量に対して必要な処理容量又は貯

蔵容量を十分確保しているため，共用により安全性

を損なうことはない。 

号炉間の接続部は，通常時，弁を閉運用すること

により隔離している。また，１号炉の液体廃棄物を

２号炉で処理する場合においても，配管等の設計に

差異はなく，使用上の問題が生じないことから，相

互接続により安全性を損なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-8） 

 

（ろ過・脱塩器） 

機器ドレンろ過脱塩器 

凝縮水ろ過脱塩器 

機器ドレン脱塩器 

凝縮水脱塩器 

ランドリドレン脱塩器 

ランドリドレンろ過器 

 

PS-3 

（濃縮器） 

床ドレン濃縮器 

化学廃液濃縮器 

ランドリドレン濃縮器 

 

PS-3 
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表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（４／５） 

設備 
重要度 

分類 
共用・相互接続により安全性を損なわない理由 

２号炉 

固体廃

棄物処

理系 

（タンク） 

ランドリドレン濃縮廃液タンク 

濃縮廃液タンク 

原子炉浄化系樹脂貯蔵タンク 

復水系樹脂貯蔵タンク 

復水系スラッジ貯蔵タンク 

復水スラッジ分離タンク 

機器ドレンスラッジ分離タンク 

 

PS-3 
固体廃棄物処理設備はその性状に応じて処理する

設計としており，その処理容量は１，２号炉における

合計の予想発生量に対して必要な処理容量又は貯蔵

容量を十分確保しているため，共用により安全性を損

なうことはない。 

号炉間の接続部は，通常時，弁を閉運用することに

より隔離している。また，１号炉の固体廃棄物を２号

炉で処理又は貯蔵する場合においても，配管等の設計

に差異はなく，使用上の問題が生じないことから，相

互接続により安全性を損なうことはない。                

～～～～～～～～～（別紙２－２ 別紙図 2-2-9）        

ドラム詰装置 PS-3 

ランドリドレン乾燥機 PS-3 

固体廃

棄物処

理系 

雑固体廃棄物処理・焼却設備 PS-3 想定される１，２，３号炉の放射性固体廃棄物の発

生量に対して必要な処理容量又は貯蔵容量を十分確

保しているため，共用により安全性を損なうことはな

い。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-9） 

サイトバンカ PS-3 

固体廃棄物貯蔵所 PS-3 

２号炉 

放射線

管理施

設 

（プロセス放射線モニタリング設備） 

液体廃棄物処理系排水モニタ 

 

MS-3 
 共用設備における排水の放射性物質濃度を測定す

る設備であり，放射性物質濃度の測定を行うのに十分

な仕様としているため，共用により安全性を損なうこ

とはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-8） 

（エリア放射線モニタリング設備） 

中央制御室モニタ 

廃棄物処理制御室モニタ 

 

MS-3 
 共用エリアにおける放射線量率の測定を行う設備

であり，放射線量率の測定を行うのに十分な仕様とし

ているため，共用により安全性を損なうことはない。 

放射線

管理施

設 

（試料分析・測定設備） 

放射能測定設備 

 

MS-3 
１，２，３号炉の区分けなく，各号炉で採取した管

理区域内の水等に含まれる放射性物質の核種毎の濃

度を測定する設備であり，採取した試料の測定を行う

のに十分な仕様・容量としているため，共用により安

全性を損なうことはない。 

（プロセス放射線モニタリング設備） 

サイトバンカ建物排気筒モニタ 

 

MS-3 
 共用設備における排ガスの放射性物質濃度を測定

する設備であり，放射性物質濃度の測定を行うのに十

分な仕様としているため，共用により安全性を損なう

ことはない。 

（エリア放射線モニタリング設備） 

サイトバンカ建物エリアモニタ 

 

MS-3 
 共用エリアにおける放射線量率の測定を行う設備

であり，放射線量率の測定を行うのに十分な仕様とし

ているため，共用により安全性を損なうことはない。 
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表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（５／５） 

設備 
重要度 

分類 
共用・相互接続により安全性を損なわない理由 

放射線

管理施

設 

（環境モニタリング設備） 

モニタリングポスト 

移動式モニタリング設備 

気象観測設備 

 

MS-3 
発電所周辺の放射線量率等を監視する設備であ

り，監視に必要な仕様とするとともに，１，２，３

号炉の区分けなく共通の対象を監視する設備である

ことから，共用により安全性を損なうことはない。 

（別紙２－２ 別紙図 2-2-10 及び 2-2-11） 

 

表 2.2.2-2 の通り，共用とすることで安全性を損なうことはないことから，

設置許可基準規則第１２条第７項の共用設備に関する規則に適合することを確

認した。 

 

 



12 条-別紙 1-1-1 

別紙１－１ 

対象機器の抽出について 

 

  別紙図 1-1-1 に示すフローに従い，島根原子力発電所２号炉のすべての構築

物，系統又は機器を対象に，重要度分類指針に示される安全機能を担保する構

築物，系統又は機器を抽出し，重要度の特に高い安全機能を有するものについ

て，多重性又は多様性及び独立性の確保を整理した。なお，各作業ステップの

確認内容を下記に示す。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

別紙図 1-1-1 対象機器抽出フロー 

 

多重性又は多様性を有する等
の理由により対象外 

Yes 

対象機器（４機器） 

Yes 

No 

No 

多重性，多様性のない 

静的機器がある 

長期間にわたり 

機能要求がある 

島根原子力発電所２号炉の 
すべての構築物，系統又は機器 

重要度の特に高い 
安全機能を有する構築物，系統

又は機器 

No 

Yes 

詳細を別紙１－

２，３に示す。 

詳細を別紙１－４

に示す。 



 

12 条-別紙 1-2-1 

別紙１－２ 

重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器の抽出について 

 

  島根原子力発電所２号炉のすべての構築物，系統又は機器を対象として，重
要度分類指針に示される安全機能を担保する構築物，系統又は機器及び重要度
の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器を抽出した結果を別紙表
1-2-1 に示す。また，設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系につ
いても，重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器に含める。
なお，設計基準事故解析において期待する影響緩和系の抽出については，別紙
１－４に示す。 

 

別紙表 1-2-1 重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器の抽出結果 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

PS-1 その損傷又は故障

により発生する事

象によって， 

（a）炉心の著しい

損傷，又は 

（b）燃料の大量の

破損 

を引き起こすおそ

れのある構築物，

系統及び機器 

1）原子炉冷却材

圧力バウンダリ

機能 

原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを構成する機

器・配管系（計装等の

小口径配管・機器は除

く。） 

原子炉圧力容器 

（対象外） 原子炉再循環系ポンプ 

配管・弁 

隔離弁 ・原子炉冷却材圧力バウンダ

リを構成する配管の隔離機

能（№22） 

制御棒駆動機構ハウジング 

（対象外） 

中性子束計装管ハウジング 

2）過剰反応度の

印加防止機能 

制御棒カップリング 制御棒カップリング 

制御棒駆動機構カップリング 

3）炉心形状の維

持機能 

炉心支持構造物（炉心

シュラウド，シュラウ

ドサポート，上部格子

板，炉心支持板，制御

棒案内管），燃料集合体

（ただし，燃料を除

く。） 

炉心シュラウド 

シュラウドサポート 

上部格子板 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

制御棒駆動機構ハウジング 

燃料集合体（上部タイプレー

ト，下部タイプレート，スペー

サ，チャンネルボックス） 

MS-1 1）異常状態発生時

に原子炉を緊急に

停止し，残留熱を

除去し，原子炉冷

却材圧力バウンダ

リの過圧を防止

し，敷地周辺公衆

への過度の放射線

の影響を防止する

構築物，系統及び

機器 

1）原子炉の緊急

停止機能 

原子炉停止系の制御棒

による系（制御棒及び

制御棒駆動系（スクラ

ム機能）） 

制御棒 ・原子炉の緊急停止機能（№

1） 制御棒案内管 

制御棒駆動機構 

水圧制御ユニット（スクラムパ

イロット弁，スクラム弁，アキ

ュムレータ，窒素容器，配管・

弁） 

2）未臨界維持機

能 

原子炉停止系（制御棒

による系，ほう酸水注

入系） 

制御棒 ・未臨界維持機能（№2） 

制御棒カップリング 

制御棒駆動機構カップリング  

制御棒駆動機構ハウジング 

制御棒駆動機構 

ほう酸水注入系（ほう酸水注入

ポンプ，注入弁，タンク出口弁，

ほう酸水貯蔵タンク，ポンプ吸

込配管・弁，注入配管・弁） 

 

 



 

12 条-別紙 1-2-2 

 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-1 1）異常状態発生時

に原子炉を緊急に

停止し，残留熱を

除去し，原子炉冷

却材圧力バウンダ

リの過圧を防止

し，敷地周辺公衆

への過度の放射線

の影響を防止する

構築物，系統及び

機器 

3）原子炉冷却材

圧力バウンダリ

の過圧防止機能 

逃がし安全弁（安全弁

としての開機能） 

逃がし安全弁（安全弁開機能） ・原子炉冷却材圧力バウンダ

リの過圧防止機能（№3） 

4）原子炉停止後

の除熱機能 

 

 

残留熱を除去する系統

（残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード），

原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，

逃がし安全弁（手動逃

がし機能），自動減圧系

（手動逃がし機能）） 

 

 

残留熱除去系（ポンプ，熱交換

器，原子炉停止時冷却モードの

ルートとなる配管・弁，熱交換

器バイパス配管・弁） 

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

 

残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード） 

原子炉隔離時冷却系（ポンプ，

サプレッション・プール，ター

ビン，サプレッション・プール

から注水先までの配管・弁，ポ

ンプミニマムフローライン配

管・弁，サプレッション・プー

ルストレーナ）  

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

・原子炉停止後における除熱

のための原子炉が隔離され

た場合の注水機能（№5） 

タービンへの蒸気供給配管・弁 

潤滑油冷却器及びその冷却器

までの冷却水供給配管 

高圧炉心スプレイ系（ポンプ，

サプレッション・プール，サプ

レッション・プールからスプレ

イ先までの配管・弁，スプレイ

スパージャ，ポンプミニマムフ

ローライン配管・弁，サプレッ

ション・プールストレーナ） 

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

・原子炉停止後における除熱

のための原子炉が隔離され

た場合の注水機能（№5） 

逃がし安全弁（手動逃がし機

能） 

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

・原子炉停止後における除熱

のための原子炉が隔離され

た場合の圧力逃がし機能（№

6） 

原子炉圧力容器から逃がし安

全弁までの主蒸気配管 

逃がし安全弁アキュムレータ，

逃がし安全弁アキュムレータ

から逃がし安全弁までの配

管・弁 

・圧縮空気供給機能（№21） 

自動減圧系弁（手動逃がし機

能） 

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

・原子炉停止後における除熱

のための原子炉が隔離され

た場合の圧力逃がし機能（№

6） 

原子炉圧力容器から逃がし安

全弁までの主蒸気配管 

逃がし安全弁 
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重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-1 1）異常状態発生時

に原子炉を緊急に

停止し，残留熱を

除去し，原子炉冷

却材圧力バウンダ

リの過圧を防止

し，敷地周辺公衆

への過度の放射線

の影響を防止する

構築物，系統及び

機器 

4）原子炉停止後

の除熱機能 

 

 

残留熱を除去する系統

（残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード），

原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系，

逃がし安全弁（手動逃

がし機能），自動減圧系

（手動逃がし機能）） 

 

 

自動減圧系アキュムレータ，自

動減圧系アキュムレータから

逃がし安全弁までの配管・弁 

・圧縮空気供給機能（№21） 

5）炉心冷却機能 非常用炉心冷却系（低

圧炉心スプレイ系，低

圧注水系，高圧炉心ス

プレイ系，自動減圧系） 

 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）（ポンプ，サプレッション・

プール，サプレッション・プー

ルから注水先までの配管・弁

（熱交換器バイパスライン含

む），ポンプミニマムフローラ

イン配管・弁，サプレッショ

ン・プールストレーナ） 

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内高圧時における注水機

能（№7） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内低圧時における注水機

能（№8） 

高圧炉心スプレイ系（ポンプ，

サプレッション・プール，サプ

レッション・プールからスプレ

イ先までの配管・弁，スプレイ

スパージャ，ポンプミニマムフ

ローライン配管・弁，サプレッ

ション・プールストレーナ） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内高圧時における注水機

能（№7） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内低圧時における注水機

能（№8） 

低圧炉心スプレイ系（ポンプ，

サプレッション・プール，サプ

レッション・プールからスプレ

イ先までの配管・弁，スプレイ

スパージャ，ポンプミニマムフ

ローライン配管・弁，サプレッ

ション・プールストレーナ） 

・原子炉停止後における除熱

のための崩壊熱除去機能（№

4） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内高圧時における注水機

能（№7） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内低圧時における注水機

能（№8） 

自動減圧系（逃がし安全弁） ・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内高圧時における注水機

能（№7） 

・事故時の原子炉の状態に応

じた炉心冷却のための原子

炉内高圧時における減圧系

を作動させる機能（№9） 

原子炉圧力容器から逃がし安

全弁までの主蒸気配管 

自動減圧系アキュムレータ，自

動減圧系アキュムレータから

逃がし安全弁までの配管・弁 

・圧縮空気供給機能（№21） 

 

 

 



 

12 条-別紙 1-2-4 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-1 1）異常状態発生時

に原子炉を緊急に

停止し，残留熱を

除去し，原子炉冷

却材圧力バウンダ

リの過圧を防止

し，敷地周辺公衆

への過度の放射線

の影響を防止する

構築物，系統及び

機器 

5）炉心冷却機能 非常用炉心冷却系（低

圧炉心スプレイ系，低

圧注水系，高圧炉心ス

プレイ系，自動減圧系） 

 

ジェットポンプ（事故時の炉心

再冠水維持機能） 

（対象外） 

6）放射性物質の

閉じ込め機能，放

射線の遮へい及

び放出低減機能 

原子炉格納容器，原子

炉格納容器隔離弁，原

子炉格納容器スプレイ

冷却系，原子炉建屋，

非常用ガス処理系，非

常用再循環ガス処理

系，可燃性ガス濃度制

御系 

原子炉格納容器（格納容器本

体，貫通部（ペネトレーショ

ン），所員用エアロック，機器

搬入ハッチ） 

原 子 炉

格 納 容

器 

ベント管 

スプレイ管 

真空破壊弁 

逃がし安全弁排気

管のクエンチャ 

原子炉建物（原子炉建物原子炉

棟） 

原子炉格納容器隔離弁及び格

納容器バウンダリ配管 

・原子炉格納容器バウンダリ

を構成する配管の隔離機能

（№23） 

原子炉建屋常用空調換気系隔

離弁 
（対象外） 

主蒸気隔離弁アキュムレータ，

主蒸気隔離弁アキュムレータ

から主蒸気隔離弁までの配

管・弁 

・圧縮空気供給機能（№21） 

主蒸気流量制限器 （対象外） 

残留熱除去系（格納容器冷却モ

ード）（ポンプ，熱交換器，サ

プレッション・プール，サプレ

ッション・プールからスプレイ

先（ドライウェル及びサプレッ

ション・プール気相部）までの

配管・弁，格納容器スプレイ・

ヘッダ（ドライウェル及びサプ

レッション・プール），ポンプ

ミニマムフローライン配管・

弁，サプレッション・プールス

トレーナ） 

・格納容器の冷却機能（№11） 

非常用ガス処理系（排気ファ

ン，フィルタ装置，原子炉建物

原子炉棟吸込口から排気筒頂

部までの配管・弁，乾燥装置（乾

燥機能部分）） 

・格納容器内又は放射性物質

が格納容器内から漏れ出た

場所の雰囲気中の放射性物

質の濃度低減機能（№10） 

排気筒（非常用ガス処理系排気

管の支持機能） 

可燃性ガス濃度制御系（再結合

装置，格納容器から再結合装置

までの配管・弁，再結合装置か

ら格納容器までの配管・弁） 

・格納容器内の可燃性ガス制

御機能（№12） 

残留熱除去系（再結合装置への

冷却水供給を司る部分） 

遮蔽設備（原子炉遮蔽，一次遮

蔽，二次遮蔽） 
（対象外） 
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重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-1 2）安全上必須なそ

の他の構築物，系

統及び機器 

1）工学的安全施

設及び原子炉停

止系への作動信

号の発生機能 

安全保護系 原子炉保護系 ・原子炉停止系に対する作動

信号（常用系として作動させ

るものを除く）の発生機能

（№24） 

工学的安全施設作動系 ・工学的安全施設に分類され

る機器若しくは系統に対す

る作動信号の発生機能（№

25） 

2）安全上特に重

要な関連機能 

非常用所内電源系，制

御室及びその遮へい・

非常用換気空調系，非

常用補機冷却水系，直

流電源系（いずれも，

MS-1 関連のもの） 

非常用所内電源系（ディーゼル

機関，発電機，ディーゼル発電

機から非常用負荷までの配電

設備及び電路） 

・非常用交流電源から非常用

の負荷に対し電力を供給す

る機能（№13） 

・非常用の交流電源機能（№

15） 非常用ディーゼル室送風機 

燃料移送系（ディーゼル燃料貯

蔵タンクからディーゼル機関

まで） 

始動用空気系（始動用空気だめ

（自動供給）からディーゼル機

関まで） 

吸気系 

冷却水系 

高圧炉心スプレイ電源系（ディ

ーゼル機関，発電機，ディーゼ

ル発電機から非常用負荷まで

の配電設備及び電路） 

・非常用交流電源から非常用

の負荷に対し電力を供給す

る機能（№13） 

・非常用の交流電源機能（№

15） 高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル室送風機 

燃料移送系（ディーゼル燃料貯

蔵タンクからディーゼル機関

まで） 

始動用空気系（始動用空気だめ

（自動供給）からディーゼル機

関まで） 

吸気系 

冷却水系 

中央制御室及び中央制御室遮

蔽 
（対象外） 

中央制御室換気系「放射線防護

機能及び有毒ガス防護機能」

（ブースタ・ファン，非常用チ

ャコール・フィルタ・ユニット，

空調ユニット，再循環用ファ

ン，排気ファン，ダクト及びダ

ンパ） 

・原子炉制御室非常用換気空

調機能（№20） 

原子炉補機冷却系（ポンプ，熱

交換器，非常用負荷冷却ライン

配管・弁（MS-1 関連），サージ

タンク） 

・補機冷却機能（№18） 

高圧炉心スプレイ補機冷却系

（ポンプ，熱交換器，非常用負

荷冷却ライン配管・弁（MS-1

関連），サージタンク） 

・補機冷却機能（№18） 

原子炉補機海水系（ポンプ，配

管・弁（MS-1 関連），ストレー

ナ（異物除去機能を司る部分）） 

・冷却用海水供給機能（№19） 
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重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-1 2）安全上必須なそ

の他の構築物，系

統及び機器 

2）安全上特に重

要な関連機能 

非常用所内電源系，制

御室及びその遮へい・

非常用換気空調系，非

常用補機冷却水系，直

流電源系（いずれも，

MS-1 関連のもの） 

高圧炉心スプレイ補機海水系

（ポンプ，配管・弁（MS-1 関

連），ストレーナ（異物除去機

能を司る部分）） 

・冷却用海水供給機能（№19） 

取水路（屋外トレンチ含む） ・冷却用海水供給機能（№19） 

直流電源系（蓄電池，蓄電池か

ら非常用負荷までの配電設備

及び電路（MS-1 関連）） 

・非常用直流電源から非常用

の負荷に対し電力を供給す

る機能（№14） 

・非常用の直流電源機能（№

16） 

計測制御電源系（蓄電池から非

常用計測制御装置までの配電

設備及び電路（MS-1 関連）） 

・非常用の計測制御用直流電

源機能（№17） 

PS-2 1）その損傷又は故

障により発生する

事象によって，炉

心の著しい損傷又

は燃料の大量の破

損を直ちに引き起

こすおそれはない

が，敷地外への過

度の放射性物質の

放出のおそれのあ

る構築物，系統及

び機器 

1）原子炉冷却材

を内蔵する機能

（ただし，原子炉

冷却材圧力バウ

ンダリから除外

されている計装

等の小口径のも

の及びバウンダ

リに直接接続さ

れていないもの

は除く。） 

主蒸気系，原子炉冷却

材浄化系（いずれも，

格納容器隔離弁の外側

のみ） 

原子炉浄化系（原子炉冷却材圧

力バウンダリから外れる部分） 

（対象外） 

主蒸気系（格納容器隔離弁の外

側） 

原子炉隔離時冷却系タービン

蒸気供給ライン（原子炉冷却材

圧力バウンダリから外れる部

分であって外側隔離弁下流か

らタービン止め弁まで） 

2）原子炉冷却材

圧力バウンダリ

に直接接続され

ていないもので

あって，放射性物

質を貯蔵する機

能 

放射性廃棄物処理施設

（放射能インベントリ

の大きいもの），使用済

燃料プール（使用済燃

料貯蔵ラックを含む。） 

排ガス処理系（活性炭式希ガス

ホールドアップ装置） 

燃料プール（使用済燃料貯蔵ラ

ックを含む） 

新燃料貯蔵庫「臨界を防止する

機能」（新燃料貯蔵ラック） 

3）燃料を安全に

取り扱う機能 

燃料取扱設備 燃料取替機 

原子炉ウェル 

原子炉建物天井クレーン 

2）通常運転時及び

運転時の異常な過

渡変化時に作動を

要求されるもので

あって，その故障

により，炉心冷却

が損なわれる可能

性の高い構築物，

系統及び機器 

1）安全弁及び逃

がし弁の吹き止

まり機能 

逃がし安全弁（吹き止

まり機能に関連する部

分） 

逃がし安全弁（吹き止まり機能

に関連する部分） 

MS-2 1）PS-2 の構築物，

系統及び機器の損

傷又は故障により

敷地周辺公衆に与

える放射線の影響

を十分小さくする

ようにする構築

物，系統及び機器 

1）燃料プール水

の補給機能 

非常用補給水系 残留熱除去系（ポンプ，サプレ

ッション・プール，サプレッシ

ョン・プールから燃料プールま

での配管・弁，ポンプミニマム

フローライン配管・弁，サプレ

ッション・プールストレーナ） 

2）放射性物質放

出の防止機能 

放射性気体廃棄物処理

系の隔離弁，排気筒（非

常用ガス処理系排気管

の支持機能以外） 

排ガス処理系隔離弁 

排気筒（非常用ガス処理系排気

管の支持機能以外の部分） 

燃料プール冷却系の燃料プー

ル入口逆止弁 

 



 

12 条-別紙 1-2-7 

 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-2 1）PS-2 の構築物，

系統及び機器の損

傷又は故障により

敷地周辺公衆に与

える放射線の影響

を小さくするよう

にする構築物，系

統及び機器 

2）放射性物質放

出の防止機能 

燃料集合体落下事故時

放射能放出を低減する

系 

原子炉建物（原子炉建物原子炉

棟） 

（対象外） 

非常用ガス処理系（排気ファ

ン，フィルタ装置，原子炉建物

原子炉棟吸込口から排気筒頂

部までの配管・弁，乾燥装置（乾

燥機能部分））  

排気筒（非常用ガス処理系排気

管の支持機能） 

2）異常状態への対

応上特に重要な構

築物，系統及び機

器 

1）事故時のプラ

ント状態の把握

機能 

事故時監視計器の一部 中性子束，原子炉スクラム用電

磁接触器の状態又は制御棒位

置 

・事故時の原子炉の停止状態

の把握機能（№26） 

原子炉水位（広帯域，燃料域），

原子炉圧力 

・事故時の炉心冷却状態の把

握機能（№27） 

原子炉格納容器圧力，格納容器

エリア放射線量率，サプレッシ

ョン・プール水温 

・事故時の放射能閉じ込め状

態の把握機能（№28） 

「低温停止への移行」 

  原子炉圧力，原子炉水位

（広帯域） 

「ドライウェルスプレイ」 

  原子炉水位（広帯域，燃料

域），格納容器圧力 

「サプレッション・プール冷

却」 

  原子炉水位（広帯域，燃料

域），サプレッション・プ

ール水温 

「可燃性ガス濃度制御系起動」 

  原子炉格納容器水素濃度，

原子炉格納容器酸素濃度 

・事故時のプラント操作のた

めの情報の把握機能（№29） 

2）異常状態の緩

和機能 

BWR は対象外 － 

（対象外） 

3）制御室外から

の安全停止機能 

制御室外原子炉停止装

置（安全停止に関連す

るもの） 

中央制御室外原子炉停止系 

PS-3 1）異常状態の起因

事象となるもので

あって，PS-1 及び

PS-2 以外の構築

物，系統及び機器 

1）原子炉冷却材

保持機能（PS-1，

PS-2 以外のも

の） 

計装配管，試料採取管 原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリから

除外される

小 口 径 配

管・弁 

計装配管・弁 

試料採取系配

管・弁 

ドレン配管・弁 

ベント配管・弁 

2）原子炉冷却材

の循環機能 

原子炉冷却材再循環系 原子炉再循環系ポンプ 

配管・弁 

ライザ管（炉内） 

ジェットポンプ 

3）放射性物質の

貯蔵機能 

サプレッション・プー

ル水排水系，復水貯蔵

タンク，放射性廃棄物

処理施設（放射能イン

ベントリの小さいも

の） 

復水貯蔵タンク 

液体廃棄物処理系（タンク） 

固体廃棄物処理系（タンク，固

体廃棄物貯蔵所（ドラム缶）） 
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重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

PS-3 1）異常状態の起因

事象となるもので

あって，PS-1 及び

PS-2 以外の構築

物，系統及び機器 

4）電源供給機能

（ 非 常 用 を 除

く。） 

タービン，発電機及び

その励磁装置，復水系

（復水器を含む。），給

水系，循環水系，送電

線，変圧器，開閉所 

発電機及びその励磁装置 

（対象外） 

軸密封装置 

発電機水素ガス冷却装置 

固定子冷却装置 

励磁電源系 

蒸気タービン（主タービン，主

要弁，配管）  

主蒸気系（主蒸気/駆動源） 

タービン制御系 

タービングランド蒸気系  

タービン潤滑油系（配管・弁等） 

抽気系（配管・弁等）  

タービンヒータベント系（配

管・弁） 

タービンヒータドレン系（配

管・弁等） 

補助蒸気系 

復水系（復水器，復水ポンプ，

配管・弁） 

抽出空気系（配管・弁） 

給水系（電源駆動給水ポンプ，

タービン駆動給水ポンプ，給水

加熱器，配管・弁） 

循環水系（循環水ポンプ，配

管・弁） 

取水設備（屋外トレンチ含む） 

常用所内電源系（発電機又は外

部電源から所内負荷までの配

電設備及び電路（MS-1 関連以

外）） 

直流電源系（蓄電池，蓄電池か

ら常用負荷までの配電設備及

び電路（MS-1 関連以外）），充

電器 

計装制御電源系（電源装置から

常用計測制御装置までの配電

設備及び電路（MS-1関連以外）） 

送電線 

変圧器（所内変圧器，起動変圧

器，予備変圧器，電路） 

変圧器 
油劣化防止装置 

冷却装置 

開閉所（母線，遮断器，断路器，

電路） 

5）プラント計

測・制御機能（安

全保護機能を除

く。） 

原子炉制御系（制御棒

価値ミニマイザを含

む。），原子炉核計装，

原子炉プラントプロセ

ス計装 

原子炉制御系（制御棒価値ミニ

マイザを含む） 

原子炉核計装の一部  

原子炉プラントプロセス計装

の一部 
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重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

PS-3 1）異常状態の起因

事象となるもので

あって，PS-1 及び

PS-2 以外の構築

物，系統及び機器 

6）プラント運転

補助機能 

所内ボイラ，計装用圧

縮空気系 

補助ボイラ設備（補助ボイラ，

給水タンク，給水ポンプ，配

管・弁） 

（対象外） 

油系統（重油サービスタンク，

重油ポンプ，配管・弁） 

所内蒸気系（配管・弁） 

計装用圧縮空気設備（空気圧縮

機，配管・弁，中間冷却器，後

部冷却器，気水分離器，空気貯

槽） 

原子炉補機冷却水系（MS-1 関

連以外）（配管・弁） 

タービン補機冷却水系（ポン

プ，熱交換器，配管・弁，サー

ジタンク） 

タービン補機冷却海水系（ポン

プ，配管・弁，ストレーナ） 

復水輸送系（ポンプ，配管・弁） 

復水貯蔵タンク 

2）原子炉冷却材中

放射性物質濃度を

通常運転に支障の

ない程度に低く抑

える構築物，系統

及び機器 

1）核分裂生成物

の原子炉冷却材

中への放散防止

機能 

燃料被覆管 燃料被覆管，上／下部端栓，タ

イロッド 

2）原子炉冷却材

の浄化機能 

原子炉冷却材浄化系，

復水浄化系 

原子炉浄化系（再生熱交換器，

非再生熱交換器，ポンプ，ろ過

脱塩装置，配管・弁） 

復水浄化系（復水ろ過装置，復

水脱塩装置，配管・弁） 

MS-3 1）運転時の異常な

過渡変化があって

も，MS-1，MS-2 と

あいまって，事象

を緩和する構築

物，系統及び機器 

1）原子炉圧力の

上昇の緩和機能 

逃がし安全弁（逃がし

弁機能），タービンバイ

パス弁 

逃がし安全弁（逃がし弁機能） 

原子炉圧力容器から逃がし安

全弁までの主蒸気配管 

逃がし安全弁アキュムレータ，

逃がし安全弁アキュムレータ

から逃がし安全弁までの配

管・弁 

タービンバイパス弁 

原子炉圧力容器からタービン

バイパス弁までの主蒸気配管 

タービンバイパス弁アキュム

レータ，タービンバイパス弁ア

キュムレータからタービンバ

イパス弁までの配管・弁 

2）出力上昇の抑

制機能 

原子炉冷却材再循環系

（再循環ポンプトリッ

プ機能），制御棒引抜監

視装置 

原子炉再循環系（再循環ポンプ

トリップ機能） 

制御棒引抜監視装置 

3）原子炉冷却材

の補給機能 

制御棒駆動水圧系，原

子炉隔離時冷却系 

制御棒駆動水圧系（ポンプ，復

水貯蔵タンクから制御棒駆動

機構までの配管・弁，ポンプサ

クションフィルタ，ポンプミニ

マムフローライン配管・弁） 
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重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 重要度が特に高い安全機能 

MS-3 1）運転時の異常な

過渡変化があって

も，MS-1，MS-2 と

あいまって，事象

を緩和する構築

物，系統及び機器 

3）原子炉冷却材

の補給機能 

制御棒駆動水圧系，原

子炉隔離時冷却系 

復水貯蔵タンク 

（対象外） 

原子炉隔離時冷却系（ポンプ，

タービン，サプレッション・プ

ール，サプレッション・プール

から注水先までの配管・弁，ポ

ンプミニマムフローライン配

管・弁） 

タービンへの蒸気供給配管・ 

弁 

潤滑油冷却器及びその冷却器

までの冷却水供給配管 

2）異常状態への対

応上必要な構築

物，系統及び機器 

1）緊急時対策上

重要なもの及び

異常状態の把握

機能 

原子力発電所緊急時対

策所，試料採取系，通

信連絡設備，放射線監

視設備，事故時監視計

器の一部，消火系，安

全避難通路，非常用照

明 

緊急時対策所（緊急時対策所，

情報収集設備，通信連絡設備，

資料及び器材，遮蔽設備） 

試料採取系（異常時に必要な以

下の機能を有するもの。原子炉

冷却材放射性物質濃度サンプ

リング分析，格納容器雰囲気放

射性物質濃度サンプリング分

析） 

通信連絡設備（1つの専用回路

を含む複数の回路を有する通

信連絡設備） 

排気筒モニタ ・事故時のプラント操作のた

めの情報の把握機能（№29） 

放射能監視設備（排気筒モニタ

以外） 

（対象外） 

事故時監視計器の一部 

消火系 

水消火設備 

（補助消火水槽，サ

イトバンカ建物消火

タンク，44ｍ盤消火

タンク，45ｍ盤消火

タンク，50ｍ盤消火

タンク，ポンプ，配

管・弁等） 

泡消火設備 

固定式ガス消火設備 

火災検出装置（受信機含む） 

防火扉，防火ダンパ，耐火壁，

隔壁（消火設備の機能を維持・

担保するために必要なもの） 

安全避難通路 

安全避難用扉 

非常用照明 

※：間接関連系は，当該系の機能遂行に直接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載を省略。
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【補足】間接関連系について 

 

「別紙表 1-2-1 重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器

の抽出結果」においては，注記のとおり，間接関連系は当該系の機能遂行に直

接必要ない構築物，系統及び機器であるため，記載を省略している。 

間接関連系の確認にあたっては，当該系及び直接関連系と同様に「安全機能

を有する電気・機械装置の重要度分類指針」（JEAG4612-2010，社団法人日本電

気協会）及び「安全機能を有する計測制御装置の設計指針」（JEAG4611-2009，

社団法人日本電気協会）を参考として抽出しているが，ここではその妥当性を

示す。 

 

（１）間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が重要度の特に高い安全機能

を有する当該系の独立性を喪失させることがないかの確認[同一機能内での

区分分離の確認] 

 

間接関連系とは，当該系が安全機能を果たす上で必須ではないもの，若し

くは機能喪失時に当該系へ悪影響を与えるまでに時間余裕があり代替手段の

構築等で対応が可能なもの，と整理している。具体的には，以下のような関

連系が該当する。 

①当該系の安全機能要求以降に当該系の状態監視機能を有する関連系 

（例：監視系，記録計） 

②当該系に課せられた設計条件を担保する上で必要であるが，その関連系

の機能喪失の発生から当該系の機能喪失発生までには相当の時間余裕を

有し，その間に補修又は代替手段が可能な関連系 

（例：燃料プール冷却系（燃料プールの冷却機能を司る範囲）） 

③当該系の安全機能を果たした後の排気，排水等を処理する関連系 

（例：非常用所内電源系の排気配管） 

④当該系の性能向上や環境改善などに直接係わり，その機能喪失によって

も当該系の安全機能が確保し得るものであって，さらなる性能確保のた

めの関連系 

（例：原子炉隔離時冷却系タービン／ポンプ室空調機） 

⑤当該系の安全機能要求以前の信頼性維持に直接係わる関連系 

（例：テストライン） 

⑥当該系の安全機能要求以前の待機状態維持に直接係わる関連系 

（例：封水ライン） 

 

これら間接関連系のうち，重要度の特に高い安全機能を有する系統の間接

関連系と整理した具体的な構築物，系統及び機器は以下のとおりである。 
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重要度の特に高い安全機能 

を有する系統 

間接関連系 

（数字は前頁の①～⑥） 

ほう酸水注入系 ・ポンプテストライン配管，弁，タンク⑤ 

・電気ヒータ⑥ 

残留熱除去系 

（低圧注水モード含む） 

・封水ポンプ，封水ライン配管，弁⑥ 

・ポンプテストライン配管，弁⑤ 

・停止時冷却モード注入ライン試験可能逆

止弁試験装置⑤ 

・注水ライン試験可能逆止弁試験装置⑤ 

原子炉隔離時冷却系 ・ポンプテストライン配管，弁⑤ 

・注水ライン試験可能逆止弁試験装置⑤ 

・タービン軸封装置④ 

・タービン／ポンプ室空調機④ 

高圧炉心スプレイ系 ・ポンプテストライン配管，弁⑤ 

・注水ライン試験可能逆止弁試験装置⑤ 

・復水補給水系（封水機能）⑥ 

低圧炉心スプレイ系 ・封水ポンプ，封水ライン配管，弁⑥ 

・ポンプテストライン配管，弁⑤ 

・注水ライン試験可能逆止弁試験装置⑤ 

逃がし安全弁（手動逃がし機能），

自動減圧系（手動逃がし機能），自

動減圧系（逃がし安全弁） 

・高圧窒素ガス供給系⑥ 

原子炉格納容器隔離弁及び格納容

器バウンダリ配管 

・不活性ガス系⑥ 

※隔離弁操作用 

非常用ガス処理系 ・フィルタ装置スペースヒータ⑥ 

非常用所内電源系及び高圧炉心ス

プレイ電源系 

・始動用空気系（空気圧縮機～空気だめ）⑥ 

・排気配管③ 

原子炉補機冷却海水系 ・取水路スクリーン④ 

直流電源系 ・充電器⑥ 

・蓄電池室排気系⑥ 

 

これらの構築物，系統及び機器の故障によって当該系の独立性を喪失させ

ることがないことはすべて確認しており，間接関連系と整理したことは妥当

である。 

 

（２）間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が当該系とは異なる安全施設

の機能を阻害するような悪影響を与えることがないかの確認における整理

[異なる機能間での区分分離の確認] 
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各安全施設が間接関連系を含む他系統から悪影響を受けるか否かの確認に

おいては，安全重要度が低いクラスの系統や安全施設以外からの影響も見る

必要があり，影響を与える側から整理するよりも影響を受ける側から整理す

る方が妥当である。 

従って，影響を受ける側から見た場合に，耐震上の波及的影響を与えるも

のがないか，溢水源となるものがないか，火災源となるものがないか等，網

羅的に抽出して確認している。（各条文の適合性確認にて詳細は説明） 

このため，影響を与える側を間接関連系と整理するか否かは本確認行為に

おいては関係がない。 

 

 

上記（１），（２）から，間接関連系としての整理は妥当である。 

 

以上 
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別紙１－３ 
重要度の特に高い安全機能を有する系統・機器の抽出結果 

No. １ 

安全機能 原子炉の緊急停止機能 

系統・機器 制御棒及び制御棒駆動系〔137 個〕 

多重性又は 
多様性 

制御棒及び制御棒駆動水圧制御ユニットは137個設置しており，
全制御棒の反応度は，原子炉スクラムにより過渡状態を収束す
ることができる反応度に対して十分な余裕があり，原子炉の停
止に必要な制御棒の組み合わせは何通りも考えられるため，多
重性を有している。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な環境

条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作す
るよう設計している。 

 
（２）１つの制御棒駆動水圧制御ユニットは，１つの制御棒に

接続し，それぞれが系統分離されている。 
 
（３）制御棒駆動水圧制御ユニットは２箇所に分散配置してお

り，また，電源はそれぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱの異なる系統に接
続され，電源喪失時には制御棒が挿入されるフェイルセーフ
設計としている。 

 

（４）制御棒及び制御棒駆動系は，いずれも耐震Ｓクラス設備
として設計している。 

 
（５）溢水に対しては，機器の損傷が発生した場合でも制御棒

が緊急挿入され，機能喪失しないようフェイルセーフ設計と
している。 

 

（６）火災に対しては，機器の損傷が発生した場合でも制御棒
が緊急挿入され，機能喪失しないようフェイルセーフ設計と
している。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって制御棒及び制御棒駆
動系が同時に機能喪失することはないことから，独立性を有し
ている。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間はスクラム挿入時間（1.62 秒以内（75％ストローク））
（短期間） 

 
別紙図 1-3-1：制御棒駆動系 系統概要図 
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別紙図 1-3-1 制御棒駆動系 系統概要図 
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No. ２ 

安全機能 未臨界維持機能 

系統・機器 制御棒及び制御棒駆動系〔137 個〕 

ほう酸水注入系〔100％〕 

多重性又は 
多様性 

制御棒及び制御棒駆動系は，制御棒を炉心に挿入することによ
り，また，ほう酸水注入系は，炉心にほう酸水を注入すること
により，それぞれ炉心の未臨界を維持するものであり，多様性
を有している。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な環境
条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作す

るよう設計している。 
 
（２）制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注入系は系統が分離

されている。 
 
（３）ほう酸水注入系は，動的機器が多重化されており，電源

は，それぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱの異なる区分から供給すること
で，１系統の電源故障により両系統が機能喪失しないよう設
計されている。 

 
（４）制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注入系は，いずれも

耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 
（５）溢水に対しては，位置的分散により制御棒及び制御棒駆

動系とほう酸水注入系が同時に機能を喪失しない設計とす
る。 

 
（６）火災に対しては，制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注

入系が同時に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を
行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって制御棒及び制御棒駆

動系とほう酸水注入系が同時に機能喪失することはないことか
ら，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

制御棒及び制御棒駆動系の使用期間は，制御棒挿入後，その位
置を維持する時間となるため 24 時間以上（長期間） 
ほう酸水注入系の使用期間は，タンク内のほう酸水をすべて注
入するまでの約２時間（短期間） 

 
別紙図 1-3-1：制御棒駆動系 系統概要図 
別紙図 1-3-2：ほう酸水注入系 系統概要図  
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別紙図 1-3-2 ほう酸水注入系 系統概要図 
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No. ３ 

安全機能 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

系統・機器 逃がし安全弁（安全弁としての開機能）〔12 台〕 

多重性又は 
多様性 

逃がし安全弁は 12 台設置しており多重性を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁は，想定される最も過酷な環境条件である
原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計
している。 

 
（２）逃がし安全弁はそれぞれ系統分離されており，バネ式の

駆動機構も１台ずつ設置している。 
 
（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されている。 
 
（４）逃がし安全弁は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 
（５）溢水に対しては，溢水の影響を受けない静的機器である

ため，影響ない。 
 
（６）火災に対しては，逃がし安全弁を窒素充填された原子炉

格納容器内に設置し，機能喪失しない設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁が同時
に機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は，事故時等において逃がし安全弁の手動逃がし機構
等により原子炉の減圧を行うまでであり 24 時間未満（短期間） 

 
別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）系統概要図 
 



12 条-別紙 1-3-6 

 

 

別紙図 1-3-3 逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）系統概要図
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No. ４ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

系統・機器 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）又は自動減圧系（手動逃がし
機能）により原子炉からの発生蒸気をサプレッション・チェン
バのプール水中に逃がして，原子炉を減圧させるとともに，原
子炉隔離時冷却系〔100％〕又は高圧炉心スプレイ系〔100％〕
で原子炉水位を維持し，残留熱除去系（サプレッション・プー
ル水冷却モード）〔100％×２系統〕によりサプレッション・プ
ール水の冷却を行うことにより崩壊熱の除去を行う。なお，原

子炉隔離時冷却系により原子炉へ注水した場合，原子炉の圧力
が十分に下がった後には，注水手段を低圧炉心スプレイ系
〔100％〕又は残留熱除去系（低圧注水モード）〔100％×３系統〕
に切替る（これらの崩壊熱除去を，以下「フィードアンドブリ
ードによる除熱」という）。 

多重性又は 
多様性 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉からの崩壊
熱を直接除去するのに対し，フィードアンドブリードによる除
熱はサプレッション・チェンバのプール水を冷却することによ
り崩壊熱の除去を行うものであり，多様性を有している。 
なお，フィードアンドブリードによる除熱について，原子炉の
冷却について評価を行い，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプ

レイ系が自動起動することにより，燃料被覆管温度の最高温度
は初期値を上回ることなく，原子炉の水位が適切に維持される
ことを解析により確認している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件である
原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計
している。 

 
（２）崩壊熱の除去は残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

又は残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）
にて行う。これらはいずれも，残留熱除去系Ａ系又は残留熱
除去系Ｂ系の機能の一部であり，残留熱除去系Ａ系，残留熱

除去系Ｂ系は原子炉停止時冷却モードの一部，燃料プール冷
却系への接続配管及び残留熱代替除去系(重大事故等対処設
備)として使用する配管の一部（区分間のタイライン）を除
き系統分離が図られている。燃料プール冷却系への接続配管
及び残留熱代替除去系（重大事故等対処設備）として使用す
る配管の一部は，通常時，複数の止め弁（MS-1）で分離され
ている。また，フィードアンドブリードによる除熱における
原子炉への注水は，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ
系等により行うが，これらは残留熱除去系に対して系統が分
離されている。 

 

（３）残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）
はそれぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱから電源を供給しており，冷却水
についても主系統と同一区分から供給している。原子炉の減
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圧を行う逃がし安全弁（手動逃がし機能）の電源は，直流区
分Ⅰ，直流区分Ⅱに分離されており，自動減圧系（手動逃が
し機能）は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作さ
せることができる。原子炉への注水を行う系統は，原子炉隔
離時冷却系は直流区分Ⅱ，残留熱除去系（低圧注水モード）
Ａ系及び低圧炉心スプレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧
注水モード）Ｂ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系
は区分Ⅱ，高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電源が供給されて
いる。このように，１系統のサポート機能の故障が他のすべ
ての系統に影響を及ぼさない設計としている。 

 
（４）残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）とフィードア

ンドブリードによる除熱に期待する系統は，いずれも耐震
Ｓクラス設備として設計している。 

 
（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）とフィードアンドブリードによる除熱が同時に機能喪
失しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影
響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって残留熱除去系（原子
炉停止時冷却モード）とフィードアンドブリードによる除熱が
同時に機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-4：残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概要図 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

別紙図 1-3-6：残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）系統概要図 

別紙図 1-3-7：原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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別紙図 1-3-4 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概要図 

 

 
別紙図 1-3-5 残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 
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別紙図 1-3-6 残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）系統概要図 

 

 

別紙図 1-3-7 原子炉隔離時冷却系 系統概要図 
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別紙図 1-3-8 高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 

 

別紙図 1-3-9 低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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〔フィードアンドブリードによる除熱の成立性評価〕 

 

 原子炉への注水量，崩壊熱除去の観点から，フィードアンドブリードによる除

熱の成立性を評価する。 

原子炉圧力が低圧時のフィードアンドブリードによる除熱に期待する機能と電
源区分を別紙表 1-3-1 に示す。 

また，この「フィードアンドブリードによる除熱」の区分Ⅰ又は区分Ⅱにおけ

る系統概要図をそれぞれ別紙図 1-3-ａ，1-3-b に示す。 

 

 

別紙表 1-3-1 フィードアンドブリードによる除熱に期待する機能と電源区分 

 

区分Ⅰ 区分Ⅱ 系統図 

原子炉の

減圧 

・逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

〔区分Ⅰ〕 

・逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

〔区分Ⅱ〕 

別紙図 1-3-3 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

〔区分Ⅰ〕 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

〔区分Ⅱ〕 

原子炉へ

の注水 

・残留熱除去系（低圧注水モード） 

〔区分Ⅰ×１系統〕 

 

 

・低圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系（低圧注水モード） 

〔区分Ⅱ×２系統〕 

 

 

別紙図 1-3-5 

（残留熱除去系（低圧注水モ

ード）） 

 

別紙図 1-3-9 

（低圧炉心スプレイ系） 

崩壊熱の

除去 

・残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード） 

〔区分Ⅰ〕 

残留熱除去系（サプレッション・

プール水冷却モード） 

〔区分Ⅱ〕 

別紙図 1-3-6 

電源 

区分 

機能 
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別紙図１-3-a フィードアンドブリードによる除熱（区分Ⅰ）の系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-b フィードアンドブリードによる除熱（区分Ⅱ）の系統概要図 
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残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の使用時期について 

 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉停止後，復水器等で冷却

し，原子炉冷却材圧力・温度が下がったのちに炉心を冷却する機能である。 

本系統は，原子炉圧力 0.88MPa[gage]以下で使用するものであり，この時の

飽和温度は約 179℃である。定格運転時の原子炉圧力 6.93MPa[gage]に相当する

飽和温度は約 286℃であることから，原子炉停止後に最大温度変化率（55℃/h）

で冷却を行った場合を想定すると，最短で原子炉停止から約 1.9 時間後に原子

炉停止時冷却モードを使用する可能性がある。 

 

1． 原子炉への注水量について 

  原子炉水位が低下した場合，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系はそ

れぞれ原子炉水位レベル２，レベル１Ｈで自動起動する。ここでは，通常運転

時に原子炉の水位低下が厳しい事象である全給水喪失が発生し，原子炉隔離時

冷却系，高圧炉心スプレイ系が自動起動した場合の解析をそれぞれ実施した。

その結果を別紙図 1-3-c に示すが，炉心は冠水を維持するため，燃料被覆管温

度は上昇しない。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉停止から

約 1.9 時間後以降に使用する系統であり，この場合の水位低下は更に緩慢とな

るため，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系起動時に燃料が露出するこ

とはない。 

 また，原子炉停止後の崩壊熱の推移を別紙図 1-3-d に示すが，原子炉停止後

約 1.9 時間経過すると，崩壊熱は定格熱出力の 1.4％未満となるため，島根２

号炉の定格熱出力 2,436MW の 1.4％である 34.1MW の崩壊熱による蒸発量を補え

るだけの注水量があれば，冠水を維持することができる。保守的に，原子炉圧

力容器の最高使用圧力（8.62MPa[gage]）において，冷却材の蒸発潜熱のみに期

待した場合でも必要注水量は約 89m3/h であり，原子炉隔離時冷却系の注水流量

91 m3/h，高圧炉心スプレイ系の注水流量 1,050 m3/h は，これを上回る。 

 

2． 崩壊熱の除去について 

  残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）により，サプレッシ

ョン・プール水の除熱を行う場合，残留熱除去系の熱交換器による除熱量はサ

プレッション・プール水温に依存しており，水温が高くなるに従って除熱量も

大きくなる。このため，ある水温において除熱量が崩壊熱を上回ることが確認

されれば，それ以上の水温上昇は起こらない。 

 

 ここで，サプレッション・プール水温を 100℃とした場合，残留熱除去系熱

交換器による除熱量は約 29.8×106kcal/h（＝約 34.7MW）であり，定格熱出力の

1.4％に相当する 34.1MW の崩壊熱を上回る。 

 したがって，残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）による

除熱を行うことにより，サプレッション・プール水の温度は最高使用温度 104℃
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を上回ることはない。 

 

上記より，フィードアンドブリードにより除熱する場合の原子炉への注水量，

除去することができる崩壊熱量はそれぞれ必要量を満足するため，フィードアン

ドブリードによる除熱は成立する。 

 

 

 

（原子炉隔離時冷却系が自動起動した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高圧炉心スプレイ系が自動起動した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-c 全給水喪失時の原子炉水位 

 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 

有効燃料棒頂部 

有効燃料棒底部 
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別紙図 1-3-d 原子炉停止後の崩壊熱の推移 

（軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価に

用いる崩壊熱データについて（平成４年６月 11

日原子力安全委員会了承）抜粋，一部加筆） 
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No. ５ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の
注水機能 

系統・機器 原子炉隔離時冷却系〔100％〕 

高圧炉心スプレイ系〔100％〕 

多重性又は 
多様性 

原子炉隔離時冷却系は，タービン駆動のポンプにより原子炉へ
の注水を行う系統であり，一方，高圧炉心スプレイ系は電動の
ポンプにより注水を行う系統である。このように，動作原理が
異なるポンプにより原子炉への注水を行うことから，多様性を
有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は，想定さ
れる最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時に
おいて健全に動作するよう設計している。 

 
（２）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は系統が分

離されている。 
 
（３）原子炉隔離時冷却系の電源は直流区分Ⅱであり，一方，

高圧炉心スプレイ系の電源は区分Ⅲであり，冷却水について
は主系統と同一の区分から供給しているため，１系統のサポ
ート機能の喪失により両系統が機能喪失しないよう設計し

ている。 
 
（４）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は，いずれ

も耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 
（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。  
 
（６）火災に対しては，原子炉隔離時冷却系と高圧炉心スプレ

イ系が同時に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を
行うとともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉隔離時冷却系
と高圧炉心スプレイ系が同時に機能喪失することはないことか
ら，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は原子炉の減圧を行うまでであり24時間未満（短期間） 

 
別紙図 1-3-7：原子炉隔離時冷却系 系統概要図 
別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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No. ６ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の
圧力逃がし機能 

系統・機器 逃がし安全弁（手動逃がし機能）〔12 台〕 

自動減圧系（手動逃がし機能）〔６台〕 

多重性又は 
多様性 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）は 12 台，うち６台は自動減圧
系（手動逃がし機能）も有しており，多重性・多様性を有して
いる。 

独立性 （１）逃がし安全弁及び自動減圧系は，想定される最も過酷な
環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 
 
（２）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されている。 
 
（３）逃がし安全弁（手動逃がし機能）の電源は直流区分Ⅰ，

直流区分Ⅱに分離されており，自動減圧系（手動逃がし機能）
は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作させること
ができる。 

 
（４）逃がし安全弁（手動逃がし機能）及び自動減圧系（手動

逃がし機能）は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計し

ている。 
 
（５）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすることで機

能を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，逃がし安全弁（手動逃がし機能）及び

自動減圧系（手動逃がし機能）を窒素充填された原子炉格納
容器内に設置し，機能喪失しない設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁（手動
逃がし機能）と自動減圧系（手動逃がし機能）が同時に機能喪

失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は減圧状態維持のため 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）系統概要図 
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No. ７ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧
時における注水機能 

系統・機器 高圧炉心スプレイ系 

設計基準事故「原子炉冷却材喪失」においては，自動減圧系に
より原子炉を減圧し，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低
圧注水モード）〔３系統〕により原子炉への注水を行う。 

多重性又は 
多様性 

ＢＷＲでの事故後高圧時における炉心冷却は，高圧炉心スプレ
イ系と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却
系」にて行える設計としており，設計基準事故「原子炉冷却材

喪失」では高圧炉心スプレイ系の故障を仮定した評価を行い，
判断基準を満足して事象を収束することができることを確認し
ている（解析結果の概要を別紙表 1-3-2 に示す）。従って，高圧
炉心スプレイ系と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常
用炉心冷却系」による機能は同等であり，多様性を有している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件である
原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計
している。 

 
（２）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去

系（低圧注水モード）Ａ系，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｂ系，残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系はそれぞれ系統
が分離されている。なお，燃料プール冷却系への接続配管及
び残留熱代替除去系（重大事故等対処設備）として使用する
配管の一部（区分間のタイライン）は，通常時，複数の止め
弁（MS-1）で分離されている。 

 
（３）残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系と低圧炉心スプレ

イ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧注水モード）Ｂ系と残留
熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系は区分Ⅱ，高圧炉心スプレ
イ系は区分Ⅲの電源が供給されており，冷却水については主
系統と同一の区分から供給されていることから，１系統のサ

ポート機能の故障が他のすべての系統に影響を及ぼさない
よう設計されている。 

 
（４）高圧炉心スプレイ系と「自動減圧系による原子炉減圧及

び低圧非常用炉心冷却系」は，いずれも耐震Ｓクラス設備と
して設計している。 

 
（５）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されており，

自動減圧系は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作
させることができる。 

 
（６）溢水に対しては，位置的分散により複数系統すべてが同

時に機能を喪失しない設計とする。 
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（７）火災に対しては，高圧炉心スプレイ系と「自動減圧系に
よる原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却系」が同時に機能喪
失しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影響
軽減対策等を行う設計としている。 

 
 
上記より，共通要因又は従属要因によって高圧炉心スプレイ系
と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却系」
が同時に機能喪失することはないことから，独立性を有してい
る。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は原子炉の減圧を行うまでであり24時間未満（短期間） 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）系統概要図 
別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図  
別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 
別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
 
 

別紙表 1-3-2 原子炉冷却材喪失（中小破断事故）の解析結果 
 
〔ＭＯＸ燃料を装荷したサイクル以降〕 

 解析結果 

判断基準 ＭＯＸ燃料 ９×９燃料 
（Ａ型） 

９×９燃料 
（Ｂ型） 

燃料被覆管最高
温度 

約 526℃ 約 589℃ 約 595℃ 1200℃以下 

燃料被覆管の化
学量論的酸化量 

極めて小さい 同左 同左 15％以下 

炉心全体の水素
発生量 

無視し得る 
程度 

同左 同左 十分低い値であ
ること 

長期崩壊熱除去 非常用炉心
冷却系ポン
プ１台によ

り長期間の
崩壊熱除去
可能 

同左 同左 燃料の変形を考
慮しても，崩壊熱
の除去が長期間

にわたって可能
であること 
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No. ８ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧
時における注水機能 

系統・機器 低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（低圧注水モード）〔３系統〕 

高圧炉心スプレイ系 

多重性又は 
多様性 

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び高
圧炉心スプレイ系によって，多様性を有している。また，残留
熱除去系（低圧注水モード）は，３系統設置しており，多重性
を有している。 

 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件である
原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計
している。 

 
（２）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去

系（低圧注水モード）Ａ系，残留熱除去系（低圧注水モード）
Ｂ系，残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系はそれぞれ系統
が分離されている。なお，燃料プール冷却系への接続配管及
び残留熱代替除去系（重大事故等対処設備）として使用する
配管の一部（区分間のタイライン）は，通常時，複数の止め

弁（MS-1）で分離されている。 
 
（３）残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系と低圧炉心スプレ

イ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧注水モード）Ｂ系と残留
熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系は区分Ⅱ，高圧炉心スプレ
イ系は区分Ⅲの電源が供給されており，冷却水については主
系統と同一の区分から供給されていることから，１系統のサ
ポート機能の故障が他のすべての系統に影響を及ぼさない
よう設計されている。 

 
（４）低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）

及び高圧炉心スプレイ系は，いずれも耐震Ｓクラス設備と
して設計している。 

 
（５）溢水に対しては，位置的分散により複数系統すべてが同

時に機能を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低

圧注水モード）及び高圧炉心スプレイ系が同時に機能喪失し
ないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減
対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって低圧炉心スプレイ系，
残留熱除去系（低圧注水モード），高圧炉心スプレイ系が同時に
機能喪失することはないことから，独立性を有している。 
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長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 
 

 
別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 
別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 
別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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No. ９ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧
時における減圧系を作動させる機能 

系統・機器 自動減圧系〔６台〕 

多重性又は 
多様性 

自動減圧系は６台設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）自動減圧系は，想定される最も過酷な環境条件である原
子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計し
ている。 

 

（２）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されている。 
 
（３）自動減圧系は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電源で

動作させることができる。 
 
（４）自動減圧は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 
（５）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすることで機

能を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，自動減圧系を窒素充填された原子炉格

納容器内に設置し，機能喪失しない設計としている。 
 
上記より，共通要因又は従属要因によって自動減圧系が機能喪
失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は自動減圧系により原子炉の減圧を行うまでであり 24
時間未満（短期間） 

 
別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）系統概要図 
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No. １０ 

安全機能 格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰
囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

系統・機器 非常用ガス処理系〔100％×２系統〕 

多重性又は 
多様性 

非常用ガス処理系の動的機器は２重化しており，多重性を有し
ている。 
ただし，配管の一部は単一設計となっているため，要求事項に
対する基準適合性を確認する必要がある。 

独立性 （１）非常用ガス処理系は，想定される最も過酷な環境条件で
ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう

設計している。 
 
（２）非常用ガス処理系の動的機器等２重化している範囲は，

系統分離が図られている。 
   なお，前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置出口にタ

イラインがあるが，通常時，止め弁（MS-1）で分離している。 
 
（３）非常用ガス処理系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分Ⅱそ

れぞれから供給されており，１系統のサポート機能の故障に
より両系統が機能喪失しないよう設計されている。 

 

（４）非常用ガス処理系は，耐震Ｓクラス設備として設計して
いる。 

 
（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とするとと

もに，２系統の排気ファン及び前置，後置ガス処理装置間へ
の耐火壁及び感知設備・全域ガス消火設備を設置すること
で，機能喪失しないような設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用ガス処理系の
系統区分が異なる動的機器が同時に機能喪失することはないこ
とから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-10：非常用ガス処理系 系統概要図 
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別紙図 1-3-10 非常用ガス処理系 系統概要図 
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No. １１ 

安全機能 格納容器の冷却機能 

系統・機器 残留熱除去系（格納容器冷却モード）〔100％×２系統〕 

多重性又は 
多様性 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器は２重化して
おり，多重性を有している。 
ただし，格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレッション・チェン
バ側）は単一設計となっているため，要求事項に対する基準適
合性を確認する必要がある。 

独立性 （１）残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，想定される最
も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において

健全に動作するよう設計している。 
 
（２）残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器等２重

化している範囲は，系統分離が図られている。なお，燃料プ
ール冷却系への接続配管及び残留熱代替除去系（重大事故等
対処設備）として使用する配管の一部（区分間のタイライン）
は，通常時，複数の止め弁（MS-1）で分離されている。 

 
（３）残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器の電源

は区分Ⅰ，区分Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサ
ポート機能の故障により両系統が機能喪失しないよう設計

されている。 
 
（４）残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，耐震Ｓクラス

設備として設計している。 
 
（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 

 
（６）火災に対しては，残留熱除去系（格納容器冷却モード）

２系統が同時に機能喪失しないよう，隔離等による系統分離
を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって残留熱除去系（格納
容器冷却モード）の系統区分が異なる動的機器が同時に機能喪
失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-11：残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図 
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別紙図 1-3-11 残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図  
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No. １２ 

安全機能 格納容器内の可燃性ガス制御機能 

系統・機器 可燃性ガス濃度制御系〔100％×２系統〕 

多重性又は 
多様性 

可燃性ガス濃度制御系は２系統設置しており，多重性を有して
いる。 

独立性 （１）可燃性ガス濃度制御系は，想定される最も過酷な環境条
件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する
よう設計している。 

 
（２）可燃性ガス濃度制御系は２系統あり，系統分離が図られ

ている。 
 
（３）可燃性ガス濃度制御系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分

Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポート機能の故
障により両系統が機能喪失しないよう設計されている。 

 
（４）可燃性ガス濃度制御系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 
 
（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 

 
（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とするとと

もに，２系統のブロア，加熱器，再結合器，冷却器及びセ
パレータ間への耐火壁及び感知設備・全域ガス消火設備を
設置することで，機能喪失しないような設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって可燃性ガス濃度制御

系のすべての系統が同時に機能喪失することはないことから，
独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-12：可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 
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別紙図 13 可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 
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別紙図 1-3-12 可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 
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No. １３ 

安全機能 非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

系統・機器 非常用電源系（交流）〔３区分〕 

多重性又は 
多様性 

非常用電源系（交流）は３区分設置しており，多重性を有して
いる。 

独立性 （１）非常用電源系（交流）はいずれも二次格納施設外の環境
条件において，空調機によって温度管理された状態で健全に
動作するよう設計している。 

 
（２）非常用電源系（交流）の電路は，一方の電気系統に単一

故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統毎に分離
したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部を含む）を使用し
て敷設することにより，区分間は物理的に分離している。ま
た，異なる区分間を接続する電路には複数の遮断器を設置し
ており，電気事故が発生した場合でも確実に電気的な分離が
できるよう設計している。 

 
（３）非常用電源系（交流）は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 
 
（４）溢水に対しては，位置的分散により３区分が同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 
（５）火災に対しては，非常用電源系（交流）３区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うととも
に，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって非常用電源系（交流）

のすべての系統が同時に機能喪失することはないことから，独
立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-13：交流電源設備単線結線図 
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別紙図 1-3-13 交流電源設備単線結線図 
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No. １４ 

安全機能 非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

系統・機器 非常用電源系（直流） 

多重性又は 
多様性 

非常用電源系（直流）の直流電源系，中性子計装系はそれぞれ
〔３区分〕，〔２区分〕設置しており，それぞれ多重性を有して
いる。 

独立性 （１）非常用電源系（直流）はいずれも二次格納施設外の環境
条件において，空調機によって温度管理された状態で健全に
動作するよう設計している。 

 

（２）非常用電源系（直流）の電路は，一方の電気系統に単一
故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統毎に分離
したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部を含む）を使用し
て敷設することにより，区分間は物理的に分離している。 

 
（３）非常用電源系（直流）は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 
 
（４）溢水に対しては，位置的分散により,それぞれの複数区分

すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 
 

（５）火災に対しては，非常用電源系（直流）の直流電源系は
３区分，中性子計装系は２区分が同時に機能喪失しないよ
う，離隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減対策等
を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって非常用電源系（直流）
のすべての系統が同時に機能喪失することはないことから，独

立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-14：直流電源設備単線結線図 
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別紙図 1-3-14 直流電源設備単線結線図 



12 条-別紙 1-3-34 

 

No. １５ 

安全機能 非常用の交流電源機能 

系統・機器 ディーゼル発電設備〔３区分〕 

多重性又は 
多様性 

ディーゼル発電設備は非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉
心スプレイ系ディーゼル発電機１台の３区分設置している。ま
た，各々のディーゼル発電機には専用のサポート系（潤滑油系，
冷却水系及び燃料移送系）を設置しており，多重性を有してい
る。 

独立性 （１）ディーゼル発電設備はいずれも二次格納施設外の環境条
件において，送風機によって温度管理された状態で健全に動

作するよう設計している。 
 
（２）ディーゼル発電設備及び専用のサポート系は，系統分離

されている。 
 
（３）ディーゼル発電設備，サポート系は，区分毎に区画され

た箇所に分散配置している。また，燃料移送系のうち区分Ⅰ
及び区分Ⅲはタイラインで接続しているが，通常時タイライ
ンは複数の止め弁で分離している。 

 
（４）ディーゼル発電設備は，耐震Ｓクラス設備として設計し

ている。 
 
（５）各ディーゼル発電機は各々が接続する区分の直流電源設

備により発電を開始することができる。また，各々が接続す
る非常用高圧母線に交流電源を供給することで自らの区分の
サポート系を運転継続することが可能で，外部電源の喪失及
び他のディーゼル発電機の起動失敗による影響はない。 

 
（６）溢水に対しては，位置的分散により３区分が同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 

（７）火災に対しては，ディーゼル発電設備３区分が同時に機
能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，
影響軽減対策等を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によってすべてのディーゼル
発電設備が同時に機能喪失することはないことから，独立性を
有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-15：非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）系統概要図 
別紙図 1-3-16～17：非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 

別紙図 1-3-18：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（区分Ⅲ） 系統概要図
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別紙図 1-3-15 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系） 系統概要図 

 

 

別紙図 1-3-16 非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅰ） 系統概要図 
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別紙図 1-3-17 非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅱ） 系統概要図 

 
別紙図 1-3-18 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（区分Ⅲ） 系統概要図 
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No. １６ 

安全機能 非常用の直流電源機能 

系統・機器 直流電源設備 

多重性又は 
多様性 

直流電源設備の直流電源系，中性子計装系はそれぞれ〔３区分〕，
〔２区分〕設置しており，それぞれ多重性を有している。 

独立性 （１）直流電源設備はいずれも二次格納施設外の環境条件にお
いて，空調機によって温度管理された状態で健全に動作する
よう設計している。 

 
（２）直流電源設備は，系統分離されている。 

 
（３）直流電源設備は，区分毎に区画された箇所に分散配置し

ている。 
 
（４）各直流電源設備の蓄電池は，通常各々が接続する区分の

非常用低圧母線に接続する充電器により充電されており，交
流電源喪失時には各蓄電池によって各々の直流電源負荷に
電気を供給する。 

 
（５）直流電源設備は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 

（６）溢水に対しては，位置的分散により，それぞれの複数区
分すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 
（７）火災に対しては，直流電源設備の直流電源系は３区分，

中性子計装系は２区分が同時に機能喪失しないよう，離隔等
による系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計
としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によってすべての直流電源設
備が同時に機能喪失することはないことから，独立性を有して
いる。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-14：直流電源設備単線結線図 
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No. １７ 

安全機能 非常用の計測制御用直流電源機能 

系統・機器 計測制御用電源設備 

多重性又は 
多様性 

計測制御用電源設備の計装交流電源，原子炉保護系交流電源は
それぞれ〔３区分〕，〔２区分〕設置しており，それぞれ多重性
を有している。 

独立性 （１）計測制御用電源設備はいずれも二次格納施設外の環境条
件において，空調機によって温度管理された状態で健全に動
作するよう設計している。 

 

（２）計測制御用電源設備の電路は，一方の電気系統に単一故
障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統毎に分離し
たケーブル・トレイ及び電線管（貫通部を含む）を使用して
敷設することにより，区分間は物理的に分離している。 

 
（３）計測制御用電源設備は，耐震Ｓクラス設備として設計し

ている。 
 
（４）溢水に対しては，位置的分散により，それぞれの複数区

分すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 
 

（５）火災に対しては，計測制御用電源設備の計装交流電源は
３区分，原子炉保護系交流電源は２区分が同時に機能喪失し
ないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減
対策等を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によってすべての計測制御用
電源設備が同時に機能喪失することはないことから，独立性を

有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-19：計測制御用電源設備単線結線図 
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凡例 
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（区分Ⅰ） 

460V C/C 

（区分Ⅱ） 

460V C/C 

（区分Ⅲ） 
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タ 
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装
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装
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Ｂ 

一
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装
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源 

Ｒ
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Ｂ 
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般
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装
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源 

Ｃ
／
Ｂ
‐
Ａ 

一
般
計
装
電
源 

Ｃ
／
Ｂ
‐
Ｂ 

105V-Ａ 

原子炉保護系 

母線（区分Ⅰ） 

105V-Ｂ 

原子炉保護系 

母線（区分Ⅱ） 

105V- 

一般計装母線 

105V-Ａ計装用 

無停電母線 

105V-Ｂ計装用 

無停電母線 

105V- 

一般計装母線 

Ａ-105V 交流 

無停電電源装置 

（静止型） 

Ｂ-105V 交流 

無停電電源装置 

（静止型） 

※１ ※１ ※２ ※２ 

※３ 

計装用 

変圧器 

＜空調機＞ 

Ⅰ，Ⅱ区分の電気室の空調機は中央制御室換気系であり，Ⅰ，Ⅱ区分とⅢ区分で独立した電気室の空調機には，

それぞれの区分（中央制御室換気系（区分Ⅰ，Ⅱ），Ⅲ）に応じた電源及び冷却水を供給している。 

※１：同一設備の再掲 

※２：同一設備の再掲 

※３：電源切り替えにより区分Ⅰ又は区分Ⅱから受電可能 

 

別紙図 1-3-19 計測制御用電源設備単線結線図 
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No. １８ 

安全機能 補機冷却機能 

系統・機器 原子炉補機冷却系〔100％×３系統〕 

多重性又は 
多様性 

原子炉補機冷却系は３系統設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉補機冷却系は，二次格納施設外の環境条件におい
て，空調機によって温度管理された状態で健全に動作するよ
う設計している。 

 
（２）原子炉補機冷却系（区分Ⅰ）と原子炉補機冷却系（区分

Ⅱ）は，各区分内の配管は MS-1 であり信頼性が高く，電動
弁及び逆止弁により系統分離が図られている。通常時はこの
うちどちらかが運転しており，当該区分の非常用系機器及び
常用系機器の冷却を行うが，事故により原子炉水位低（レベ
ル１）等が発生した時には電動弁（MS-1）を閉止することに
より常用系の切り離しを行う。また，各区分のサージタンク
出口配管及び原子炉補機代替冷却系（重大事故等対処設備）
として使用する配管の一部（区分間のタイライン）は，通常
時，複数の止め弁（MS-1）で分離されている。なお，原子炉
補機冷却系（区分Ⅲ）は高圧炉心スプレイ系の運転に必要な
機器の冷却を行うためのものであり，原子炉補機冷却系（区

分Ⅰ），原子炉補機冷却系（区分Ⅱ）とは系統が分離されて
いる。 

 
（３）燃料プール冷却用として，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ）

と原子炉補機冷却系（区分Ⅱ）に接続配管が設置されている
が，燃料プール冷却系は通常運転時に対しては１系統で十分
な冷却能力を有しているため，接続配管の手動弁は閉運用と

し，施錠管理を行っている。定期検査での燃料取出時も，原
則，燃料プール冷却系と同区分の残留熱除去系を併用するこ
とにより燃料プールの冷却を行うこととしているが，残留熱
除去系の故障等により燃料プール冷却系を２系統運転する

ために接続配管の手動弁の開操作を行う場合には，他方の原
子炉補機冷却系と切り離した上で行う。 

 
（４）原子炉補機冷却系の電源はそれぞれ当該区分から供給し

ており，１系統の電源喪失により，他の区分が機能喪失する
ことはない。 

 
（５）原子炉補機冷却系は，耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。 
 
（６）溢水に対しては，位置的分散により３系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 

 
（７）火災に対しては，原子炉補機冷却系３区分が同時に機能
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喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影
響軽減対策等を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉補機冷却系の
すべての系統が同時に機能喪失することはないことから，独立
性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-20：原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 
別紙図 1-3-21：原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）系統概要図 

 

 

別紙図 1-3-20 原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ） 系統概要図 
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別紙図 1-3-21 原子炉補機冷却系（区分Ⅲ） 系統概要図 
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No. １９ 

安全機能 冷却用海水供給機能 

系統・機器 原子炉補機海水系〔100％×３系統〕 

多重性又は 
多様性 

原子炉補機海水系は３系統設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉補機海水系は，二次格納施設外の環境条件（想定
される自然現象※）において健全に動作するよう設計してい
る。 

  ※：洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響， 

生物学的事象，森林火災 

 
（２）原子炉補機海水系は系統分離が図られており，取水場所

も区分毎に分離されている。なお，原子炉補機海水系（区分
Ⅰ）と原子炉補機海水系（区分Ⅱ）のストレーナ出口配管及
び熱交換器出口配管にはタイラインがあるが，通常時，複数
の止め弁（MS-1）で分離されている。 

 
（３）原子炉補機海水系の電源はそれぞれ当該区分から供給し

ており，１系統の電源喪失により，他の区分が機能喪失する
ことはない。 

 

（４）原子炉補機海水系は，耐震Ｓクラス設備として設計して
いる。 

 
（５）溢水に対しては，位置的分散により３系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，原子炉補機海水系３区分が同時に機能

喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，影
響軽減対策等を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉補機海水系の

すべての系統が同時に機能喪失することはないことから，独立
性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-20：原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 
別紙図 1-3-21：原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）系統概要図 
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No. ２０ 

安全機能 原子炉制御室非常用換気空調機能 

系統・機器 中央制御室換気系 

多重性又は 
多様性 

中央制御室換気系の動的機器は２重化しており，多重性を有し
ている。 
ただし，フィルタ（非常用）及びダクトの一部は単一設計とな
っているため，要求事項に対する基準適合性を確認する必要が
ある。 

独立性 （１）中央制御室換気系は，二次格納施設外の環境条件におい
て，空調機によって温度管理された状態で健全に動作するよ

う設計している。 
 
（２）中央制御室換気系の動的機器がある２重化している範囲

は，系統分離が図られている。 
 
（３）中央制御室換気系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分Ⅱそ

れぞれから供給されており，１系統のサポート機能の故障に
より両系統が機能喪失しないようにされている。 

 
（４）中央制御室換気系は，耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。 

 
（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とするとと

もに，２系統のブースタ・ファン，再循環用ファン及びフィ
ルタ（常用）間への耐火壁及び感知設備・全域ガス消火設備

を設置することで，機能喪失しないような設計としている。 
 
上記より，共通要因又は従属要因によって中央制御室換気系の
系統区分の異なる動的機器が同時に機能喪失することはないこ

とから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-22：中央制御室換気系 系統概要図 
別紙図 1-3-22-1：中央制御室換気系 耐火壁設置例 
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別紙図 1-3-22  中央制御室換気系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-22-1  中央制御室換気系 耐火壁設置例 

 

 

 

 

 

耐火壁 

ブースタ・ファン 耐火壁 再循環用ファン，フィルタ（常用） 耐火壁 
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No. ２１ 

安全機能 圧縮空気供給機能 

系統・機器 逃がし安全弁〔12 台〕，自動減圧機能〔６台〕のアキュムレータ 

主蒸気隔離弁〔８台〕のアキュムレータ 

多重性又は 
多様性 

逃がし安全弁アキュムレータは逃がし安全弁12弁それぞれに設
置されており，また，うち６弁には自動減圧系アキュムレータ
も設置されている。このうち，１台のアキュムレータが機能喪
失した場合，当該逃がし安全弁は動作しないが，残りの逃がし
安全弁により原子炉は減圧できるため，多重性を有している。 
主蒸気隔離弁アキュムレータは８台あり，多重性を有している。

また，主蒸気隔離弁は駆動用窒素が喪失すれば閉止するフェイ
ルクローズ設計である。 

独立性 （１）逃がし安全弁，自動減圧機能，主蒸気隔離弁のアキュム
レータは，想定される最も過酷な環境条件である原子炉冷却
材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 
（２）逃がし安全弁，主蒸気隔離弁は４本の主蒸気管にそれぞ

れ設置されており，アキュムレータはそれぞれの弁に対して
設置されている。 

 
（３）逃がし安全弁，自動減圧機能及び主蒸気隔離弁のアキュ

ムレータは，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計してい
る。 

 
（４）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすることで機

能を喪失しない設計とする。 
 
（５）火災に対しては，逃がし安全弁のアキュムレータを窒素

充填された原子炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計
としている。また，主蒸気隔離弁は駆動用窒素が喪失した場
合でも閉止し，機能喪失しないようフェイルクローズ設計と
している。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁及び自
動減圧機能のアキュムレータ，主蒸気隔離弁のアキュムレータ
が同時に機能喪失することはないことから，独立性を有してい
る。 

長期間に 
わたる要求 

逃がし安全弁，自動減圧機能のアキュムレータ：使用期間は 24
時間以上（長期間） 
主蒸気隔離弁のアキュムレータ：主蒸気隔離弁が閉止するまで
であり 24 時間未満（短期間） 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）系統概要図 
別紙図 1-3-23：主蒸気系 系統概要図 
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別紙図 1-3-23 主蒸気系 系統概要図 
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No. ２２ 

安全機能 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

系統・機器 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 

多重性又は 
多様性 

原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，「実用発電用原子炉及
びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則 第
十七条」に適合する設計としており，多重性又は多様性を有し
ている。 

独立性 （１）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，想定される最も
過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健
全に動作するよう設計している。 

 
（２）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，それぞれの配管

に対して規則に基づく弁を設置している。 
 
（３）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，原則，２つの弁

について弁の駆動源を変える等により多様性を持たせてい
る。 

 
（４）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，耐震Ｓクラス設

備として設計している。 
 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２つの隔離弁が同時
に機能を喪失しない設計とする。 

 
（６）火災に対しては，それぞれの配管における原子炉冷却材

圧力バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失しないよう，離隔
等による系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う
設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉冷却材圧力バ
ウンダリ隔離弁が同時に機能喪失することはないことから，独
立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

隔離状態を維持するための使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 
別紙図 1-3-24：原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 概要図 
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別紙図 1-3-24 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 概要図 
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No. ２３ 

安全機能 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

系統・機器 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 

多重性又は 
多様性 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，「実用発電用原子炉及び
その附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 第三
十二条」に適合する設計としており，多重性又は多様性を有し
ている。 

独立性 （１）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，想定される最も過
酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全
に動作するよう設計している。 

 
（２）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，それぞれの配管に

対して規則に基づく弁を設置している。 
 
（３）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁を２弁構成とする場合

には，原則，２つの弁について弁の駆動源を変える等により
多様性を持たせている。 

 
（４）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，耐震Ｓクラス設備

として設計している。 
 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２つの隔離弁が同時
に機能を喪失しない設計とする。 

 
（６）火災に対しては，原子炉格納容器バウンダリ隔離弁が同

時に機能喪失しないよう離隔等による系統分離やフェイル
セーフ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉格納容器バウ
ンダリ隔離弁が同時に機能喪失することはないことから，独立
性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

隔離状態を維持するための使用期間は 24 時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-25：原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 概要図 
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別紙図 1-3-25 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 概要図 
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No. ２４ 

安全機能 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるもの
を除く）の発生機能 

系統・機器 原子炉保護系 

多重性又は 
多様性 

原子炉保護系は，２つの独立したトリップ系より構成されてお
り，各トリップ系は２つの検出器から得られた信号を用い，ト
リップ論理回路（１out of２）を通じて作動信号を発生させて
おり，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉保護系は，想定される最も過酷な環境条件である
原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計

している。 
 
（２）原子炉保護系は，その系を構成する検出器，計器ラック，

ケーブル，ケーブル・トレイ及び電線管についてチャンネル
相互を物理的に分離し，計測制御系からも分離することによ
り独立性を持たせている。 

具体的には以下に示す。 
・安全保護系に関連する動力回路，制御回路及び計装回路の

電路は，一方の電気系統に単一故障が発生しても他の回路
に波及しないよう，系統ごとに分離したケーブル・トレイ
及び電線管（貫通部含む）を使用して布設している。原子

炉格納容器を貫通する計測配管は，物理的に独立した貫通
部を有する２系統を設けている。 

・検出器からのケーブル，電源ケーブルは独立に各盤に導き，
論理回路は盤内で独立して設け，各盤は，物理的に分離し
配置している。 

・電源はチャンネル毎に分離された無停電電源より供給し，
独立性を確保している。 

 
（３）原子炉保護系は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 
（４）溢水に対しては，機器をフェイルセーフ仕様にすること

で機能を喪失しない設計とする。 
 
（５）火災に対しては，機器の損傷が発生した場合でも作動信

号を発生させ，機能喪失しないようフェイルセーフ設計とし
ている。また，同時に機能喪失しないよう，離隔等による系
統分離を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉保護系が機能
喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間はスクラムタイミングのみ（短期間） 

別紙図 1-3-26：原子炉保護系作動信号 概要図 
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別紙図 1-3-26 原子炉保護系作動信号 概要図 
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No. ２５ 

安全機能 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作動信
号の発生機能 

系統・機器 工学的安全施設作動系 

多重性又は 
多様性 

工学的安全施設作動系は，各区分において複数の検出器から得
られた信号を用い，論理回路を通じて作動信号を発生させてお
り，多重性を有している。  

独立性 （１）工学的安全施設作動系は，想定される最も過酷な環境条
件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する
よう設計している。 

 
（２）工学的安全施設作動系は，その系を構成する検出器，計

器ラック，ケーブル，ケーブル・トレイ及び電線管について
チャンネル相互を物理的に分離し，また，計測制御系からも
分離することにより独立性を持たせている。具体的には以下
に示す。 
 

・工学的安全施設作動系に関連する動力回路，制御回路及び計
装回路のケーブルは，一方の電気系統に単一故障が発生して
も他の回路に波及しないよう，系統ごとに分離したケーブ
ル・トレイ及び電線管（貫通部含む）を使用して布設してい

る。原子炉格納容器を貫通する計測配管は，物理的に独立し
た貫通部を有する２系統を設けている。 

・検出器からのケーブル，電源ケーブルは独立に各盤に導き，
論理回路は盤内で独立して設け，各盤は，物理的に分離し配
置している。 

・電源はチャンネル毎に分離された無停電電源より供給し，独
立性を確保している。 

 
（３）工学的安全施設作動系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 
 

（４）溢水に対しては，位置的分散により各区分が同時に機能
を喪失しない設計とする。 

 
（５）火災に対しては，同時に機能喪失しないよう，離隔等に

よる系統分離を行う設計としている。なお，主蒸気隔離弁は，
機器の損傷が発生した場合でも作動信号を発生させ，機能喪
失しないようフェイルセーフ設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって工学的安全施設作動
系が機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

別紙図1-3-27：工学的安全施設作動信号（非常用炉心冷却系作動＜LPCS/LPCI＞）概要    

        図 
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別紙図1-3-28：工学的安全施設作動信号（高圧炉心スプレイ及び高圧炉心スプレイ 

ディーゼル発電機起動）概要図 

別紙図1-3-29：工学的安全施設作動信号（自動減圧系）概要図 

別紙図1-3-30：工学的安全施設作動信号（主蒸気隔離弁閉止）概要図 

別紙図1-3-31：工学的安全施設作動信号（原子炉格納容器隔離弁閉止）概要図 

別紙図1-3-32：工学的安全施設作動信号（Ａ-非常用ガス処理系起動）概要図 

別紙図1-3-33：工学的安全施設作動信号（Ｂ-非常用ガス処理系起動）概要図 

別紙図1-3-34：工学的安全施設作動信号（２Ａ非常用ディーゼル発電機）概要図 

別紙図1-3-35：工学的安全施設作動信号（２Ｂ非常用ディーゼル発電機）概要図 
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別紙図 1-3-27 工学的安全施設作動信号（非常用炉心冷却系作動＜LPCS/LPCI＞）   

概要図 

 

別紙図1-3-28 工学的安全施設作動信号（高圧炉心スプレイ及び高圧炉心スプレイ 

ディーゼル発電機起動）概要図 
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別紙図1-3-29 工学的安全施設作動信号（自動減圧系）概要図 

 

別紙図1-3-30 工学的安全施設作動信号（主蒸気隔離弁閉止）概要図 
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別紙図1-3-31 工学的安全施設作動信号（原子炉格納容器隔離弁閉止）概要図 

 

 

別紙図1-3-32 工学的安全施設作動信号（Ａ-非常用ガス処理系起動）概要図 
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別紙図1-3-33 工学的安全施設作動信号（Ｂ-非常用ガス処理系起動）概要図 

 

 

 

別紙図1-3-34 工学的安全施設作動信号（２Ａ非常用ディーゼル発電機）概要図 
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別紙図1-3-35 工学的安全施設作動信号（２Ｂ非常用ディーゼル発電機）概要図 
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No. ２６ 

安全機能 事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

系統・機器 中性子束，原子炉スクラム用電磁接触器の状態又は制御棒位置 

多重性又は 
多様性 

中性子源領域計装（SRM）は２区分設置しており，多重性を有し
ている。 
原子炉スクラム用電磁接触器の状態と制御棒位置によって，多
様性を有している。 

独立性 各回路，機器は，想定される最も過酷な環境条件である原子炉
冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 
 

＜中性子束（中性子源領域計装（ＳＲＭ））＞ 
（１） 中性子源領域計装（ＳＲＭ）は，専用電線管にてケーブ

ルを敷設しており，すべてが監視不能とならないようチ
ャンネル相互を物理的に分離して配置している。 
 

（２） 中性子源領域計装（ＳＲＭ）の電源は，それぞれ区分Ⅰ，
区分Ⅱから供給しており１系統の故障が他の系統に影響
を及ぼさないよう設計している。 

 
（３）中性子源領域計装（ＳＲＭ）は，耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。 

 
（４）溢水に対しては，位置的分散により２区分が同時に機能

を喪失しない設計としている。 

 

（５）火災に対しては，同時に機能喪失しないよう，離隔等に
よる系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計
としている。 

 
上記より中性子源領域計装（ＳＲＭ）は同時に機能喪失するこ
とはないことから，独立性を有している。 

 

＜原子炉スクラム用電磁接触器の状態，制御棒位置＞ 
（１）原子炉スクラム用電磁接触器の状態を監視する機器及び

制御棒位置監視機器は，それぞれ異なる盤に設置してお
り，それぞれ分離して配置している。また，電源につい
ても，それぞれ異なる区分から供給しており，独立性を
有している。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉スクラム用電
磁接触器の状態及び制御棒位置が同時に機能喪失することはな
いことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-36：中性子源領域計装（ＳＲＭ）概要図 

別紙図 1-3-37：原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位置 概要図 
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別紙図 1-3-36 中性子源領域計装（ＳＲＭ）概要図 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-37 原子炉スクラム用電磁接触器の状態及び制御棒位置 概要図 
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No. ２７ 

安全機能 事故時の炉心冷却状態の把握機能 

系統・機器 原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力 

多重性又は 
多様性 

原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力は，それぞれ２
区分設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件である原子炉
冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計してい
る。 

 
（２）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力の検出器

は，原子炉建物の約 180°に２分割されたエリアに配置して
おり，独立性を有している。 

 
（３）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力のケーブ

ル，ケーブル・トレイ，電源盤は，検出器同様に分離して配
置しているため，独立性を有している。 

 
（４）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原子炉圧力は，いず

れも耐震Ｓクラス設備として設計している。 
 
（５）溢水に対しては，位置的分散により複数区分すべてが同

時に機能を喪失しない設計とする。 
 
（６）火災に対しては，原子炉水位（広帯域，燃料域）及び原

子炉圧力がそれぞれ複数区分同時に機能喪失しないよう，離
隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う
設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって各計装が同時に機能
喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-38：計装系（原子炉圧力容器関連）概要図 
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別紙図 1-3-38 計装系（原子炉圧力容器関連）概要図 
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No. ２８ 

安全機能 事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

系統・機器 原子炉格納容器圧力，格納容器エリア放射線量率及びサプレッ
ション・プール水温 

多重性又は 
多様性 

原子炉格納容器圧力，格納容器エリア放射線量率及びサプレッ
ション・プール水温は，それぞれ２区分設置しており，多重性
を有している。 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件である原子炉
冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計してい

る。 
 
（２）原子炉格納容器圧力及び格納容器エリア放射線量率の検

出器は，原子炉建物の約 180°に２分割されたエリアに配置
しているため，独立性を有している。 

 
（３）サプレッション・プール水温の検出器は，サプレッショ

ン・チェンバ内で２分割に配置し，専用電路にて分離されて
いる。 

 
（４）各計装のケーブル，ケーブル・トレイ，電源盤は検出器

同様に２分割している。 
 
（５）原子炉格納容器圧力，格納容器エリア放射線量率及びサ

プレッション・プール水温は，いずれも耐震Ｓクラス設備と
して設計している。 

 
（６）溢水に対しては，位置的分散により複数区分が同時に機

能を喪失しない設計とする。 
 
（７）火災に対しては，原子炉格納容器圧力及びサプレッショ

ン・プール水温がそれぞれ複数区分同時に機能喪失しないよ

う，離隔等による系統分離や影響軽減対策等を行う設計とし
ている。格納容器エリア放射線量率については，離隔等によ
る系統分離を行う設計としている。 

 
上記より，共通要因又は従属要因によって各計装が同時に機能
喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

使用期間は 24 時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-39：計装系（原子炉格納容器関連）概要図 

別紙図 1-3-40：格納容器エリア放射線量率 概要図 
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別紙図 1-3-39 計装系（原子炉格納容器関連）概要図 

 

 

別紙図 1-3-40 格納容器エリア放射線量率 概要図 
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No. ２９ 

安全機能 事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

系統・機器 （低温停止への移行） 
・原子炉圧力及び原子炉水位（広帯域） 

（ドライウェルスプレイ） 
・原子炉水位（広帯域，燃料域）及び格納容器圧力 

（サプレッション・プール冷却） 
・原子炉水位（広帯域，燃料域）及びサプレッション・プール水温 

（可燃性ガス濃度制御系起動） 
・原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度 

（異常状態の把握機能） 
・排気筒モニタ 

多重性又は 
多様性 

（低温停止への移行） 
・原子炉圧力及び原子炉水位（広帯域）は，それぞれ２区分設置して

おり，多重性を有している。 
（ドライウェルスプレイ） 

・原子炉水位（広帯域，燃料域）及び格納容器圧力は，それぞれ２区
分設置しており，多重性を有している。 

（サプレッション・プール冷却） 
・原子炉水位（広帯域，燃料域）及びサプレッション・プール水温は，

それぞれ２区分設置しており，多重性を有している。 

（可燃性ガス濃度制御系起動） 
・原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度は，それぞれ

２区分設置しており，多重性を有している。 
（異常状態の把握機能） 
・排気筒モニタ検出器等は，２区分設置しており，多重性を有してい
る。 

静的機器（配管）の一部に単一設計箇所があるが，本機能の要求期
間は短期間であることから，想定される単一故障を仮定しても所
定の安全機能を達成できる。 

 

独立性 （１）各計装は，想定される最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪
失事故時（排気筒モニタについては，放射性気体廃棄物処理施設の

破損時に想定される状態）において健全に動作するよう設計してい
る。 

   
（２）原子炉水位（広帯域，燃料域）及び格納容器圧力の検出器は，原

子炉建物の約 180°に２分割されたエリアに配置している。 
 
（３）サプレッション・プール水温の検出器は，サプレッション・チェ

ンバ内で２分割に配置し，専用電路にて分離されている。 
 
（４）原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格納容器酸素濃度は，原子炉

建物を２分割したエリア配置し，サンプリング配管，検出器，分析

計，制御盤は，位置的分離等により系統分離されている。 
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（５）各計装のケーブル，電源盤は，検出器同様に分離されている。 
 
（６）原子炉圧力，原子炉水位（広帯域，燃料域），格納容器圧力，サ

プレッション・プール水温，原子炉格納容器水素濃度及び原子炉格
納容器酸素濃度は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計してい
る。排気筒モニタは，それぞれ個別のラックに配置し系統分離され
ており，指示計については同一盤内に設置されているが，必要な離
隔を行っている。 

 
（７）溢水に対しては，位置的分散により複数区分すべてが同時に機能

を喪失しない設計とする。 
 

（８）火災に対しては，それぞれ複数区分同時に機能喪失しないよう，
離隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計
としている。 
 

上記より，共通要因又は従属要因によって各計装が同時に機能喪失する
ことはないことから，独立性を有している。 

長期間に 
わたる要求 

排気筒モニタを除く各計装の使用期間は 24 時間以上（長期間） 
排気筒モニタの使用期間は，事故を検知するまでの約 30 分以内（短期
間） 

別紙図 1-3-38：計装系（原子炉圧力容器関連）概要図 

別紙図 1-3-39：計装系（原子炉格納容器関連）概要図 

別紙図 1-3-41：排気筒モニタ 概要図 

別紙図 1-3-42：原子炉格納容器水素／酸素濃度 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 条-別紙 1-3-69 

 
別紙図 1-3-41 排気筒モニタ 概要図 

 

 

 
別紙図 1-3-42 原子炉格納容器水素濃度／酸素濃度 概要図 
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【補足】区分分離について 

 

１．はじめに 

本資料では，島根原子力発電所２号機の安全施設に係る区分分離全体の基本原

則について以下のとおり整理した。 

 

２. 区分分離の種類 

設置許可基準規則第12 条に基づく区分分離には， 

（Ａ）多重性又は多様性を確保するために設置した同一の機能を有する安全施

設との間において，「単一故障（従属要因による多重故障含む）※１」

が発生した場合であっても機能できるよう「独立性」を確保 

【設置許可基準規則第12 条第２項】 

（Ｂ）他の安全施設との間，または非安全施設との間において，「その一方の

運転又は故障等」により安全機能が阻害されないように「機能的隔離及

び物理的分離」を実施 

【設置許可基準規則第12 条第１項及び重要度分類指針】 

の２種類がある。 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統においては（Ａ）（Ｂ）の両方を満足

する必要があり，その他の安全施設においては（Ｂ）を満足する必要がある。こ

の概念図を図１に示す。 

 

図１ 区分分離の概念図 

 

ここで，（Ａ）については，当該系（重要度の特に高い安全機能を有する系統）

のみならず，直接関連系も対象となる。間接関連系については（Ａ）を満足する

必要はないが，共通要因又は従属要因とならないことが必要となる。 

 

また，（Ｂ）については，安全施設全てを対象としているが，「同位ないし上
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位の重要度を有する他方に期待される安全機能が阻害され、もって原子炉施設の

安全が損なわれることのないように」することが目的である。 

この目的を踏まえると，安全施設のうち，クラス３（ＰＳ-３，ＭＳ-３）の系

統については，影響を与えられる側の系統として見たときには，当該安全機能が

阻害された場合においても代替性や復旧性を考慮すると原子炉施設の安全が損な

われることはない，と評価できる。 

従って，以降，クラス３の系統については影響を与えられる側の系統としては

省略する。 

なお，島根原子力発電所２号機においては，これらの区分分離の他に，設置許

可基準規則第８条（火災による損傷の防止）※２や同第９条（溢水による損傷の防

止等）に基づく区分分離も実施している。 

※１例えば，非常用ディーゼル発電設備Ａ系故障により確実に発生する非常用炉

心冷却系Ａ系全ての故障を指す。設計基準事故解析においては，このような故

障も考慮して，最も厳しくなる単一故障を仮定している。なお，安全機能（例：

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧時における注

水機能）別に見れば，単一故障によって複数系統が同時に機能喪失することは

ない。 

※２火災に対する分離については，設置許可基準規則第12条に基づく分離と第８

条に基づく分離で以下のような違いがある。 

 

（Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保）【第12条】 

火災によっても他区分の設備が損傷しないよう，火災の影響を受ける可能

性のある機器について，IEEE384-1992（IEEE Standard Criteria for 

Independence of Class 1E Equipment and Circuits）に基づく離隔距離

の確保，又は耐火障壁の設置により，同一機能内での区分分離を行う。 

（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離） 

【第12条】 

火災によっても他機能の安全設備の機能を確保するよう，火災の影響を受け

る可能性のある機器について，IEEE384-1992（IEEE Standard Criteria for 

Independence of Class 1E Equipment and Circuits）に基づく離隔距離の

確保，又は耐火障壁の設置により，異なる機能間での区分分離を行う。 

（Ｃ）区域又は区画内の安全機能が全喪失することを仮定した区分分離（３時間

耐火障壁による物理的分離）【第８条】 

上記（Ａ）（Ｂ）の区分分離に加え，原子炉の高温停止及び低温停止に係る

安全機能を有する機器については，保守的に，火災により当該機器を設置す

る区域又は区画内の安全機能が全喪失することを仮定しても，少なくとも１ 

区分以上の原子炉の高温停止及び冷温停止機能が確保されるように，３時間

耐火能力を有する耐火障壁等の設置により，原則として，安全系区分Ⅰ・Ⅱ

間での区分分離を行う。 
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３. 区分分離によって確保すべき安全機能の容量 

２.で示した２種類の区分分離において，確保すべき安全機能の容量は以下の通

りとなる。 

（Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保）の場合 

共通要因又は従属要因によって，２以上の系列が同時に機能を損なわない

設計が必要であるため，同一機能内での分離を脅かすエネルギーを有する

事象が発生した場合にも，当該機能が100％容量以上を維持できれば良い。 

（Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離）の場合 

１つの系統の運転又は故障等で他の機能を有する系統の“期待される安全

機能”を損なわない設計が必要であり，“期待される安全機能”とは当該

機能の100％容量，と整理できるため，異なる機能間での分離を脅かすエ

ネルギーを有する事象が発生した場合にも，各機能で100％容量以上が維

持できれば良い。※３ 

すなわち，（Ａ）（Ｂ）いずれも各機能で100％容量以上が維持できれば

良い，ということになる。 

 

※３新規制基準においては，火災/溢水により原子炉に外乱が及び，かつ，安全

保護系，原子炉停止系の作動を要求される場合には，その影響（火災/溢水）

を考慮し，安全評価指針に基づき安全解析を行う必要がある，とされているこ

とを踏まえ，分離を脅かす事象によって引き起こされるプラント状態を考慮し

て維持する容量を決定する必要がある。 

 

４. 区分分離の設計方針 

３.で示した同一機能内又は異なる機能間での分離を脅かすエネルギーは以下

の通りとなる。 

［プラント内部で発生するエネルギー］ 

・環境条件 

・火災 

・溢水 

・内的エネルギー（配管内のエネルギー，回転機器の回転エネルギー） 

［プラント外部で発生するエネルギー］ 

・地震 

・津波 

・その他自然現象，人為事象（偶発的） 

 

これらのエネルギーを想定した分離設計の考え方について，分離方法毎に整理

した結果を表１に示す。
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表
１
 
区
分
分
離
の
設
計
方
針

 

分
離
方
法

 
想
定
事
象
 

機
器
 

分
離
手
段
 

設
計
方
針
 

距
離
 
障
壁
 

物
理
的
分
離

 

内
的
エ
ネ
ル
ギ

ー
 

配
管
の
損
傷
に
お
い
て
影
響
が
あ
る
機
器

 

○
 

―
 

（
格
納
容
器
内
）
 

・
パ
イ
プ
ホ
イ
ッ
プ
評
価
を
行
い
，
配
管
の
破
断
に
よ
り
安
全
機
能
が
損
な
わ
れ
な
い
よ
う
な
配
置
設
計
（
必
要
に
応
じ
て

パ
イ
プ
ホ
イ
ッ
プ
レ
ス
ト
レ
イ
ン
ト
を
設
置
）
と
す
る
。
 

○
 

○
 

（
格
納
容
器
外
）
 

・
系
統
区
分
を
考
慮
し
た
配
置
と
し
，
安
全
上
重
要
な
系
統
及
び
機
器
に
つ
い
て
は
，
原
則
，
各
区
分
ご
と
に
障
壁
に
よ
る

分
離
配
置
を
行
い
，
配
管
の
破
断
配
管
と
分
離
す
る
設
計
と
す
る
。

 

回
転

機
器

の
損

傷
に

お
い

て
影

響
が

あ
る

機
器
 

○
 

○
 

（
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
）

 

・「
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
に
つ
い
て
」（

昭
和

52
年
７
月

20
日
原
子
力
委
員
会
原
子
炉
安
全
専
門
審
査
会
）
に
基
づ
き

タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
評
価
を
行
い
，
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
落
下
確
率
が

10
-
7 ／

年
以
下
で
あ
る
よ
う
に
配
置
上
の
考
慮

を
行
う
。
 

・
タ
ー
ビ
ン
ミ
サ
イ
ル
が
貫
通
し
な
い
障
壁
を
設
け
る
設
計
と
す
る
。
 

○
 

○
 

（
そ
の
他
ポ
ン
プ
，
モ
ー
タ
等
の
イ
ン
タ
ー
ナ
ル
ミ
サ
イ
ル
）

 

・
ポ
ン
プ
，
モ
ー
タ
，
タ
ー
ビ
ン
（

RC
IC

系
，
給
水
系
）
な
ど
の
異
常
に
よ
り
ミ
サ
イ
ル
が
発
生
す
る
確
率
が

10
-7
／
年
以

下
で
あ
る
こ
と
。
 

・
上
記
が
不
可
能
な
場
合
に
は
，
安
全
上
重
要
な
系
統
，
機
器
へ
の
ミ
サ
イ
ル
落
下
確
率
（
破
損
に
至
ら
し
め
る
確
率
）
が

10
-
7 ／

年
以
下
で
あ
る
こ
と
。

 

・
上
記
が
不
可
能
な
場
合
に
は
，
離
隔
壁
を
追
加
す
る
こ
と
。

 

火
災
 

火
災

に
お

い
て

影
響

が
あ

る

機
器
 

ケ
ー
ブ
ル
 

○
 

―
 

・
IE
EE
 S
td
38
4-
19
92
（
IE
EE
 S
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nd
ar
d 
Cr
it
er
ia
 f
or
 I
nd
ep
en
de
nc
e 
of
 C
la
ss
 1
E 
Eq
ui
pm
en
t 
an

d 
Ci
rc
ui
ts
）

に
基
づ
く
離
隔
距
離
に
よ
り
分
離
す
る
設
計
と
す
る
。

 

・
耐
火
障
壁
等
に
よ
り
分
離
す
る
設
計
と
す
る

 

補
機
 

○
 

○
 

盤
・

ラ
ッ

ク
 

○
 

○
 

そ
の
他

 

（
想
定
事
象

に
対
す
る
頑

健
性
の
確

保
）

 

環
境
条
件
 

各
機
器
は
想
定
さ
れ
る
環
境
条
件
に
耐
え
う
る
設
計
と
す
る
。

 

溢
水

※
 

溢
水
の
発
生
要
因
（
想
定
破
損
，
消
火
等
，
地
震
起
因
）
な
ら
び
に
溢
水
影
響
モ
ー
ド
（
没
水
，
被
水
，
蒸
気
曝
露
）
そ
れ

ぞ
れ
に
対
し
，『

溢
水
の
発
生
防
止
』，
『
溢
水
の
拡
大
防
止
』，
『
溢
水
の
影
響
防
止
』
の

3
方
策
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
る

こ
と
に
よ
り
，
複
数
の
安
全
区
分
が
同
時
に
機
能
喪
失
し
な
い
よ
う
設
計
す
る
。

 

地
震
 

耐
震
重
要
施
設
は
基
準
地
震
動
に
対
し
て
そ
の
機
能
を
損
な
わ
な
い
設
計
と
す
る
。

 

津
波

※
 

設
計
基
準
津
波
が
各
機
器
に
到
達
し
な
い
よ
う
防
護
す
る
設
計
と
す
る
。

 
 

そ
の
他
自
然
現
象
，
人
為
事
象
（
偶
発
的
）

※
 

屋
内
機
器
は
影
響
を
受
け
な
い
こ
と
，
屋
外
機
器
は
個
別
に
防
護
す
る
設
計
と
す
る
。

 

 

分
離
方
法

 
分
離
手
段
 

設
計
方
針
 

機
能
的
隔
離

 
隔
離
装
置
 

タ
イ
ラ
イ
ン
を
有
す
る
系
統
間
を
弁
の
構
成
に
よ
っ
て
隔
離
す
る
，
計
装
系
に
お
い
て
光
変
換
カ
ー
ド
等
を
系
統
間
に
介
在

さ
せ
る
，
電
気
系
に
お
い
て
遮
断
器
等
を
用
い
た
隔
離
部
分
を
設
け
る
設
計
と
す
る
。

 

※
想
定
事
象
に
対
す
る
頑
健
性
の
確
保
の
た
め
，
物
理
的
分
離
を
実
施
す
る
場
合
が
あ
る
。
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４. まとめ 

（１）区分分離には以下の2つの種類があり，これらによって必要な安全機能を守

っている。 

 （Ａ）同一機能内での区分分離（独立性の確保） 

 （Ｂ）異なる機能間での区分分離（機能的隔離及び物理的分離） 

 

（２）区分分離を脅かすエネルギーとしては，プラント内部／外部で発生するエ

ネルギーがそれぞれ考えられるため，各々について整理した。 

 

（３）島根原子力発電所２号炉は，当該系／関連系（直接関連系，間接関連系）

について，本区分分離の基本原則に基づき，プラント設計を行っている。 
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別紙１－４ 

 

設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系について 

 

1. 確認方針 

設計基準事故解析においては，異常影響緩和系によって，原則として運転員の

介在なしで事象が収束することを確認している。安全保護回路等が動作すること

で必要な機能は満足され，プラント状態把握は事象収束のためには必要とならな

い。ただし，運転員の介在をもって事象を収束させる設計基準事故もあり，この

ためにプラント状態把握を行う場合もある。 

これら設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系について，全て別紙1-2，別

紙1-3に含まれていることを確認する。 

 

２. 確認結果 

島根原子力発電所２号炉の設計基準事故解析において，期待する異常影響緩和

系を，以下の別紙表1-4-1に示す。 
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別紙表 1-4-1 設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系の抽出結果 

 
設計基準事故 期待する異常影響緩和系 重要度分類 

原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

・原子炉冷却材喪失 ・制御棒及び制御棒駆動系 

MS-1 

・逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

・低圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系（低圧注水モード） 

・高圧炉心スプレイ系※ 

・自動減圧系 

・原子炉保護系及び工学的安全施設作動系 

・非常用ディーゼル発電機系 

・原子炉冷却材流量

の喪失 

・原子炉冷却材ポン

プの軸固着 

・制御棒及び制御棒駆動系 

MS-1 

・逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・原子炉隔離時冷却系 

・逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

・原子炉保護系 

・非常用ディーゼル発電機系 

反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

・制御棒落下 ・制御棒及び制御棒駆動系 

MS-1 

・逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・原子炉隔離時冷却系 

・逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

・原子炉保護系 

・非常用ディーゼル発電機系 

 

※事故解析では，単一故障による機能喪失を仮定している系統 
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設計基準事故 期待する異常影響緩和系 重要度分類 

環境への放射性物質の異常な放出 

・放射性気体廃棄物

処理施設の破損 

・排ガス処理系隔離弁 
MS-2 

・排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能以外の部分） 

・排気筒モニタ MS-3 

・主蒸気管破断 ・制御棒及び制御棒駆動系 

MS-1 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・原子炉隔離時冷却系 

・逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

・主蒸気流量制限器 

・主蒸気隔離弁 

・原子炉保護系及び工学的安全施設作動系 

・非常用ディーゼル発電機系 

・燃料集合体の落下 

 

・原子炉建物原子炉棟 

MS-1 

・非常用ガス処理系 

・排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能） 

・遮蔽設備（原子炉二次遮蔽） 

・工学的安全施設作動系 

・非常用ディーゼル発電機系 

・原子炉冷却材喪失 ・原子炉格納容器 

MS-1 

・格納容器隔離弁（主蒸気隔離弁含む） 

・残留熱除去系（格納容器冷却モード） 

・原子炉建物原子炉棟 

・非常用ガス処理系 

・排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能） 

・遮蔽設備（原子炉一次遮蔽，原子炉二次遮蔽） 

・工学的安全施設作動系 

・非常用ディーゼル発電機系 

・制御棒落下 ・主蒸気隔離弁 

MS-1 ・工学的安全施設作動系 

・非常用ディーゼル発電機系 

原子炉格納容器圧力，雰囲気等の異常な変化 

・原子炉冷却材喪失 ・低圧炉心スプレイ系 

MS-1 

・残留熱除去系（低圧注水モード） 

・高圧炉心スプレイ系 

・自動減圧系 

・真空破壊装置 

・残留熱除去系（格納容器冷却モード） 

・原子炉水位（広帯域，燃料域） 
MS-2 

・格納容器圧力 

・非常用ディーゼル発電機系 MS-1 

・可燃性ガスの発生 ・可燃性ガス濃度制御系 MS-1 

・原子炉格納容器水素濃度 
MS-2 

・原子炉格納容器酸素濃度 

・非常用ディーゼル発電機系 MS-1 

 



12 条-別紙 1-4-4 

これらの設計基準事故解析で期待する異常影響緩和系は全て別紙1-2，別紙1-3 

に含まれていることを確認した。 

なお，設計基準事故解析において期待するＭＳ－３の異常影響緩和系は，排気

筒モニタ（ＭＳ－３，事故時のプラント操作のための情報の把握機能）のみであ

る。 
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別紙１－５ 

 

地震，溢水，火災以外の共通要因について 

 

１．考慮するハザード 

重要度の特に高い安全機能を有する系統における独立性の確認として，地震，

溢水（内部溢水），火災（内部火災）による共通要因故障の有無を別紙１－３に

て整理している。ここでは，地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因とな

りうるハザードについて整理する。 

設計基準対象施設について考慮するハザードは，設置許可基準規則の以下の

条文に該当するものである。 

第四条 地震による損傷の防止 

第五条 津波による損傷の防止 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第八条 火災による損傷の防止 

第九条 溢水による損傷の防止等 

  

これらの条文のうち，地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりう

るハザードは， 

  第五条 津波による損傷の防止 

  第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

である。 

 

２．津波による損傷の防止（設置許可基準規則第五条） 

  津波による損傷の防止については，設置許可基準規則第五条に対する適合性

の説明の中で整理するが，重要度の特に高い安全機能を有する系統に対しては，

同別記３のとおり，以下の対策をとることで基準津波に対して安全機能を損な

わない設計としている。 

  ・津波による遡上波が到達しない高い場所への配置 

  ・津波が流入することを防止するための浸水防護施設の設置等 

  ・基準津波による水位の低下に対する海水ポンプの機能保持 

 

３．外部からの衝撃による損傷の防止（設置許可基準規則第六条） 

  外部からの衝撃による損傷の防止については，設置許可基準規則第六条に対

する適合性の説明の中で整理するが，重要度の特に高い安全機能を有する系統

に対しては，以下の通り，安全機能を損なわない設計としている。 

  ・発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象の自然現象（地震及び津波を除く）

が発生した場合において，自然現象そのものがもたらす環境条件及びその
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結果として施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない設

計 

  ・「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平

成２年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現象に

対する設計上の考慮」に示される重要安全施設は，科学的技術的知見を踏

まえ，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に

生じる応力を，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して，適切に組

み合わせた設計 

  ・発電所敷地又はその周辺において想定される飛来物（航空機落下），ダム

の崩壊，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火

災），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害の原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるも

のを除く。）に対して安全機能を損なわない設計 

  ・自然現象の組合せについても，地震，津波，洪水，風（台風），竜巻，凍

結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災等

の影響を考慮し，事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事

象が重畳することで影響が増長される組合せを特定し，その組合せの影響

に対しても安全機能を損なわない設計 

   

  各ハザードに対する具体的な設計上の考慮は別紙表 1-5-1 の通りである。 
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別紙表 1-5-1 

設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮（１／３） 

ハザード 設計上の考慮 

洪水 想定される洪水の発生については，河川・湖等からの離隔距離

を確保することにより，安全施設の安全機能を損なわない設計

とする。 

風（台風） 設計基準風速による風荷重に対して，安全施設及び安全施設を

内包する区画の構造健全性の確保，若しくは，風（台風）によ

る損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを

適切に組み合わせることで，その安全機能を損なうことのない

設計とする。 

竜巻 設計竜巻の風圧力による荷重，気圧差による荷重及び飛来物の

衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重等を適切に組み合わせ

た設計荷重に対して，安全施設及び安全施設を内包する区画の

構造健全性の確保，若しくは，飛来物による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせるこ

とで，その安全機能を損なわない設計とする。 

凍結 設計基準温度による凍結に対し，安全施設の低温に対する健全

性の確保，若しくは，低温による凍結を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，その

安全機能を損なうことのない設計とする。 

降水 設計基準降水量による浸水及び荷重に対し，安全施設の浸水及

び荷重に対する健全性の確保，若しくは，降水による損傷を考

慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支

障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合

わせることで，その安全機能を損なうことのない設計とする。 

積雪 設計基準積雪深による荷重，閉塞に対し，安全施設の荷重及び

閉塞に対する健全性の確保，若しくは，積雪による損傷を考慮

して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わ

せることで，その安全機能を損なうことのない設計とする。 

落雷 設計基準電流値による雷サージに対し，安全施設の雷サージに

対する健全性の確保，若しくは，雷サージによる損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせ

ることで，その安全機能を損なうことのない設計とする。 
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別紙表 1-5-1 

設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮（２／３） 

ハザード 設計上の考慮 

地滑り 地滑りに対し，斜面からの離隔距離を確保し地滑りのおそれが

ない位置に設置すること，若しくは，地滑りによる損傷を考慮

して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わ

せた設計とする。 

火山の影響 想定される降下火砕物に対し，その静的負荷等の直接的影響に

対し，安全施設の健全性の確保，若しくは，降下火砕物による

損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修復等の対応，又は，それらを適切

に組み合わせることで，その安全機能を損なうことのない設計

とする。 

また，降下火砕物の間接的影響である７日間の外部電源喪失等

に対して，発電所の安全性を維持するために必要となる電源の

供給が継続でき，安全機能を損なわない設計とする。 

生物学的事象 生物学的事象として海洋生物であるクラゲ等の発生，小動物の

侵入に対し，除塵装置及び海水ストレーナを設置し，必要に応

じて，塵芥を除去すること，及び，屋内設備は建物止水処置等

により，屋外設備は端子箱貫通部の閉止処置を行うこと，若し

くは，生物学的事象による損傷を考慮して，代替設備により必

要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修復等の

対応，又は，それらを適切に組み合わせた設計とする。 

飛来物 

（航空機落下） 

原子炉施設等への航空機の落下確率は防護設計の要否を判断

する基準である10－７回／炉・年を超えないため，飛来物（航

空機落下）による防護については考慮不要である。 

ダムの崩壊 発電所周辺地域のダムとしては，敷地から南方向約３kmの地点

に柿原溜池が存在するが，敷地との距離が離れていることか

ら，本溜池による影響はない。 

森林火災，近隣工

場等の火災・爆

発，航空機落下火

災 

想定される森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下に

伴う火災について，防火帯の設置又は離隔距離の確保等によ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

また，二次的影響であるばい煙等による影響については，換気

空調設備に適切な防護対策を講じること等により安全施設の

安全機能を損なわない設計とする。 

有毒ガス 想定される有毒ガスの発生については，発生源からの離隔を確

保すること等により，安全施設の安全機能を損なわない設計と

する。 
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別紙表 1-5-1 

設置許可基準規則第六条のハザードに対する設計上の考慮（３／３） 

ハザード 設計上の考慮 

船舶の衝突 航路を通行する船舶の衝突の発生に対し，航路からの離隔を確

保することによる，安全施設の船舶の衝突に対する健全性の確

保，若しくは，船舶の衝突による損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設計とする。 

電磁的障害 電磁的障害による擾乱に対し，計装盤へ入線する電源受電部に

ラインフィルタを設置，外部からの信号入出力部にラインフィ

ルタや絶縁回路の設置，鋼製筐体や金属シールド付ケーブルの

適用等により，安全施設の電磁的障害に対する健全性の確保，

若しくは，電磁的障害による損傷を考慮して，代替設備により

必要な機能を確保すること，，安全上支障のない期間での修復

等の対応，又は，それらを適切に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とする。 

重畳 事象が単独で発生した場合の影響と比較して，複数の事象が重

畳することで影響が増長される組み合わせを特定し，その組合

せの影響に対しても安全機能を損なわない設計とする。 

 

 

４．結論 

地震，溢水，火災以外の共通要因故障の起因となりうるハザードについて整

理した結果，設置許可基準規則第五条及び第六条に対する適合性を有しており，

各々に対して安全機能を損なわない設計としていることを確認した。 
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別紙１－６ 

 

配管，ダクト内部の構成品等が閉塞要因となる可能性について 

 

１．非常用ガス処理系：配管の一部 

別紙図 1-6-1-1 に示す配管について，閉塞の可能性を検討した結果，以下に

示すとおり，配管の閉塞は考えられないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該配管の閉塞の要因となる可能性がある機器の構成品として，当該部上流

側に設置しているバタフライ弁の弁体（別紙図 1-6-1-2）が想定される。これ

らは，金属製の重量物（数十ｋｇ）であり，運転中の流速 10m/s 程度では，配

管内を移動できないため，弁体は多重化された配管内に留まることから，当該

配管の閉塞は考えられない。さらに，バタフライ弁の弁体は，当該配管のサイ

ズより小さいことからも，当該配管の閉塞は考えられない。 

また，外部衝撃による配管の閉塞は，当該配管の敷設ルートに外部から衝撃

が加わるような機器がないため，配管流路が完全に閉塞することは考えられな

い。 

 

 

 

 

 

：単一設計箇所 

バタフライ弁 

別紙図 1-6-1-1 系統概要図 

バタフライ弁 

流れ 流れ 



12 条-別紙 1-6-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．残留熱除去系（格納容器冷却モード）：格納容器スプレイ・ヘッダ（サプレ

ッション・チェンバ側） 

別紙図 1-6-2-1 に示す格納容器スプレイ・ヘッダについて，閉塞の可能性を

検討した結果，以下に示すとおり，格納容器スプレイ・ヘッダの閉塞は考えら

れないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器スプレイ・ヘッダに接続している配管にはオリフィスが設置されて

おり，この内径が約 30mm であることから格納容器スプレイ・ヘッダへは 30mm

より小さいものしか移動しない。また，オリフィスより下流側には仕切弁（別

紙図 1-6-2-2）を設置しているが，当該弁の弁棒が折損したとしても，弁体は

配管内径より大きいため，下流側に移動することはない。このため，格納容器

 

別紙図 1-6-1-2 バタフライ弁概要図 

弁体 

サプレッション・チェンバ 

格納容器 

スプレイ・ヘッダ 
MO 

MO MO 

ポンプ 熱交換器 

：単一設計箇所 

オリフィス 

両系統とも同じ 

別紙図 1-6-2-1 系統概要図 



12 条-別紙 1-6-3 

スプレイ・ヘッダ（100A）の閉塞は考えられない。 

外部衝撃による格納容器スプレイ・ヘッダの閉塞は，格納容器スプレイ・ヘ

ッダの敷設ルートに外部から衝撃が加わるような機器がないため，格納容器ス

プレイ・ヘッダ流路が完全に閉塞することは考えられない。 

また，格納容器スプレイ・ヘッダはリング状構造（別紙図 1-6-2-3）となっ

ているため，仮に閉塞したとしても流路が絶たれることはなく，格納容器スプ

レイ・ヘッダまでの配管は多重化されていることから，格納容器スプレイ・ヘ

ッダへの送水機能は確保される。 

  なお，格納容器スプレイ・ヘッダが機能喪失した場合であっても，残留熱除

去系（サプレッション・プール冷却モード）を用いて，その機能を代替するこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-6-2-2 仕切弁概要図 

弁体 

弁棒 

スプレイヘッダ 

配管（多重性有） 

別紙図 1-6-2-3 格納容器スプレイ・ヘッダ概要図 

スプレイノズル 
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３．中央制御室換気系：ダクトの一部 

別紙図 1-6-3-1 に示すダクトについて検討した結果，以下に示すとおり，ダ

クトの閉塞は考えられないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該ダクトの閉塞要因となる可能性がある機器の構成品として，当該部上流

側に設置しているバタフライ弁の弁体（別紙図 1-6-3-2）が想定される。これ

らは，金属製の重量物（数百㎏）であり，運転中の流速 10m/s 程度では，配管

内を移動できないため，弁体は多重化されたダクト内に留まることから，当該

ダクトの閉塞は考えられない。さらに，バタフライ弁の弁体は，当該ダクトの

サイズより小さいことからも，当該ダクトの閉塞は考えられない。 

また，当該ダクト内に設置しているダンパの羽根（別紙図 1-6-3-3）及びダ

クト曲り部のガイドベーン（別紙図 1-6-3-4）もダクトの閉塞要因となる可能

性があるが，これらは，当該ダクトのサイズより小さいことから当該ダクトの

閉塞は考えられない。 

また，外部衝撃によるダクトの閉塞は，当該ダクトの敷設ルートに外部から

衝撃が加わるような機器がないため，ダクト流路が完全に閉塞することは考え

られない。 

 

 

 

：単一設計箇所 

別紙図 1-6-3-1 系統概要図 

バタフライ弁 



12 条-別紙 1-6-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁体 

別紙図 1-6-3-2 バタフライ弁概要

図 

  

別紙図 1-6-3-3 ダンパ概要図 

羽根 

 

別紙図 1-6-3-4 ガイドベーン概要図 

ガイドベーン 

【拡大図】 
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別紙１－７ 
修復状況の一例について 

 

１．非常用ガス処理系配管 修復状況の一例 

（ａ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｂ）修復資機材（クランプ等）を取り付ける。修復資機材には使用環境（耐

圧性，耐熱性）を考慮した仕様のものを準備する。 

クランプによる修復例 

  

 

ゴムシート等による修復例 

  

 

コーキング用シール剤（パテ）による修復例 

 



 

12 条-別紙 1-7-2 

 

２．中央制御室換気系フィルタ（非常用） 修復状況の一例 

（ａ）取替目安（0.3KPa）まで差圧が上昇した場合，フィルタの取替を行う。 

フィルタ（非常用）の取付例 

 

 

 

フィルタ（非常用）取付状態 

 

 

フィルタ（非常用） 

フィルタ 

（非常用） 
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３．中央制御室換気系ダクト 修復状況の一例（１／２） 

（ａ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｂ）修復資機材（ゴムシート，アルミテープ，金属板，ラチェットバンド等）

を取り付ける。修復資機材には使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮した

仕様のものを準備する。 

ゴムシート及び金属板等を使用した修復例 

手順１ 手順２ 

貫通部の上からゴムシートを貼付け，

貫通部を塞ぐ。 

 

アルミテープで貼付けたゴムシートと

ダクトとの隙間をなくす。 

  

手順３ 手順４ 

ゴムシートの剥がれ防止として，金属

板を取り付ける。 

金属板の密着性を高めるためにラチェ

ットバンドを取り付ける。 

  

  

 
  

 

ゴムシート 

アルミテープ 

金属板 ラチェットバンド 
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３．中央制御室換気系ダクト 修復状況の一例（２／２） 

ゴムシート等による修復例 

   

  

コーキング用シール剤（パテ）による修復例 
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別紙１－８ 

配管又はダクトの小規模破断による影響評価 

 

１．非常用ガス処理系配管 

（１）小規模破断の検知性 

   配管の破断が発生すると破断口より空気が流入又は流出し，非常用ガス処

理系の系統流量が増加するため，系統流量の増加量が 100m3/h（記録計の１

目盛り分に相当）以上の場合には，中央制御室にて異常が発生したことが検

知できる。配管が破断した場合の影響が最も大きい区分②の配管が破損する

場合は，流出量が系統流量の約 20％（880m3/h）以上であれば，系統流量の

増加量が 100m3/h 以上となり，中央制御室にて異常が発生したことが検知で

きる。また，区分②の配管の破断が発生すると，非常用ガス処理系の排気の

一部が建物内に漏えいし，原子炉棟の差圧が低下するが，原子炉棟の差圧が

低下しても，負圧が維持されていれば，原子炉棟の放射性物質の閉じ込め機

能は維持される。原子炉棟の負圧が維持できない場合は，警報の発報により，

中央制御室にて異常が発生したことが検知できる。 

また，現場パトロールにより，破断箇所から系統流量の 10％（440m3/h）の

流出又は流入が生じると穴径約 120mm から約 10m/s の風速が生じるため，異

音の有無確認，吹流しの使用等により破断箇所を検知できる。 

 

（２）小規模破断の修復作業性 

   配管の小規模破断の修復作業は，破断箇所を特定した後，全周破断箇所の

修復と同様の手順で行う。小規模破断の修復時間については，全周破断箇所

の修復に必要な時間（最も時間を要するもので約２日）以内で実施可能であ

る。 

 

（３）小規模破断による一般公衆の被ばくへの影響 

影響評価を考えるにあたって，区分①（吸気側），区分②（排気側かつ原子

炉棟内）及び区分③（排気側かつ原子炉棟外）の区分毎に，小規模破断によ

る一般公衆の被ばくへの影響を検討した（別紙図 1-8-1）。 
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ａ．区分① 

小規模破断が発生した場合，系統流量の一部が破断口から流入するが，全

周破断と同様にフィルタへの吸気は確保されるため，一般公衆の被ばく評価

への影響はない。 

 

ｂ．区分② 

小規模破断が発生した場合，破断口から流出するガスは建物内に漏えいし，

破断口から流出しないガスは非常用ガス処理系排気管から環境へ高所放出さ

れるため，原子炉棟から環境への漏えい量は全周破断による漏えい量よりも

小さくなることから，小規模破断が発生した場合の一般公衆の被ばくへの影

響については，全周破断の影響評価結果（最も厳しい評価条件（燃料取扱事

故）において約 1.1mSv）に包絡される。 

 

ｃ．区分③ 

小規模破断が発生した場合，破断口から流出するガスの環境への放出位置

は，非常用ガス処理系排気管位置から破断口位置に下がるが，破断口から流

出しないガスは排気筒から高所放出されるため，全周破断により高所放出さ

れずに原子炉棟外へ流出した場合に比べて一般公衆の被ばくへの影響は低減

されることから，小規模な破断が発生した場合の一般公衆の被ばくへの影響

については，全周破断の影響評価結果（最も厳しい評価条件（燃料取扱事故））

に包絡される。 

 

別紙図 1-8-1 非常用ガス処理系概略系統図 

区分① 区分② 区分③ 

原子炉棟内 

：故障想定範囲 



12 条-別紙 1-8-3 

２．中央制御室換気系ダクト 

（１）小規模破断の検知性 

   ダクトの破断が発生すると破断口より空気が流出又は流入し，破断口があ

るエリアの換気量が増加することで，中央制御室内温度・湿度が変動する。

さらに，中央制御室換気系の送風量が変動し，送風機電流値が変動するため，

計器指示値の変動有無を監視することにより，異常が発生したことを中央制

御室にて検知できる。 

また，現場パトロールにより，破断箇所から系統流量の 10％（3,200m3/h）

の流出又は流入が生じると穴径約 330mm から約 10m/s の風速が生じるため，

異音の有無，吹流しの使用等により破断箇所を検知できる。 

 

（２）小規模破断の修復作業性 

   ダクトの小規模破断の修復作業は，破断箇所を特定した後，全周破断箇所

の修復と同様の手順で行う。小規模破断の修復時間については，全周破断箇

所の修復に必要な時間（最も時間を要するもので約２日）以内で実施可能で

ある。 

 

（３）小規模破断による運転員の被ばくへの影響 

ダクトは中央制御室バウンダリ内に敷設していることから，ダクトに小規

模破断が発生した場合，全周破断と同様に破断口から中央制御室バウンダリ

内の空気の吸気又は排気を行うことが可能であり，小規模破断後も中央制御

室バウンダリ内の放射性物質をフィルタ（非常用）で除去することができる

ため，運転員の被ばく評価への影響はない。 

 

 

 



12 条-別紙 1-9-1 

別紙１－９ 

単一設計箇所の修復作業性 

 

１．非常用ガス処理系配管 

（１）単一設計箇所へのアクセス性 

現場確認の結果，単一設計としている配管（単一設計箇所に接続され隔離

がなされない部分を含む）は，全範囲においてアクセス可能であることを確

認している。 

配管敷設状況を別紙図 1-9-1-1,2 に示す。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-9-1-1 非常用ガス処理系概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分① 区分② 区分③ 

① ② ③ 

④～⑧ 

⑬～⑲ 

⑨～⑫ 

⑳～㉕ 

原子炉棟内 

：故障想定範囲 
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別紙図 1-9-1-2 配管敷設状況 

 



12 条-別紙 1-9-3 

（２）狭隘部の修復性 

現場確認の結果，配管サポート部又は壁貫通部が狭隘部として抽出された

が，当該部で破断が発生した場合でも別紙図 1-9-1-3 に例示する修復が可能

であることから，単一設計としている配管（単一設計箇所に接続され隔離が

なされない部分を含む）すべてにおいて，確実な修復が可能である。 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

別紙図 1-9-1-3 狭隘部の配管修復例 

 

①ゴムシート加工 ②ゴムシート貼付 

③修復完了 狭隘部（拡大） 

作業員：4 人 

作業時間：約 1 時間 
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（３）作業工程 

配管に破断が生じた場合の修復に要する時間については，最も修復に時間

を要するもので約２日であることを現場点検及びモックアップにより確認し

ている。別紙図 1-9-1-4 に作業工程，別紙図 1-9-1-5 に足場仮設のモックア

ップ状況を示す。 

なお，足場解体作業時間は１日程度であるが，事故収束後に行うため，作

業工程に含めていない。 

 

作業内容 

[作業時間] 

作業工程 

１日目 ２日目 

準備作業 

（資機材運搬等） 

[16 時間] 

            

 

 

 

足場仮設 

[24 時間] 

            

 

 

 

 

 

修復作業 

（配管サポート架台

との接続部等） 

[４時間] 

            

 

別紙図 1-9-1-4 配管修復作業工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-9-1-5 足場仮設モックアップ 

 

16h（４h×４班[４人/班]） 

24h（４h×６班[４人/班]） 

４h（４h×１班[４人/班]） 

 

（足場仮設前） （足場仮設後） 

作業員：４人 

作業時間：約 2.5 時間 

配管 

（床面から約 7m） 
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２．中央制御室換気系ダクト及びフィルタ（非常用） 

（１）単一設計箇所へのアクセス性 

   現場確認の結果，単一設計としているダクト（単一設計箇所に接続され隔

離がなされない部分を含む）及びフィルタ（非常用）は，全範囲においてア

クセス可能であることを確認している。 

ダクト敷設状況を別紙図 1-9-2-1,2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-9-2-1 中央制御室換気系概要図

⑱ 
①～⑤ 

⑥ 

⑦～⑨ 

⑩ 

⑪～⑭ 

⑮ 

⑯⑰ 

：故障想定範囲 
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別紙図 1-9-2-2 ダクト敷設状況 

 

（２）狭隘部の修復性 

   現場確認の結果，ダクトサポート部又は壁貫通部が狭隘部として抽出され

たが，当該部で破断が発生した場合でも別紙図 1-9-2-3 に例示する修復が可

能であることから，単一設計としているダクト（単一設計箇所に接続され隔

離がなされない部分を含む）すべてにおいて，確実な修復が可能である。な

お，フィルタ（非常用）の取替については，定期的に実施する作業内容のた

め，修復は可能であることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-9-2-3 狭隘部のダクト修復例 

   

①アルミテープ加工 ②アルミテープ貼付 ③修復完了 

作業員：４人 

作業時間：約１時間 
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（３）作業工程 

ａ．ダクト 

ダクトが破断した場合の修復に要する時間については，最も修復に時間を

要するもので約２日であることを現場点検及びモックアップにより確認して

いる。 

別紙図 1-9-2-4 に作業工程，別紙図 1-9-2-5 に足場仮設のモックアップ状

況を示す。 

なお，足場解体作業期間は１日程度であるが，事故収束後に行うため，作

業工程に含めていない。 

 

作業内容 

[作業時間] 

作業工程 

１日目 ２日目 

準備作業 

（資機材運搬等） 

[14 時間] 

            

足場仮設 

[21 時間] 

 

 

 

 

 

           

修復作業 

（ダクトサポート架

台との接続部） 

[４時間] 

 

 

 

 

           

 

別紙図 1-9-2-4 ダクト修復作業工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-9-2-5 足場仮設モックアップ 

８h×１班 

[４人/班] 

７h×１班 

[４人/班] 

８h×１班 

[４人/班] 

８h×１班 

[４人/班] 

８h×１班 

[４人/班] 

  

（足場仮設前） （足場仮設後） 

作業員：４人 

作業時間：約 2.5 時間 

ダクト 

（床面から約８m） 



12 条-別紙 1-9-8 

ｂ．フィルタ 

フィルタが閉塞した場合の取替に要する時間は半日程度であることを，フ

ィルタ取替実績から確認している。別紙図 1-9-2-6 に作業工程を示す。なお，

フィルタ閉塞の検知については，差圧上昇を中央制御室にて監視可能なよう

に警報を設置するため，早期に修復作業の着手が可能である。 

 

作業内容 

[作業時間] 
作業工程 

準備作業（フィル

タ入口弁人力閉操

作含む），扉開放 

[１時間] 

            

干渉物撤去 

[１時間] 

            

フィルタ取外し 

[４時間] 

            

フィルタ取付け 

[４時間] 

            

扉閉止，復旧作業

（フィルタ入口弁

開操作含む） 

[２時間] 

            

８人×12 時間 

別紙図 1-9-2-6 フィルタ取替作業工程 

２h 

１h 

１h 

４h 

４h 
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別紙１－10 

現場機器の人力操作性 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統のうち，現場機器の人力操作が必

要な系統は，中央制御室換気系であり，中央制御室換気系以外の系統につい

ては，中央制御室からの遠隔操作，フェイルセーフ設計により現場での人力

操作を行う必要はない。 

中央制御室換気系の系統概要図を別紙図 1-10-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-10-1 中央制御室換気系 系統概要図 

 

中央制御室換気系の空気作動弁は，フェイルセーフ設計としており，駆動

空気喪失等により遠隔操作ができない場合でも，外気取入隔離弁及び排気隔

離弁については閉状態となり外気と隔離を行い，フィルタ（非常用）入口弁

については開状態となり系統流路を確保することから，当該系統を起動する

場合は，現場機器の人力操作は不要である。一方，フィルタ（非常用）取替

の際には，フィルタ（非常用）入口弁を閉止させる必要があるが，駆動空気

喪失等により，当該弁を遠隔操作ができない場合には，現場での人力操作が

必要となる。 

なお，単一設計としているダクトの修復は，再循環用ファン及びブースタ・

ファンを中央制御室から遠隔操作により停止することが可能なため，現場で

の人力操作は不要である。 

外気取入側隔離弁 

フィルタ（非常用）入口弁 

排気側隔離弁 
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また，中央制御室換気系は，事故時に外気と隔離することにより，フィル

タ（非常用）を通して再循環するが，事故時に外気取入れが可能なように外

気取入隔離弁及び排気隔離弁を人力操作可能な設計としている。ただし，中

央制御室の酸素濃度評価等により，事故時には外気取入れが必要ないことを

確認しているため，外気取入隔離弁及び排気隔離弁を現場操作する必要はな

い。 

１．作業可能性 

人力操作が必要なフィルタ（非常用）入口弁について，作業可能性を評価し

た。別紙図 1-10-2 に弁設置図を示す。 

別紙図 1-10-2 弁設置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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フィルタ（非常用）入口弁は，非常用チャコール・フィルタ・ユニット外部（上

部）に設置しているため，実効線量率はフィルタ（非常用）取替作業時の実効

線量率を下回る。 

また，フィルタ（非常用）入口弁の操作に要する時間は，中央制御室から現

場までのアクセス時間を含めて，２弁当たり 30 分以内であり，フィルタ（非常

用）取替作業の時間（12 時間／人）を下回る。 

以上により，フィルタ（非常用）入口弁の現場での人力操作に係る実効線量

は，フィルタ（非常用）取替作業に係る実効線量を下回るため，実施可能であ

る。 

なお，フィルタ（非常用）入口弁の弁操作時間は，別紙１－９のフィルタ取

替作業時間に含められている。 
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別紙１－11 

修復により機能復旧した場合の影響評価について 

 

重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器のうち，非常用ガス

処理系配管，中央制御室換気系ダクト及びフィルタ（非常用）については，単一

故障が発生すると安全上支障のない期間に除去又は修復ができることを確認し

ている。2.1.2.1 項及び 2.1.4.1 項「単一故障仮定時の安全機能の確認結果」で

は，修復を行わない条件で影響評価を実施しており，最も被ばく線量が大きい非

常用ガス処理系配管及び中央制御室換気系フィルタ（非常用）の単一故障を想定

した場合の評価を実施していた。このため，当該機器の単一故障について，修復

を行う条件で，一般公衆の被ばく評価又は運転員の被ばく評価を実施した。評価

条件及び影響評価結果を別紙表 1-11-1,2 に示す。 

 

別紙表 1-11-1 評価条件 

№ 系統 想定故障 評価条件 

１ 
非常用ガス処

理系 

配管全周

破断 

（１）事故発生から 24 時間後に単一故障発生 

（２）故障箇所特定に４時間を要し，２日間で修復作

業を行い，事故発生から 76 時間後に機能復旧 

２ 
中央制御室換

気系 

フィルタ

閉塞 

（１）事故発生から 24 時間後に単一故障発生 

（２）単一故障発生後，直ちに修復作業を行う 

（３）半日で修復作業を行い，事故発生から 36 時間後

に機能復旧 

 

 

別紙表 1-11-2 影響評価結果 

№ 系統 想定故障 評価項目 想定事故 
評価結果（mSv） 

修復有 修復無 

１ 
非常用ガス

処理系 

配管全周

破断 

一般公衆の

被ばく評価 

燃料取扱事

故 
約 1.1 約 1.1 

原子炉冷却

材喪失 
約 4.5×10-3 約 1.2×10-2 

２ 
中央制御室

換気系 

フィルタ

閉塞 

運転員の被

ばく評価 

原子炉冷却

材喪失 

（仮想事故

ベース） 

約 13 約 37 
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別紙１－参考１ 

過去の不具合事例とその対応 

 

過去の故障実績について，ニューシア（原子力施設情報公開ライブラリー），

ＢＷＲ事業者協議会（ＪＢＯＧ），一般社団法人原子力安全推進協会及び電気事

業連合会において共有している情報により調査を行い，以下の系統については，

同系統の同機器の故障実績はないことを確認した。 

１．非常用ガス処理系：配管の一部 

２．残留熱除去系（格納容器冷却モード）：格納容器スプレイ・ヘッダ（サプ

レッション・チェンバ側） 

３．中央制御室換気系：フィルタ（非常用） 

 

中央制御室換気系のダクトの故障実績は，下表に示すとおり，過去約 50 年間

で７件であるが，島根２号炉では，これらの事象を受け水平展開を確実に実施

していることを確認した。 

なお，他プラントにおいて発生したダクト腐食事象に対する予防処置として，

外気取入れ部のダクトの内面点検を３Ｃ（Ｃ：保全サイクル）に設定し，点検

を実施していたが，島根２号炉の中央制御室換気系のダクトにおいて腐食事象

が確認されたことを受け，点検範囲を腐食が想定される外気取入れラインすべ

てのダクト（内面側）に見直し，点検周期についても３Ｃから１Ｃへ見直す等

の再発防止対策を定めた。 

 

表 中央制御室換気系のダクトに関する事象：７件（ニューシア情報） 

（期間：1966 年～2019 年３月時点） 

事象発生 

プラント 
機器・設備 事象・状況 原因 

当該プラント

での処置 

各時点での当社

対応 

福島第一 

３号 

中央操作室
換気空調系
ダクト 

中央制御室空
調換気系の切
替えのダンパ
付近のダクト
の一部に貫通
穴 を 確 認 し
た。 

発錆及び腐食 
（構造上，雨水
が浸入しやすか
った） 

ダクトの取替
及び，外気取
入口フード取
付を実施 

発生箇所特有の
事象のため，水
平展開不要の情
報となってい
る。 
島根２号炉の当
該外気取込口
は，ルーバによ
り雨水の侵入を
防止できる構造
となっている。 
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事象発生 

プラント 
機器・設備 事象・状況 原因 

当該プラント

での処置 

各時点での当社

対応 

敦賀１号 中央制御室
空調換気系
外気取入ダ
クト 

中央制御室空
調換気系送風
機点検後の試
運転時，中央
制御換気空調
系外気取入ダ
クトに２箇所
の腐食孔があ
る こ と を 確
認。 

腐食 
（ダクト内部
の結露発生及
び，その凝縮水
による腐食） 

ダクトの取替 
を実施 

水平展開要の情
報となってお
り，この対策と
して点検強化
（点検頻度：１
回／３定検）を
図っている。 

東通１号 中央操作室
換気空調系
ダクト 

中央制御室換
気空調系設備
の点検を実施
したところ，
腐食孔がある
ことを確認。 

腐食 
（水分流入が多
いこと等によ
り，当該ダクト
底部が常に湿っ
た状態となって
いた） 

ダクトの取替 
を実施 

発生箇所特有の
事象のため，水
平展開不要の情
報となってい
る。 
 

島根２号 中央制御室
空調換気系
外気取入れ
ダクト 

寸法測定のた
め，保温材取
り外し作業中
にダクトに腐
食孔（約 100cm
×約 30cm）が
生じているこ
とを協力会社
社員が確認。 

腐食 
（ダクト内部で
発生した結露な
らびに外気とと
もに取込まれた
水分等が，ダク
ト内面に付着し
腐食を発生させ
たと推定） 

ダクト仕様の
見直し，運用
の見直し，保
守点検の見直
し及びダクト
形状・構造の
見直し 

（島根２号炉が
事象発生プラン
ト） 

島根１号 中央制御室
空調換気系
外気取入れ
ダクト，非常
用再循環ダ
クト 

ダクト外面か
らの直接目視
による外観点
検を行ったと
ころ腐食孔を
確認。 

腐食 
（ダクト内部で
発生した結露な
らびに外気とと
もに取込まれた
水分等が，ダク
ト内面に付着，
またはダクト外
面に取付けてあ
る保温材との密
着性が当時の施
工方法では十分
保たれず腐食を
発生させたと推
定） 

当該プラント
は廃止措置段
階であり，安
全上重要な設
備から除外さ
れ，維持管理
対 象 外 で あ
り，当該空調
換気系を使用
しない。 

（島根２号炉で
の腐食事象の水
平展開により確
認された事象） 

浜岡３号 中央制御室
換気空調系
外気取入れ
ダクト 

点検調査を行
っていたとこ
ろ，貫通孔を
８個（最大で
10mm×13mm）
確認。 

腐食 
（外気から持ち
込まれた海塩粒
子等が外気取入
近傍に多く付着
し，腐食を発生
させたことが原
因であると推
定） 

当て板補修及
び今後の保守
点検の見直し 

（島根２号炉で
の腐食事象の水
平展開により確
認された事象） 
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事象発生 

プラント 
機器・設備 事象・状況 原因 

当該プラント

での処置 

各時点での当社

対応 

東海第二 中央制御室
空調換気系
外気取入れ
ダクト 

点検調査の結

果，腐食孔２

ケ所（9mm×約

4mm約 4mm×約

6㎜）を確認。 

 

腐食 
（外気とともに
取り込まれた水
分及び塩分が付
着し，これを起
点として腐食が
進行したものと
推定） 

同型のダクト
に取替え及び
保守点検の見
直し 

（島根２号炉で
の腐食事象の水
平展開により確
認された事象） 
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別紙１－参考２ 

略語の説明 

 

略語 説明 

ＡＯ，Ａ 空気作動弁 

ＭＯ 電動駆動弁 

ＨＯ 油圧駆動弁 

Ｓ 電磁弁 

ＲＶ 逃がし弁 

ＦＯ フェイルオープン 

ＦＣ フェイルクローズ 

ＤＦ 防護係数 

ＡＤＳ 自動減圧系 

ＤＧ ディーゼル発電機 

ＭＳＩＶ 主蒸気隔離弁 

ＭＣＲ 中央制御室換気系 

ＨＰＣＳ 高圧炉心スプレイ系 

ＲＣＩＣ 原子炉隔離時冷却系 

ＬＰＣＩ 低圧注水系 

ＬＰＣＳ 低圧炉心スプレイ系 

ＳＡ 重大事故 

ＦＤ フラットディスプレイ 

ＡＭＰ 増幅器 

ＬＳ 水位スイッチ 

ＬＸ 水位発信器 

ＬＹ 水位指示計 

ＰＳ 圧力スイッチ 

ＰＸ 圧力発信器 

Ｐ／ＬＲ 圧力／水位記録計 

ＲＥ 放射線検出器 

ＲＲ 放射線記録計 

ＲＹＭ 対数線量率計 

Ｈ２Ｏ２Ｒ 水素酸素濃度記録計 

ＴＲ 温度記録計 
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島根原子力発電所におけるケーブルの系統分離について 

 

１．はじめに 

  原子力規制員会より平成 28 年１月６日に指示文書「東京電力株式会社柏崎

刈羽原子力発電所で確認された不適切なケーブル敷設に係る対応について（指

示）」（原規規発第 1601063 号）（以下，「指示文書」という。）が発出されてお

り，これに従い，当社は平成 28 年３月 31 日に「東京電力株式会社柏崎刈羽原

子力発電所で確認された不適切なケーブル敷設に係る対応に関する調査結果

について（報告）」を提出している。本報告においては，当社の要求事項であ

る「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省

令第 62 号）」（以下，「旧技術基準」という。）に照らし，不適切なケーブル敷

設はないことを確認したことを報告している。（参考－１） 

ここでは，平成 25 年６月に施行された「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則」（以下，「新技術基準」という。）に対する適合性につ

いて以下に説明する。 

 

２．２号炉のケーブルの系統分離に対する要求 

２号炉の安全系は電源が３区分となっており，旧技術基準に基づいて設計さ

れていることから，ケーブルトレイ及び電線管，並びに中央制御室床下（補助

盤室含む）にケーブルを敷設するにあたっては，区分Ⅰ，区分Ⅱ及び区分Ⅲに

分離して敷設する設計としている。また，常用系電力ケーブルの複数の安全系

への跨ぎを行わない設計としている。 

 

３．新旧技術基準要求の比較と２号炉の調査結果 

旧技術基準と新技術基準のケーブルに関する系統分離（区分分離）の要求事

項は第１表のとおりであるが，安全系及び常用系ケーブルいずれについても，

要求事項を満足することを確認している。なお，ケーブル処理室内の火災防護

対象ケーブルについては，「第８条 別添資料 1-資料 1(2.1.3.1)」のとおり，

火災の影響軽減のための分離対策等を実施している。 
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第１表 新旧技術基準の要求の比較及び２号炉の適合性 

敷設状況 

旧技術基準 

適合性※ 

新技術基準 

適合性※ 

電力 
ケーブル 

制御･ 
計装 

ケーブル 

電力 
ケーブル 

制御･ 
計装 

ケーブル 

① 安全系と常用系全てが
分離 ○ ○ ○ ○ 

② 常用系-安全系区分跨
ぎ ○ ○ ○ ○ 

③ 常用系-安全系複数跨
ぎ × ○ × × 

④ 安全系異区分跨ぎ × × × × 

※ ○：要求を満足する，×：要求を満足しない 

 

以 上
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参考－１ 

 

２号炉における跨ぎケーブルの調査方法及び調査結果 

 

原子力規制委員会より平成２８年１月６日に発出された指示文書「東京電力

株式会社柏崎刈羽原子力発電所で確認された不適切なケーブル敷設に係る対応

について（指示）」（原規規発第 1601063 号）に従い，当社は，安全系ケーブル

トレイに不適切なケーブル敷設がなされていないことを以下の方法により調査

した。 

 

（１）調査方法 

島根原子力発電所における安全系ケーブルの敷設は，現場機器～電線管

～ケーブルトレイ～中央制御室床下を経て制御盤へと入線する。このうち

現場機器～電線管については他と混在することなくケーブルが電線管に入

線する設備構成であることから，今回のケーブル敷設状況調査は，電線管

～中央制御室床下までの敷設ルートについて実施する。合わせて，中央制

御室床下の分離バリアの状態についても調査を実施する。 

ａ．中央制御室床下の分離バリアの調査 

中央制御室床下は，制御盤フロア下に処理ボックスを設置し，エリア分

離し，ケーブルを敷設する構造としていることから，以下の調査を実施す

る。 

①分離バリアの点検 

分離バリアの有無及び破損の有無について目視確認を行う。 

②ケーブル敷設状況の確認 

異区分間を跨ぐ形で敷設されているケーブルの有無を確認する。 

③異区分間の渡り施工の有無 

異区分間の渡り施工を実施している場合は，金属管にて敷設されてい

ることを確認する。 

ｂ．現場ケーブルトレイの調査 

電線管～ケーブルトレイ～中央制御室床下（ケーブル処理室）までの敷

設ルートについて，安全系異区分ケーブルの混在の有無及び常用系ケーブ

ルの跨ぎの有無を確認する。 

また，東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所において，展開接続図と

配線表の齟齬により安全系ケーブルが常用系ケーブルトレイに敷設されて

いた事象があったことから，同様な事例の有無の調査として，展開接続図

と配線表を照合し，安全系ケーブルが異なる区分に敷設されていないこと

を確認する。 
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（２）調査結果 

   調査結果を以下に示す。 

調査項目 調査結果 

ａ．中央制御室床下の 

分離バリア 

不適切なケーブル敷設無し 

ｂ．現場ケーブルトレイ 不適切なケーブル敷設無し 

 



別紙２－１ 

12 条-別紙 2-1-1 

 

共用・相互接続している重要安全施設及び安全施設の抽出結果 

 

 

重要度分類指針 島根原子力発電所２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設，安全

施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

PS-1 その損傷又は

故障により発

生する事象に

よって， 

（a）炉心の著

しい損傷，又は 

（b）燃料の大

量の破損 

を引き起こす

おそれのある

構築物，系統及

び機器 

1）原子炉冷

却材圧力バ

ウンダリ機

能 

原子炉冷却材

圧力バウンダ

リを構成する

機器・配管系

（計装等の小

口径配管・機器

は除く。） 

原子炉圧力容器 無 無 － 

原子炉再循環系ポンプ 無 無 － 

配管・弁 無 無 － 

隔離弁 無 無 － 

制御棒駆動機構ハウジング 無 無 － 

中性子束計装管ハウジング 
無 無 － 

2）過剰反応

度の印加防

止機能 

制御棒カップ

リング 

制御棒カップリング 無 無 － 

制御棒駆動機構カップリン

グ 
無 無 － 

3）炉心形状

の維持機能 

炉心支持構造

物（炉心シュラ

ウド，シュラウ

ドサポート，上

部格子板，炉心

支持板，制御棒

案内管），燃料

集合体（ただ

し，燃料を除

く。） 

炉心シュラウド 無 無 － 

シュラウドサポート 無 無 － 

上部格子板 無 無 － 

炉心支持板 無 無 － 

燃料支持金具 無 無 － 

制御棒案内管 無 無 － 

制御棒駆動機構ハウジング 無 無 － 

燃料集合体（上部タイプレー

ト，下部タイプレート，スペ

ーサ，チャンネルボックス） 

無 無 － 

MS-1 1）異常状態発

生時に原子炉

を緊急に停止

し，残留熱を除

去し，原子炉冷

却材圧力バウ

ンダリの過圧

を防止し，敷地

周辺公衆への

過度の放射線

の影響を防止

する構築物，系

統及び機器 

1）原子炉の

緊急停止機

能 

原子炉停止系

の制御棒によ

る系（制御棒及

び制御棒駆動

系（スクラム機

能）） 

制御棒 無 無 － 

制御棒案内管 無 無 － 

制御棒駆動機構 無 無 － 

水圧制御ユニット（スクラム

パイロット弁，スクラム弁，

アキュムレータ，窒素容器，

配管・弁） 

無 無 － 

2）未臨界維

持機能 

原子炉停止系

（制御棒によ

る系，ほう酸水

注入系） 

制御棒 無 無 － 

制御棒カップリング 無 無 － 

制御棒駆動機構カップリン

グ  
無 無 － 

制御棒駆動機構ハウジング 無 無 － 

制御棒駆動機構 無 無 － 

ほう酸水注入系（ほう酸水注

入ポンプ，注入弁，タンク出

口弁，ほう酸水貯蔵タンク，

ポンプ吸込配管・弁，注入配

管・弁） 

無 無 － 

3）原子炉冷

却材圧力バ

ウンダリの

過圧防止機

能 

逃がし安全弁

（安全弁とし

ての開機能） 

逃がし安全弁（安全弁開機

能） 

無 無 － 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-2 

 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設，安全

施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

MS-1 1）異常状態発

生時に原子炉

を緊急に停止

し，残留熱を除

去し，原子炉冷

却材圧力バウ

ンダリの過圧

を防止し，敷地

周辺公衆への

過度の放射線

の影響を防止

する構築物，系

統及び機器 

4）原子炉停

止後の除熱

機能 

 

 

残留熱を除去

する系統（残留

熱除去系（原子

炉停止時冷却

モード），原子

炉隔離時冷却

系，高圧炉心ス

プレイ系，逃が

し安全弁（手動

逃がし機能），

自動減圧系（手

動 逃 が し 機

能）） 

 

 

残留熱除去系（ポンプ，熱交

換器，原子炉停止時冷却モー

ドのルートとなる配管・弁，

熱交換器バイパス配管・弁） 

無 無 － 

残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード） 
無 無 － 

原子炉隔離時冷却系（ポン

プ，サプレッション・プール，

タービン，サプレッション・

プールから注水先までの配

管・弁，ポンプミニマムフロ

ーライン配管・弁，サプレッ

ション・プールストレーナ）  

無 無 － 

タービンへの蒸気供給配

管・弁 
無 無 － 

潤滑油冷却器及びその冷却

器までの冷却水供給配管 
無 無 － 

高圧炉心スプレイ系（ポン

プ，サプレッション・プール，

サプレッション・プールから

スプレイ先までの配管・弁，

スプレイスパージャ，ポンプ

ミニマムフローライン配

管・弁，サプレッション・プ

ールストレーナ） 

無 無 － 

逃がし安全弁（手動逃がし機

能） 
無 無 － 

原子炉圧力容器から逃がし

安全弁までの主蒸気配管 
無 無 － 

逃がし安全弁アキュムレー

タ，逃がし安全弁アキュムレ

ータから逃がし安全弁まで

の配管・弁 

無 無 － 

自動減圧系弁（手動逃がし機

能） 
無 無 － 

原子炉圧力容器から逃がし

安全弁までの主蒸気配管 
無 無 － 

逃がし安全弁 無 無 － 

自動減圧系アキュムレータ，

自動減圧系アキュムレータ

から逃がし安全弁までの配

管・弁 

無 無 － 

 

 

 

 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-3 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設， 

安全施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

MS-1 1）異常状態発

生時に原子炉

を緊急に停止

し，残留熱を除

去し，原子炉冷

却材圧力バウ

ンダリの過圧

を防止し，敷地

周辺公衆への

過度の放射線

の影響を防止

する構築物，系

統及び機器 

5）炉心冷却

機能 

非常用炉心

冷却系（低圧

炉心スプレ

イ系，低圧注

水系，高圧炉

心スプレイ

系，自動減圧

系） 

 

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）（ポンプ，サプレッション・

プール，サプレッション・プー

ルから注水先までの配管・弁

（熱交換器バイパスライン含

む），ポンプミニマムフローラ

イン配管・弁，サプレッショ

ン・プールストレーナ） 

無 無 － 

高圧炉心スプレイ系（ポンプ，

サプレッション・プール，サプ

レッション・プールからスプレ

イ先までの配管・弁，スプレイ

スパージャ，ポンプミニマムフ

ローライン配管・弁，サプレッ

ション・プールストレーナ） 

無 無 － 

低圧炉心スプレイ系（ポンプ，

サプレッション・プール，サプ

レッション・プールからスプレ

イ先までの配管・弁，スプレイ

スパージャ，ポンプミニマムフ

ローライン配管・弁，サプレッ

ション・プールストレーナ） 

無 無 － 

自動減圧系（逃がし安全弁） 
無 無 － 

原子炉圧力容器から逃がし安

全弁までの主蒸気配管 
無 無 － 

自動減圧系アキュムレータ，自

動減圧系アキュムレータから

逃がし安全弁までの配管・弁 

無 無 － 

ジェットポンプ（事故時の炉心

再冠水維持機能） 
無 無 － 

6）放射性物

質の閉じ込

め機能，放射

線の遮へい

及び放出低

減機能 

原子炉格納

容器，原子炉

格納容器隔

離弁，原子炉

格納容器ス

プレイ冷却

系，原子炉建

屋，非常用ガ

ス処理系，非

常用再循環

ガス処理系，

可燃性ガス

濃度制御系 

原子炉格納容器（格納容器本

体，貫通部（ペネトレーショ

ン），所員用エアロック，機器

搬入ハッチ） 

無 無 － 

原 子 炉

格 納 容

器 

ベント管 無 無 － 

スプレイ管 無 無 － 

真空破壊弁 無 無 － 

逃がし安全弁排気

管のクエンチャ 
無 無 － 

原子炉建物（原子炉建物原子炉

棟） 
無 無 － 

原子炉格納容器隔離弁及び格

納容器バウンダリ配管 
無 無 － 

原子炉建屋常用空調換気系隔

離弁 
無 無 － 

 

 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-4 

 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設，安全

施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

MS-1 1）異常状態発

生時に原子炉

を緊急に停止

し，残留熱を除

去し，原子炉冷

却材圧力バウ

ンダリの過圧

を防止し，敷地

周辺公衆への

過度の放射線

の影響を防止

する構築物，系

統及び機器 

6）放射性物

質の閉じ込

め機能，放射

線の遮へい

及び放出低

減機能 

原子炉格納容

器，原子炉格納

容器隔離弁，原

子炉格納容器

スプレイ冷却

系，原子炉建

屋，非常用ガス

処理系，非常用

再循環ガス処

理系，可燃性ガ

ス濃度制御系 

主蒸気隔離弁アキュムレー

タ，主蒸気隔離弁アキュムレ

ータから主蒸気隔離弁まで

の配管・弁 

無 無 － 

主蒸気流量制限器 無 無 － 

残留熱除去系（格納容器冷却
モード）（ポンプ，熱交換器，

サプレッション・プール，サ
プレッション・プールからス
プレイ先（ドライウェル及び

サプレッション・プール気相
部）までの配管・弁，格納容
器スプレイ・ヘッダ（ドライ

ウェル及びサプレッショ
ン・プール），ポンプミニマ
ムフローライン配管・弁，サ

プレッション・プールストレ
ーナ） 

無 無 － 

非常用ガス処理系（排気ファ

ン，フィルタ装置，原子炉建

物原子炉棟吸込口から排気

筒頂部までの配管・弁，乾燥

装置（乾燥機能部分）） 

無 無 － 

排気筒（非常用ガス処理系排

気管の支持機能） 
無 無 － 

可燃性ガス濃度制御系（再結

合装置，格納容器から再結合

装置までの配管・弁，再結合

装置から格納容器までの配

管・弁） 

無 無 － 

残留熱除去系（再結合装置へ

の冷却水供給を司る部分） 
無 無 － 

遮蔽設備（原子炉遮蔽，一次

遮蔽，二次遮蔽） 
無 無 － 

2）安全上必須

なその他の構

築物，系統及び

機器 

1）工学的安

全施設及び

原子炉停止

系への作動

信号の発生

機能 

安全保護系 原子炉保護系 

無 無 － 

工学的安全施設作動系 

無 無 － 

2）安全上特

に重要な関

連機能 

非常用所内電

源系，制御室及

び そ の 遮 へ

い・非常用換気

空調系，非常用

補機冷却水系，

直流電源系（い

ずれも，MS-1

関連のもの） 

非常用所内電源系（ディーゼ

ル機関，発電機，ディーゼル

発電機から非常用負荷まで

の配電設備及び電路） 

有 

（非常用メ

タクラ） 

無 
重要安全

施設 

非常用ディーゼル室送風機 無 無 － 

燃料移送系（ディーゼル燃料

貯蔵タンクからディーゼル

機関まで） 

無 無 － 

始動用空気系（始動用空気だ

め（自動供給）からディーゼ

ル機関まで） 

無 無 － 

吸気系 無 無 － 

冷却水系 無 無 － 

 



 

12 条-別紙 2-1-5 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設，安全

施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

MS-1 2）安全上必須

なその他の構

築物，系統及び

機器 

2）安全上特

に重要な関

連機能 

非常用所内電

源系，制御室及

び そ の 遮 へ

い・非常用換気

空調系，非常用

補機冷却水系，

直流電源系（い

ずれも，MS-1

関連のもの） 

高圧炉心スプレイ電源系（デ

ィーゼル機関，発電機，ディ

ーゼル発電機から非常用負

荷までの配電設備及び電路） 

無 無 － 

高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル室送風機 
無 無 － 

燃料移送系（ディーゼル燃料

貯蔵タンクからディーゼル

機関まで） 

無 無 － 

始動用空気系（始動用空気だ

め（自動供給）からディーゼ

ル機関まで） 

無 無 － 

吸気系 無 無 － 

冷却水系 無 － － 

中央制御室及び中央制御室

遮蔽 

有 

(中央制御室) 
無 

重要安全

施設 

有 

（中央制御室

遮蔽） 

無 安全施設 

中央制御室換気系「放射線防

護機能及び有毒ガス防護機

能」（ブースタ・ファン，非

常用チャコール・フィルタ・

ユニット，空調ユニット，再

循環用ファン，排気ファン，

ダクト及びダンパ） 

無 無 － 

原子炉補機冷却系（ポンプ，

熱交換器，非常用負荷冷却ラ

イン配管・弁（MS-1 関連），

サージタンク） 

無 無 － 

高圧炉心スプレイ補機冷却

系（ポンプ，熱交換器，非常

用負荷冷却ライン配管・弁

（MS-1 関連），サージタンク） 

無 無 － 

原子炉補機海水系（ポンプ，配

管・弁（MS-1 関連），ストレー

ナ（異物除去機能を司る部分）） 

無 無 － 

高圧炉心スプレイ補機海水

系（ポンプ，配管・弁（MS-1

関連），ストレーナ（異物除

去機能を司る部分）） 

無 無 － 

取水路（屋外トレンチ含む） 無 無 － 

直流電源系（蓄電池，蓄電池

から非常用負荷までの配電

設備及び電路（MS-1 関連）） 

有 

（非常用コン

トロールセン

タ） 

無 
重要安全

施設 

計測制御電源系（蓄電池から

非常用計測制御装置までの

配電設備及び電路（MS-1 関

連）） 

無 無 － 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-6 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設， 

安全施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

PS-2 1）その損傷又

は故障により

発生する事象

によって，炉心

の著しい損傷

又は燃料の大

量の破損を直

ちに引き起こ

すおそれはな

いが，敷地外へ

の過度の放射

性物質の放出

のおそれのあ

る構築物，系統

及び機器 

1）原子炉冷

却材を内蔵

する機能（た

だし，原子炉

冷却材圧力

バウンダリ

から除外さ

れている計

装等の小口

径のもの及

びバウンダ

リに直接接

続されてい

ないものは

除く。） 

主蒸気系，原子

炉冷却材浄化

系（いずれも，

格納容器隔離

弁の外側のみ） 

原子炉浄化系（原子炉冷却材

圧力バウンダリから外れる

部分） 

無 無 － 

主蒸気系（格納容器隔離弁の

外側） 
無 無 － 

原子炉隔離時冷却系タービ

ン蒸気供給ライン（原子炉冷

却材圧力バウンダリから外

れる部分であって外側隔離

弁下流からタービン止め弁

まで） 
無 無 － 

2）原子炉冷

却材圧力バ

ウンダリに

直接接続さ

れていない

ものであっ

て，放射性物

質を貯蔵す

る機能 

放射性廃棄物

処理施設（放射

能インベント

リの大きいも

の），使用済燃

料プール（使用

済燃料貯蔵ラ

ックを含む。） 

排ガス処理系（活性炭式希ガ

スホールドアップ装置） 
無 無 － 

使用済燃料プール（使用済燃

料貯蔵ラックを含む） 有 

有 

（燃料プール

冷却系（PS-3）） 

安全施設 

新燃料貯蔵庫「臨界を防止す

る機能」（新燃料貯蔵ラック） 
無 無 － 

3）燃料を安

全に取り扱

う機能 

燃料取扱設備 燃料取替機 有 無 安全施設 

原子炉ウェル 無 無 － 

原子炉建物天井クレーン 有 無 安全施設 

2）通常運転時

及び運転時の

異常な過渡変

化時に作動を

要求されるも

のであって，そ

の故障により，

炉心冷却が損

なわれる可能

性の高い構築

物，系統及び機

器 

1）安全弁及

び逃がし弁

の吹き止ま

り機能 

逃がし安全弁

（吹き止まり

機能に関連す

る部分） 

逃がし安全弁（吹き止まり機

能に関連する部分） 

無 無 － 

MS-2 1）PS-2 の構築

物，系統及び機

器の損傷又は

故障により敷

地周辺公衆に

与える放射線

の影響を十分

小さくするよ

うにする構築

物，系統及び機

器 

1）燃料プー

ル水の補給

機能 

非常用補給水

系 

残留熱除去系（ポンプ，サプ

レッション・プール，サプレ

ッション・プールから燃料プ

ールまでの配管・弁，ポンプ

ミニマムフローライン配

管・弁，サプレッション・プ

ールストレーナ） 

無 無 － 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-7 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設， 

安全施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

MS-2 1）PS-2 の構築

物，系統及び機

器の損傷又は

故障により敷

地周辺公衆に

与える放射線

の影響を小さ

くするように

する構築物，系

統及び機器 

2）放射性物

質放出の防

止機能 

放射性気体廃

棄物処理系の

隔離弁，排気筒

（非常用ガス

処理系排気管

の支持機能以

外） 

排ガス処理系隔離弁 
無 無 － 

排気筒（非常用ガス処理系排

気管の支持機能以外の部分） 無 無 － 

燃料プール冷却系の燃料プ

ール入口逆止弁 

有 

（燃料プー

ル冷却系に

含む） 

無 安全施設 

燃料集合体落

下事故時放射

能放出を低減

する系 

原子炉建物（原子炉建物原子

炉棟） 無 無 － 

非常用ガス処理系（排気ファ

ン，フィルタ装置，原子炉建

物原子炉棟吸込口から排気

筒頂部までの配管・弁，乾燥

装置（乾燥機能部分））  

無 無 － 

排気筒（非常用ガス処理系排

気管の支持機能）） 
無 無 － 

2）異常状態へ

の対応上特に

重要な構築物，

系統及び機器 

1）事故時の

プラント状

態の把握機

能 

事故時監視計

器の一部 

中性子束，原子炉スクラム用

電磁接触器の状態又は制御

棒位置 

無 無 － 

原子炉水位（広帯域，燃料

域），原子炉圧力 
無 無 － 

原子炉格納容器圧力，格納容

器エリア放射線量率，サプレ

ッション・プール水温 

無 無 － 

「低温停止への移行」 

  原子炉圧力，原子炉水位

（広帯域） 

「ドライウェルスプレイ」 

  原子炉水位（広帯域，燃

料域），格納容器圧力 

「サプレッション・プール冷

却」 

  原子炉水位（広帯域，燃

料域），サプレッショ

ン・プール水温 

「可燃性ガス濃度制御系起

動」 

  原子炉格納容器水素濃

度，原子炉格納容器酸素

濃度 

無 無 － 

2）異常状態

の緩和機能 
BWR は対象外 － － － － 

3）制御室外

からの安全

停止機能 

制御室外原子

炉停止装置（安

全停止に関連

するもの） 

中央制御室外原子炉停止系 

無 無 － 

 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-8 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設， 

安全施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

PS-3 1）異常状態の

起因事象とな

るものであっ

て，PS-1 及び

PS-2 以外の構

築物，系統及び

機器 

1）原子炉冷

却材保持機

能（ PS-1 ，

PS-2 以外の

もの） 

計装配管，試料

採取管 

原子炉冷却

材圧力バウ

ンダリから

除外される

小 口 径 配

管・弁 

計装配管・弁 無 無 － 

試料採取系

配管・弁 
無 無 － 

ド レ ン 配

管・弁 
無 無 － 

ベ ン ト 配

管・弁 
無 無 － 

2）原子炉冷

却材の循環

機能 

原子炉冷却材

再循環系 

原子炉再循環系ポンプ 無 無 － 

配管・弁 無 無 － 

ライザ管（炉内） 無 無 － 

ジェットポンプ 無 無 － 

3）放射性物

質の貯蔵機

能 

サプレッショ

ン・プール水排

水系，復水貯蔵

タンク，放射性

廃棄物処理施

設（放射能イン

ベントリの小

さいもの） 

復水貯蔵タンク 無 無 － 

液体廃棄物処理系（タンク） 

有 

有 

（ろ過・脱塩

器，濃縮器，ポ

ンプ，配管，弁） 

安全施設 

固体廃棄物処理系（タンク，

固体廃棄物貯蔵所（ドラム

缶）） 

有 

有 

（ドラム詰装

置，雑固体廃棄

物処理・焼却設

備，サイトバン

カ，ランドリド

レン乾燥機，固

体廃棄物処理

系のポンプ，配

管，弁） 

安全施設 

4）電源供給

機能（非常用

を除く。） 

タービン，発電

機及びその励

磁装置，復水系

（復水器を含

む。），給水系，

循環水系，送電

線，変圧器，開

閉所 

発電機及びその励磁装置 無 無 － 

軸密封装置 無 無 － 

発電機水素ガス冷却装置 無 無 － 

固定子冷却装置 無 無 － 

励磁電源系 無 無 － 

蒸気タービン（主タービン，

主要弁，配管）  
無 無 － 

主蒸気系（主蒸気/駆動源） 無 無 － 

タービン制御系 無 無 － 

タービングランド蒸気系  無 無 － 

タービン潤滑油系（配管・弁

等） 
無 無 － 

抽気系（配管・弁等）  無 無 － 

タービンヒータベント系（配

管・弁） 
無 無 － 

タービンヒータドレン系（配

管・弁等） 
無 無 － 

補助蒸気系 無 無 － 

 

 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-9 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系の

共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設， 

安全施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

PS-3 1）異常状態の

起因事象とな

るものであっ

て，PS-1 及び

PS-2 以外の構

築物，系統及び

機器 

4）電源供給

機能（非常用

を除く。） 

タービン，発電

機及びその励

磁装置，復水系

（復水器を含

む。），給水系，

循環水系，送電

線，変圧器，開

閉所 

復水系（復水器，復水ポンプ，

配管・弁） 
無 無 － 

抽出空気系（配管・弁） 無 無 － 

給水系（電源駆動給水ポン

プ，タービン駆動給水ポン

プ，給水加熱器，配管・弁） 

無 無 － 

循環水系（循環水ポンプ，配

管・弁） 
無 無 － 

取水設備（屋外トレンチ含

む） 
無 無 － 

常用所内電源系（発電機又は

外部電源から所内負荷まで

の配電設備及び電路（MS-1

関連以外）） 

無 無 － 

直流電源系（蓄電池，蓄電池

から常用負荷までの配電設

備及び電路（MS-1 関連以

外）），充電器 

無 無 － 

計装制御電源系（電源装置か

ら常用計測制御装置までの

配電設備及び電路（MS-1 関連

以外）） 

無 無 － 

送電線 有 

（220ｋV 送

電線・66kV

送電線） 

無 安全施設 

変圧器（所内変圧器，起動変

圧器，予備変圧器，電路） 

有 

（予備変圧

器） 

無 安全施設 

変圧器 

油 劣 化 防

止装置 
無 無 

－ 

冷却装置 無 無 － 

開閉所（母線，遮断器，断路

器，電路） 

有 

（220ｋV 開

閉所，66kV

開閉所） 

無 安全施設 

5）プラント

計測・制御機

能（安全保護

機 能 を 除

く。） 

原子炉制御系

（制御棒価値

ミニマイザを

含む。），原子炉

核計装，原子炉

プラントプロ

セス計装 

原子炉制御系（制御棒価値ミ

ニマイザを含む） 
無 無 － 

原子炉核計装の一部  
無 無 － 

原子炉プラントプロセス計

装の一部 無 無 － 

6）プラント

運転補助機

能 

所内ボイラ，計

装用圧縮空気

系 

補助ボイラ設備（補助ボイ

ラ，給水タンク，給水ポンプ，

配管・弁） 

有 無 安全施設 

油系統（重油サービスタン

ク，重油ポンプ，配管・弁） 

有 

（補助ボイ

ラに含む） 

有 

（重油移送系

統（PS-3）） 

安全施設 

 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-10 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系

の共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設，安全

施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

PS-3 1）異常状態の起

因事象となるも

のであって，PS-1

及び PS-2 以外の

構築物，系統及び

機器 

6）プラント

運転補助機

能 

所内ボイラ，計

装用圧縮空気

系 

所内蒸気系（配管・弁） 有 

（補助ボ

イラに含

む） 

無 安全施設 

計装用圧縮空気設備（空気圧縮

機，配管・弁，中間冷却器，後部

冷却器，気水分離器，空気貯槽） 

無 無 － 

原子炉補機冷却水系（MS-1 関連

以外）（配管・弁） 
無 無 － 

タービン補機冷却水系（ポンプ，

熱交換器，配管・弁，サージタン

ク） 

無 無 － 

タービン補機冷却海水系（ポン

プ，配管・弁，ストレーナ） 
無 無 － 

復水輸送系（ポンプ，配管・弁） 有 無 安全施設 

復水貯蔵タンク 無 無 － 

2）原子炉冷却材

中放射性物質濃

度を通常運転に

支障のない程度

に低く抑える構

築物，系統及び機

器 

1）核分裂生

成物の原子

炉冷却材中

への放散防

止機能 

燃料被覆管 燃料被覆管，上／下部端栓，タイ

ロッド 

無 無 － 

2）原子炉冷

却材の浄化

機能 

原子炉冷却材

浄化系，復水浄

化系 

原子炉浄化系（再生熱交換器，非

再生熱交換器，ポンプ，ろ過脱塩

装置，配管・弁） 

無 無 － 

復水浄化系（復水ろ過装置，復水

脱塩装置，配管・弁） 
無 無 － 

MS-3 1）運転時の異常

な過渡変化があ

っても，MS-1，

MS-2 とあいまっ

て，事象を緩和す

る構築物，系統及

び機器 

1）原子炉圧

力の上昇の

緩和機能 

逃がし安全弁

（逃がし弁機

能），タービン

バイパス弁 

逃がし安全弁（逃がし弁機能） 無 無 － 

原子炉圧力容器から逃がし安全

弁までの主蒸気配管 
無 無 － 

逃がし安全弁アキュムレータ，逃

がし安全弁アキュムレータから

逃がし安全弁までの配管・弁 

無 無 － 

タービンバイパス弁 無 無 － 

原子炉圧力容器からタービンバ

イパス弁までの主蒸気配管 
無 無 － 

タービンバイパス弁アキュムレ

ータ，タービンバイパス弁アキュ

ムレータからタービンバイパス

弁までの配管・弁 

無 無 － 

2）出力上昇

の抑制機能 

原子炉冷却材

再循環系（再循

環ポンプトリ

ップ機能），制

御棒引抜監視

装置 

原子炉再循環系（再循環ポンプト

リップ機能） 
無 無 － 

制御棒引抜監視装置 

無 無 － 

3）原子炉冷

却材の補給

機能 

制御棒駆動水

圧系，原子炉隔

離時冷却系 

制御棒駆動水圧系（ポンプ，復水

貯蔵タンクから制御棒駆動機構

までの配管・弁，ポンプサクショ

ンフィルタ，ポンプミニマムフロ

ーライン配管・弁） 

無 無 － 

 

 



 

12 条-別紙 2-1-11 

重要度分類指針 島根原子力発電所 ２号炉 
共用又は 

相互接続 

の有無 

間接関連系

の共用又は 

相互接続 

の有無 

重要安全

施設， 

安全施設 

の区分 

分類 定義 機能 構築物，系統又は機器 

MS-3 1）運転時の異常

な過渡変化があ

っても，MS-1，

MS-2 とあいまっ

て，事象を緩和す

る構築物，系統及

び機器 

3）原子炉冷

却材の補給

機能 

制御棒駆動

水圧系，原子

炉隔離時冷

却系 

復水貯蔵タンク 無 無 － 

原子炉隔離時冷却系（ポンプ，タ

ービン，サプレッション・プール，

サプレッション・プールから注水

先までの配管・弁，ポンプミニマ

ムフローライン配管・弁） 

無 無 － 

タービンへの蒸気供給配管・弁 無 無 － 

潤滑油冷却器及びその冷却器ま

での冷却水供給配管 
無 無 － 

2）異常状態への

対応上必要な構

築物，系統及び機

器 

1）緊急時対

策上重要な

もの及び異

常状態の把

握機能 

原子力発電

所緊急時対

策所，試料採

取系，通信連

絡設備，放射

線監視設備，

事故時監視

計器の一部，

消火系，安全

避難通路，非

常用照明 

緊急時対策所（緊急時対策所，情

報収集設備，通信連絡設備，資料

及び器材，遮蔽設備） 

無 無 － 

試料採取系（異常時に必要な以下

の機能を有するもの。原子炉冷却

材放射性物質濃度サンプリング

分析，格納容器雰囲気放射性物質

濃度サンプリング分析） 

無 無 － 

通信連絡設備（1つの専用回路を

含む複数の回路を有する通信連

絡設備） 

有 無 安全施設 

排気筒モニタ 無 無 － 

放射能監視設備（排気筒モニタ以

外） 

有 

（放射能測定設

備，プロセス放

射線モニタリン

グ設備，エリア

放射線モニタリ

ング設備，モニ

タリングポス

ト，移動式モニ

タリング設備） 

無 安全施設 

事故時監視計器の一部 有 

（気象観測設

備） 

無 安全施設 

消火

系 

水消火設備 

（補助消火水槽，サイト

バンカ建物消火タンク，

44ｍ盤消火タンク，45ｍ

盤消火タンク，50ｍ盤消

火タンク，ポンプ，配管・

弁等） 

有 

（配管・弁） 
無 安全施設 

泡消火設備 有 無 安全施設 

固定式ガス消火設備 無 無 － 

防火扉，防火ダンパ，耐火壁，隔

壁（消火設備の機能を維持・担保

するために必要なもの） 

無 無 － 

安全避難通路 無 無 － 

安全避難用扉 無 無 － 

非常用照明 無 無 － 



別紙２－２ 

12 条-別紙 2-2-1 

共用・相互接続設備概要図 

 

１．中央制御室，中央制御室遮蔽 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フ ィ ル タ

（非常用） 

中央制御室 

1 号炉 

制御盤 

２号炉 

中央制御室 

換気系 

１号炉 

中央制御室 

換気系 

（使用停止） 

２号炉送風機容量：1 号及び２号炉空間容積を 

換気可能な容量×２台 

2 号炉 

制御盤 

別紙図 2-2-1 中央制御室等概要図 

遮蔽 

再循環用 

ファン 

フ ィ ル タ

（非常用） 

再循環用 

ファン 

閉止板 

（相互接続なし） 

：共用範囲（中央制御室） 

：共用範囲（中央制御室遮蔽） 

閉止板 

（相互接続なし） 
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２．電気設備 

【共用】 

 ・220kV 送電線，220kV 開閉所 

 ・66kV 送電線，66kV 開閉所，予備変圧器 

【相互接続】 

・２号炉非常用コントロールセンタから１号炉，３号炉非常用コントロール 

センタまでの電路 

・緊急用メタクラを介して２号炉非常用メタクラから３号炉非常用メタクラ 

までの電路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号 

非常用 
メタクラ 

非常用 
コントロールセンタ 

３号 

66kV 220kV 500kV 

 

  

  

緊急用メタクラ 220kV 開閉所 

66kV 開閉所 

起動 
変圧器 

起動 
変圧器 所内 

変圧器 

所内 
変圧器 補助 

変圧器 

常用メタクラ 常用メタクラ 常用メタクラ 非常用 
メタクラ 

非常用ロードセンタ 非常用 
パワーセンタ 

非常用ロードセンタ 

非常用コントロールセンタ 非常用モータ 
コントロールセンタ 

500kV 開閉所 

主変圧器 主変圧器 

２号 

非常用 
メタクラ 

第 2-66kV 
開閉所 予備 

変圧器 
予備変圧器 
分岐盤 

凡例 
：共用範囲 
：相互接続 

DG DG DG

GG

GTG

別紙図 2-2-2 単線結線概要図 
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３．燃料プール冷却系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．復水輸送系 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：共用範囲 

別紙図 2-2-3 燃料プール冷却系概要図 

：相互接続 

 復水輸送ポンプ  復水輸送ポンプ 

原子炉 

建物へ 各建物へ 

：２号復水貯蔵タンク 

戻りライン 

燃料プール 
スキマサージ 
タンク 

ポンプ 
ろ過脱塩装置 

熱交換器 

使用済燃料貯蔵ラック 

 

復水貯蔵 

タンク 

 ２号炉 １号炉 

別紙図 2-2-4 復水輸送系概要図 

 

復水貯蔵 

タンク 

タービン 

建物他へ 

 （１号系統圧力：0.98MPa）  （２号系統圧力：1.37MPa） 
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５．補助ボイラ，所内蒸気系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．消火系（水消火設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：共用範囲 

：相互接続 

補助ボイラ 補助ボイラ 

1 号炉 2 号炉 

1 号炉内へ 2 号炉内へ 

1 号炉内へ 
2 号炉内へ 

別紙図 2-2-5 補助ボイラ，所内蒸気系 概要図 

別紙図 2-2-6 水消火設備概要図 

：相互接続 

重油タンク 

補助消火水槽（２基） 

１号ろ過水タンク 

２号ろ過水タンク 

２号炉 
屋内消火栓 

１号炉 
屋内消火栓 

１号炉 
屋外消火栓 

２号炉 
屋外消火栓 

サイトバンカ建物消火タンク（２基） 

サイトバンカ建物 
屋内消火栓 

固体廃棄物 
貯蔵所Ａ棟 
屋内消火栓 

所内蒸気系 

補助ボイラ設備 
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７．消火系（泡消火設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
：共用範囲 

 

泡消火設備 

 

重油 

タンク 

（1，2号炉用） 

別紙図 2-2-7 泡消火設備概要図 

 

重油 

タンク 

（1，2号炉用） 

 

重油 

タンク 

（3 号炉用） 



 

12 条-別紙 2-2-6 

８．液体廃棄物処理系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：共用範囲 

：建物区分 

別紙図 2-2-8 液体廃棄物処理系概要図 

トーラス水 
受入タンク 

機器ドレン 
タンク 

タンク 

ろ過脱塩器 

床ドレン 
タンク 

タンク 

濃縮器 

化学廃液 
タンク 

タンク 

濃縮器 

凝縮水受 
タンク 

ろ過脱塩器 脱塩器 処理水
タンク 

脱塩器 
機器ドレン 
処理水タンク 

復水貯蔵 
タンク 
又は 

補助復水 
貯蔵タンクへ 

ランドリドレン 
収集タンク 
タンク 

タンク 

濃縮器 ランドリドレン 
サンプルタンク 

脱塩器 

ろ過器 
ランドリドレン 

タンク 

２号炉 
復水器冷却水 
放水路へ 

1 号炉より
※1 

（２号炉建物内） 

機器ドレン系 

床ドレン 
化学廃液系 

ランドリ 
ドレン系 

1 号炉より
※1 

1 号炉より
※1 

RE 

排水モニタ 
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９．固体廃棄物処理系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別紙図 2-2-9 固体廃棄物処理系概要図 

：共用範囲 

濃縮廃液タンク 
ドラム詰装置 

（セメント固化式） 
固体廃棄物貯蔵所 

ランドリドレン 
濃縮廃液タンク 

原子炉浄化系 
樹脂貯蔵タンク 

復水系樹脂貯蔵タンク 

復水系スラッジ 
貯蔵タンク 

復水スラッジ分離タンク 

機器ドレンスラッジ 
分離タンク 

雑固体廃棄物焼却設備 

雑固体廃棄物処理設備 

サイトバンカ 

床ドレン化学廃液系 
の濃縮器から 
ドレン系 

1 号炉濃縮廃液貯蔵 
タンク 

ランドリドレン系 
の濃縮器から 

濃縮廃液 

原子炉浄化系 
の脱塩器から 

使用済樹脂，フィルタ・スラッジ 

1 号炉廃樹脂タンク 

復水系の脱塩器から 
液体廃棄物処理系の脱塩器から 

1 号炉廃樹脂タンク 

復水ろ過脱塩装置 
逆洗水受タンク 

機器ドレンろ過脱塩装置 
逆洗水受タンク 

復水系のろ過脱塩器から 

液体廃棄物処理系の 
ろ過脱塩器から 

１号炉復水スラッジ分離タンク 
又は１号炉フィルタ・スラッジ貯蔵タンク 

雑固体廃棄物 

可燃性雑固体廃棄物 

不燃性雑固体廃棄物 

※1 ※2 
（焼却灰） 

※2 

使用済制御棒等 （燃料プール） 

※2 ※1 
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10．モニタリングポスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11．気象観測設備 

 

 

 

モニタリングポスト（№6） 

モニタリングポスト（№5） 

モニタリングポスト（№4） 

モニタリングポスト（№3） 

モニタリングポスト（№2） 

モニタリングポスト（№1） 

凡例 

●モニタリングポスト 

別紙図 2-2-10 モニタリングポスト配置図 

 
モニタリングポスト設置状況 

 

  

 

 

風向風速計 

雨量計，温度計，湿度計 

ドップラソーダ 

日射計，放射収支計 

別紙図 2-2-11 気象観測設備配置図 
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１．非常用ガス処理系（被ばく評価） 

（１）敷地境界の被ばく評価について 

非常用ガス処理系の機能を期待する想定事故は，設置許可添付書類十の安全

評価において，燃料取扱事故及び原子炉冷却材喪失があり，それぞれについて

影響評価を実施した。 

ａ．評価条件 

  燃料取扱事故及び原子炉冷却材喪失（事故）時の，故障の修復を行わない

場合の主な評価条件を表 1-1 及び表 1-2 に，燃料取扱事故時の核分裂生成物

の放出経路の概略を図 1-1，原子炉冷却材喪失時（事故）の核分裂生成物の

放出経路の概略を図 1-2 に示す。なお，燃料取扱事故時のよう素及び希ガス

が大気中に放出するまでの過程を図1-3及び図1-4に，原子炉冷却材喪失（事

故）時のよう素及び希ガスが大気中に放出するまでの過程を図 1-5 及び図

1-6 に示す。 

また，故障の修復を行う場合の主な評価条件を表 1-3 及び表 1-4 に示す。 

 



 

 

12 条-補足 1-2 

表 1-1 主な評価条件（燃料取扱事故）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 

原子炉停止前の原子

炉熱出力 
2,540MW 

定格出力に余裕をみた値

（定格出力の約 105％） 

原子炉運転時間 2,000 日 

核分裂生成物の蓄積量が平

衡に達する運転時間に余裕

を見た値 

原子炉停止後，事故

発生までの時間 
1 日 

定検工程に余裕をみた値 

（通常は原子炉停止数日後

に燃料取替作業を行うが，

保守的に 1 日を仮定） 

破損燃料棒本数 
2.3 体 

（燃料集合体換算） 

事故解析結果に余裕を見た

値 

燃料ギャップ中への

放出割合 

希ガス 10％ 

よう素 5％ 

燃料棒ギャップ中の核分裂

生成物の計算値に余裕を見

た値 

全よう素中の有機よ

う素の割合 
1％ 実験結果に基づく値 

無機よう素のプール

水中での除染係数 
500 

発電用軽水炉型原子炉施設

の安全評価に関する審査指

針（以下，「安全評価審査指

針」という）に基づく値 

非常用ガス処理系 

事故発生～

24h 

よう素除去効率 

99.97％ 

換気率 

1 回/d 

･よう素除去効率 

設計上定められた最小値 

･換気率 

設計値 

･原子炉棟漏えい率 

影響評価では，非常用ガス

処理系の機能喪失を仮定す

るため，原子炉棟から大気

中へ漏えいすることとなる

が，この漏えい量を換気率

と同等として仮定する。 

24h 以降 

よう素除去効率  

99.97％ 

換気率 

0 回/d 

原子炉棟漏えい率 

1 回/d 
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表 1-1 主な評価条件（燃料取扱事故）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 

大気拡散評価モデ

ル 
ガウスプルームモデル 

発電用原子炉施設の安全解

析に関する気象指針（以下，

「気象指針」という）どお

り 

累積出現頻度 小さい方から 97％ 気象指針どおり 

建屋の影響 考慮しない 

放出点と評価点までの距離

が離れているため，評価点

における建屋の影響は小さ

い 

実効放出継続時間 

事故発生～

24h 

希ガス 10 時間 

よう素 10 時間 

気象指針に従って算出 

24h 以降 
希ガス 10 時間 

よう素 10 時間 

核分裂生成物の拡

散係数 

事故発生～

24h 

χ／Ｑ 

3.3×10-6（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

1.8×10-19（Gy/Bq） 
気象指針に従って算出 

24h 以降 

χ／Ｑ 

5.0×10-5（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

9.5×10-19（Gy/Bq） 

放出位置 

事故発生～ 

24h 

非常用ガス処理系排

気管 事故事象に応じた放出口か

らの放出を想定 
24h 以降 原子炉棟（地上放出） 

気象資料 

島根原子力発電所において，2009 年

1 月～2009 年 12 月までに観測され

た，排気筒付近を代表する標高130m

地点（地上高 115m）及び地表付近

を代表する標高 28.5m（地上高 20m）

の風向，風速データ 

気象指針どおり 
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表 1-2 主な評価条件（原子炉冷却材喪失（事故））（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 

冷却材中濃度のよ

う素濃度 

I-131 を 1.4×103(Bq/g)とし，そ

れに応じ他のよう素の組成を拡

散組成として考慮 

運転上許容される最大値（全希

ガス漏えい率1.11×1010Bq/sで

評価した値） 

燃料棒から追加放

出される核分裂生

成物の量 

I-131 を 3.7×1013(Bq)とし，そ

れに応じ他のよう素及び希ガス

の組成を平衡組成として考慮，

希ガスについてはよう素の２倍

とする 

先行炉等での実測値の平均値に

適切な余裕を見た値 

よう素の形態 
有機よう素 4％ 

無機よう素 96％ 
安全評価審査指針どおり 

格納容器に放出さ

れる核分裂生成物

のうち，原子炉格納

容器内部に沈着す

る割合 

無機よう素 50％ 

有機よう素 0％ 

希ガス   0％ 

安全評価審査指針どおり 

サプレッション・プ

ール水への分配係

数 

無機よう素 100 

有機よう素 0 

希ガス   0 

実験結果による 

原子炉格納容器漏

えい率 
0.5%/d 一定 

設計上定められた最大値で一定

とする 

原子炉格納容器内

での減衰 
考慮する 漏えいまでの崩壊を考慮 

原子炉棟内での核

分裂生成物の減衰 
考慮する 漏えいまでの崩壊を考慮 

非常用ガス処理系 

事故発生

～24h 

よう素除去効率 

99.97％ 

換気率 

1 回/d 

･よう素除去効率 

設計上定められた最小値 

･換気率 

設計値 

･原子炉棟漏えい率 

影響評価では，非常用ガス処理

系の機能喪失を仮定するため，

原子炉棟から大気中へ漏えいす

ることとなるが，この漏えい量

を換気率と同等として仮定す

る。 

24h 以降 

よう素除去効率  

99.97％ 

換気率 

0 回/d 

原子炉棟漏えい率 

1 回/d 
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表 1-2 主な評価条件（原子炉冷却材喪失（事故））（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 

大気拡散評価モデ

ル 
ガウスプルームモデル 気象指針どおり 

累積出現頻度 小さい方から 97％ 気象指針どおり 

建屋の影響 考慮しない 

放出点と評価点までの距離が

離れているため，評価点におけ

る建屋の影響は小さい 

実効放出継続時間 

事故発生

～24h 

希ガス 10 時間 

よう素 10 時間 

気象指針に従って算出 

24h 以降 
希ガス 140 時間 

よう素 170 時間 

核分裂生成物の拡

散係数 

事故発生

～24h 

χ／Ｑ 

  3.3×10-6（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

1.8×10-19（Gy/Bq） 
気象指針に従って算出 

24h 以降 

χ／Ｑ 

  1.9×10-5（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

4.0×10-19（Gy/Bq） 

放出位置 

事故発生

～24h 

非常用ガス処理系排

気管 
事故事象に応じた放出口から

の放出を想定 

24h 以降 原子炉棟（地上放出） 

気象資料 

島根原子力発電所において，2009

年 1月～2009 年 12 月までに観測

された，排気筒付近を代表する標

高 130m 地点（地上高 115m）及

び 地 表 付近 を 代 表 する 標 高

28.5m（地上高 20m）の風向，風

速データ 

気象指針どおり 
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表 1-3 故障の修復を行う場合の主な評価条件（燃料取扱事故）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 

以下の事項を除き，表 1-1 評価条件と同様 

非常用ガス処理系 

事故発生～

24h 

よう素除去効率 

99.97％ 

換気率 

1 回/d 

･よう素除去効率 

設計上定められた最小値 

･換気率 

設計値 

･原子炉棟漏えい率 

影響評価では，非常用ガス

処理系の機能喪失を仮定す

るため，原子炉棟から大気

中へ漏えいすることとなる

が，この漏えい量を換気率

と同等として仮定する。 

24h～72h 

よう素除去効率 

99.97％ 

換気率 

1 回/d 

原子炉棟漏えい率 

1 回/d 

72h～76h 

よう素除去効率 

0％ 

換気率 

0 回/d 

原子炉棟漏えい率 

1 回/d 

76h 以降 

よう素除去効率  

99.97％ 

換気率 

1 回/d 

実効放出継続時間 

事故発生～

24h 

希ガス 10 時間 

よう素 10 時間 

気象指針に従って算出 24h～76h 
希ガス 10 時間 

よう素 10 時間 

76h 以降 
希ガス 20 時間 

よう素 1 時間 

核分裂生成物の拡

散係数 

事故発生～

24h 

χ／Ｑ 

3.3×10-6（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

1.8×10-19（Gy/Bq） 

気象指針に従って算出 24h～76h 

χ／Ｑ 

5.0×10-5（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

9.5×10-19（Gy/Bq） 

76h 以降 

χ／Ｑ 

8.8×10-6（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

1.6×10-19（Gy/Bq） 
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表 1-3 故障の修復を行う場合の主な評価条件（燃料取扱事故）(2/2) 

項目 評価条件 選定理由 

放出位置 

事故発生～ 

24h 

非常用ガス処理系排

気管 

事故事象に応じた放出口か

らの放出を想定 
24～76h 原子炉棟（地上放出） 

76h 以降 
非常用ガス処理系排

気管 
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表 1-4 故障の修復を行う場合の主な評価条件（原子炉冷却材喪失（事故）） 

項目 評価条件 選定理由 

以下の事項を除き，表 1-2 評価条件と同様 

実効放出継続時間 

事故発生～

24h 

希ガス 10 時間 

よう素 10 時間 

気象指針に従って算出 24h～76h 
希ガス 30 時間 

よう素 30 時間 

76h 以降 
希ガス 180 時間 

よう素 270 時間 

核分裂生成物の拡

散係数 

事故発生～

24h 

χ／Ｑ 

3.3×10-6（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

1.8×10-19（Gy/Bq） 

気象指針に従って算出 24h～76h 

χ／Ｑ 

3.5×10-5（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

6.5×10-19（Gy/Bq） 

76h 以降 

χ／Ｑ 

1.8×10-6（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

1.1×10-19（Gy/Bq） 
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（２）配管修復作業に係る作業員の被ばく評価について 

非常用ガス処理系の配管を修復する際の影響について，燃料取扱事故を対象と

し，修復期間を考慮して作業員の被ばくについて影響評価を実施した。 

ａ．評価条件 

配管修復作業時の条件（燃料取扱事故）を表 1-5 に示す。 

 

表 1-5 配管修復作業時の条件（燃料取扱事故） 

項目 評価条件 選定理由 

単一故障 

想定箇所 

フィルタ近

傍の配管 
非常用ガス処理系配管（区分②） 

作業員の被ばくが大きく

なる箇所を想定 最も修復に

時間を要す

る配管 

非常用ガス処理系配管（区分②） 

修復期間 

フィルタ近

傍の配管 
事故発生 30 日経過後から 48 時間 

修復作業が困難で最も修
復期間が長くなる箇所の
修復期間を想定 

事故発生 30 日経過後から
修復作業終了までの期間
とする 

最も修復に

時間を要す

る配管 

事故発生 24 時間後から 48 時間 

修復作業が困難で最も修
復期間が長くなる箇所の
修復期間を想定 

保守的に故障発生直後か
ら修復作業終了までの期
間とする 

一人当たり

の作業時間 
４時間 作業体制を考慮する 

修復作業エ

リア容積 
4,320m3 

排気側ルートの中で，最大

となる非常用ガス処理系

室を仮定 

マスクによ

る防護係数 
PF50 性能上期待できる値 

作業員の 

交代 
考慮する 作業体制を考慮する 
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ｂ．評価結果 

  配管修復作業に係る作業員に及ぼす実効線量率を表 1-6 に示す。また，修復

作業期間中に被ばく量が最も厳しくなる作業員の実効線量評価結果を表 1-7

に示す。なお，作業員の作業時間は４時間とし，作業期間中におけるマスク

（PF50）の着用を考慮した。 

 

表 1-6 配管修復作業に係る作業員に及ぼす実効線量率（マスク着用なし） 

事故後の時間 

[日 (h)] 

原子炉棟内に拡散した放射性物質

による被ばく 

[mSv/h] 

フィルタからの

直接γ線による

外部被ばく 

[mSv/h] 

合計 

[mSv/h] 

γ線による 

外部被ばく 

吸入による 

内部被ばく 

フィルタ表面～

1m 

1  (24)  約 5.195E+00 約 6.526E+02 約 3.201E+02 約 9.779E+02 

1.042  (25)  約 4.904E+00 約 5.964E+02 約 3.212E+02 約 9.225E+02 

1.083  (26)  約 4.632E+00 約 5.451E+02 約 3.217E+02 約 8.714E+02 

1.125  (27)  約 4.378E+00 約 4.983E+02 約 3.216E+02 約 8.243E+02 

1.167  (28)  約 4.140E+00 約 4.555E+02 約 3.211E+02 約 7.808E+02 
～ 
～ 

29  (696)  約 8.026E-14 約 2.537E-23 約 1.953E+01 約 1.953E+01 

30  (720)  約 2.605E-14 約 3.152E-24 約 1.792E+01 約 1.792E+01 

31  (744)  約 8.462E-15 約 3.915E-25 約 1.645E+01 約 1.645E+01 

 

表 1-7 作業員の実効線量評価結果（マスク(PF50)着用考慮） 

単一故障 
想定個所 

項目 影響評価 

フィルタ近傍の
配管 

原子炉棟内に放出された 
放射性物質による被ばく 

γ線による 
外部被ばく 

＜0.1 mSv 

吸入による 
内部被ばく 

＜0.1 mSv 

フィルタ表面からの直接γ線による外部被ばく 
（フィルタ表面～1m） 

約 72 mSv 

合計 約 72 mSv 

最も修復に時間
を要する配管 

原子炉棟内に放出された 
放射性物質による被ばく 

γ線による 
外部被ばく 

約 21 mSv 

吸入による 
内部被ばく 

約 52 mSv 

合計 約 73 mSv 
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（３）実効放出継続時間変更について 

希ガス及びよう素の実効放出継続時間について，従来の島根 2号炉設置許可

申請書では保守的に 1 時間（燃料取扱事故）及び 24 時間（原子炉冷却材喪失

（事故））を用いていたが，今回の評価では，気象指針に例示された手法によ

り算出した値を使用した。（表 1-8, 表 1-9） 

 

表 1-8 実効放出継続時間（燃料取扱事故） 

 影響評価使用値 従来設置許可（添付十） 

希ガス 

【事故発生～24h】 

  10 時間 

【24h 以降】 

  10 時間 

1 時間 

よう素 

【事故発生～24h】 

  10 時間 

【24h 以降】 

  10 時間 

1 時間 

 

表 1-9 実効放出継続時間（原子炉冷却材喪失（事故）） 

 影響評価使用値 従来設置許可（添付十） 

希ガス 

【事故発生～24h】 

  10 時間 

【24h 以降】 

  140 時間 

24 時間 

よう素 

【事故発生～24h】 

  10 時間 

【24h 以降】 

  170 時間 

24 時間 
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（４）相対濃度（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ）について 

 

（３）の実効放出継続時間を基に，敷地境界における相対濃度（χ／Ｑ）及び

相対線量（Ｄ／Ｑ）を算出した結果を表 1-10, 表 1-11 に示す。 

なお，事故発生から 24 時間までは SGT 排気管から高所放出，24 時間以降は原

子炉棟から地上放出として評価している。 

 

表 1-10 相対濃度及び相対線量（燃料取扱事故） 

 影響評価 既設置許可（添付十） 

相対濃度（χ／Ｑ） 

【事故発生～24h】 

   3.3×10-6（s/m3）※1 

【24h 以降】 

   5.0×10-5（s/m3）※2 

7.4×10-6（s/m3） 

相対線量（Ｄ／Ｑ） 

【事故発生～24h】 

1.8×10-19（Gy/Bq）※1 

【24h 以降】 

9.5×10-19（Gy/Bq）※2 

2.2×10-19（Gy/Bq） 

※1：SGT 排気管から高所放出 

※2：原子炉棟から地上放出 

 

表 1-11 相対濃度及び相対線量（原子炉冷却材喪失（事故）） 

 影響評価 既設置許可（添付十） 

相対濃度（χ／Ｑ） 

【事故発生～24h】 

   3.3×10-6（s/m3）※1 

【24h 以降】 

   1.9×10-5（s/m3）※2 

1.8×10-6（s/m3） 

相対線量（Ｄ／Ｑ） 

【事故発生～24h】 

1.8×10-19（Gy/Bq）※1 

【24h 以降】 

4.0×10-19（Gy/Bq）※2 

1.2×10-19（Gy/Bq） 

※1：SGT 排気管から高所放出 

※2：原子炉棟から地上放出 
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（５）被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

敷地において観測した 2009 年 1 月から 2009 年 12 月までの１年間の気象デー

タにより評価を行うに当たり，この 1年間の気象データが長期間の気象状態を代

表しているかどうかの検討を行った結果，代表性があると判断した。以下に検定

方法及び検定結果を示す。 

ａ．検定方法 

 （ａ）検定に用いた観測データ 

被ばく評価で使用している気象データの代表性を確認するにあたり，標高
28.5m の観測点及び排気筒高さ付近を代表する標高 130m の観測データを用
いて検定を行った。 

 （ｂ）データ統計期間 

    統計年：2007 年 1 月～2017 年 12 月（10 年間） 

    検定年：2009 年 1 月～2009 年 12 月（1年間） 

 （ｃ）検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検定を行った。 

ｂ．検定結果 

   表 1-12 に検定結果を示す。 

   定の結果，排気筒高さ付近を代表する標高 130m 及び標高 28.5m の観測デ－
タについて，有意水準５％で棄却された項目は無かった（０項目）ことから，

評価に使用している気象デ－タは，長期間の気象状態を代表しているものと
判断した。 

 

表 1-12 検定結果 

 検定結果 （棄却個数） 

備  考 
風 向 

(16 項目中) 

風速分布 

(11 項目中) 

合 計 

(27 項目中) 

標高 28.5ｍ ０ ０ ０ 
 

標高 130ｍ ０ ０ ０ 
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２．中央制御室換気系（被ばく評価） 

（１）中央制御室の居住性に係る被ばく評価について 

中央制御室の居住性に係る運転員の被ばく評価は，「原子力発電所中央制御室

の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（以下，「内規」という）に従

い，原子炉冷却材喪失（仮想事故）及び主蒸気管破断（仮想事故）についてフィ

ルタ（非常用）の故障（閉塞）を仮定した影響評価を実施した。 

ａ．評価条件 

原子炉冷却材喪失（仮想事故）及び主蒸気管破断（仮想事故）時の主な評価

条件を表 2-1 及び表 2-2 に示す。また，故障の修復を行わない場合と修復を行

う場合の中央制御室換気系の条件を，それぞれ表 2-3 及び表 2-4 に示す。 
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表 2-1 主な評価条件（原子炉冷却材喪失（仮想事故））（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 

原子炉停止前の原

子炉熱出力 
2,540MW 

定格出力に余裕をみた値（定格

出力の約 105％） 

原子炉運転時間 2,000 日 
核分裂生成物の蓄積量が平衡に

達する運転時間に余裕を見た値 

燃料棒から放出さ

れる 

核分裂生成物の割

合 

炉内内蔵量に対して， 

希ガス：100％ 

よう素：50％ 

安全評価審査指針どおり 

よう素の形態 
無機よう素：90％ 

有機よう素：10％ 
内規どおり 

原子炉格納容器等

への 

無機よう素の沈着

効果 

50％ 内規どおり 

無機よう素の気液

分配係数 
100 内規どおり 

原子炉格納容器漏

えい率 
0.5%/d 一定 

設計上定められた最大値で一定

とする 

原子炉格納容器内

での減衰 
考慮する 漏えいまでの崩壊を考慮 

原子炉棟内での核

分裂生成物の減衰 
考慮する 漏えいまでの崩壊を考慮 

非常用ガス処理系 

よう素除去効率 

99％ 

換気率 

1 回/d 

よう素除去効率 

設計値に余裕をみた値 

換気率 

設計値 
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表 2-1 主な評価条件（原子炉冷却材喪失（仮想事故））（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 

大気拡散評価モデ

ル 
ガウスプルームモデル 気象指針どおり 

累積出現頻度 小さい方から 97％ 気象指針どおり 

建屋の影響 考慮しない 

放出点と評価点までの距離

が離れているため，評価点

における建屋の影響は小さ

い 

実効放出継続時間 24 時間 保守的に設定 

核分裂生成物の拡

散係数 

（室内作業時） 

χ／Ｑ 

3.0×10-4（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

2.6×10-18（Gy/Bq） 

気象指針に従って算出 

放出位置 非常用ガス処理系排気管 内規どおり 

気象資料 

島根原子力発電所において，2009 年

1 月～2009 年 12 月までに観測され

た，地表付近を代表する標高 28.5m

（地上高 20m）の風向，風速データ 

建物影響がある場合は，地

表付近を代表する風向，風

速データを使用する 

マスクによる防護

係数 
考慮しない ― 

作業員の交代 4 直 2 交替 
平常時の直交代をもとに設

定 
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表 2-2 主な評価条件（主蒸気管破断（仮想事故））（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 

冷却材中のよう素

濃度 

I-131 を 1.4×103(Bq/g)とし，そ

れに応じ他のよう素の組成を拡

散組成として考慮 

運転上許容される最大値（全希

ガス漏えい率1.11×1010Bq/sで

評価した値） 

燃料棒から追加放

出される核分裂生

成物の量 

I-131 を 7.4×1013(Bq)とし，そ

れに応じ他のよう素及び希ガス

の組成を平衡組成として考慮，

希ガスについてはよう素の２倍

とする 

先行炉等での実測値に基づく値

に安全余裕を見た値 

主蒸気隔離弁閉止

前に破断口より放

出される追加放出

核分裂生成物の量 

1％ 内規どおり 

主蒸気隔離弁閉止

後の燃料棒からの

核分裂生成物の追

加放出 

主蒸気隔離弁閉止直後にすべて

冷却材中に放出 
内規どおり 

よう素の形態 
無機よう素 90％ 

有機よう素 10％ 
内規どおり 

有機よう素が気相

部に移行する割合 
10% 内規どおり 

有機よう素が分解

したよう素，無機よ

う素及びよう素以

外のハロゲンのキ

ャリーオーバー割

合 

2% 内規どおり 

建物内での無機よ

う素及びハロゲン

等の沈着割合 

0% 安全評価審査指針どおり 

サプレッション・チ

ェンバへの換気率 
100 倍/d 

崩壊熱相当の蒸気がサプレッシ

ョン・チェンバ内のプール水中

に移行する割合に余裕をみた値 

主蒸気隔離弁初期

漏えい率 
120%/d 一定 

弁 1 個当たりの漏えい率に 4 倍

の余裕をとり，さらに 1 個開を

仮定 

安全側に初期漏えい率で一定と

する 
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表 2-2 主な評価条件（主蒸気管破断（仮想事故））（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 

大気拡散評価モデ

ル 
ガウスプルームモデル 

発電用原子炉施設の安全解

析に関する気象指針（以下，

「気象指針」という）どお

り 

累積出現頻度 小さい方から 97％ 気象指針どおり 

建屋の影響 考慮しない 

放出点と評価点までの距離

が離れているため，評価点

における建屋の影響は小さ

い 

実効放出継続時間 1 時間 保守的に設定 

核分裂生成物の拡

散係数 

（室内作業時） 

χ／Ｑ 

1.3×10-3（s/m3） 

Ｄ／Ｑ 

5.2×10-18（Gy/Bq） 

気象指針に従って算出 

放出位置 タービン建物（地上放出） 内規どおり 

気象資料 

島根原子力発電所において，2009 年

1 月～2009 年 12 月までに観測され

た，地表付近を代表する標高 28.5m

（地上高 20m）の風向，風速データ 

気象指針どおり 

マスクによる防護

係数 
考慮しない ― 

作業員の交代 4 直 2 交替 
平常時の直交代をもとに設

定 
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表 2-3 中央制御室換気系の条件 

項目 評価条件 選定理由 

事故時における外

気取り込み方法 
外気連続取り込み 保守的に設定 

中央制御室換気系

処理空間容積 
18,000m3 1 号炉及び 2 号炉の合計値 

中央制御室内容積 2,440m3 
居住スペース（1,2 号炉中

央制御室） 

再循環フィルタ流

量 

0～15 分 0m3/h 
設計値 

（単一故障を考慮） 
15 分～24h 32,000m3/h 

24h 以降 0m3/h 

外気取り込み量 

0～15 分 21,000m3/h 

設計値 

（単一故障を考慮） 
15 分～24h 

3,500m3/h 
24h 以降 

チャコール・フィル

タの除去効率 

0～15 分 0% 
設計値 

（単一故障を考慮） 
15 分～24h 95% 

24h 以降 0% 

外気リークイン量 
9,000m3/h 

（0.5 回/h） 

空 気 流 入 率 試 験 結 果 

（0.082 回/h）に基づき保

守的に設定した値 

非常時運転モード

への切替時間 
15 分 

従事者の運転操作に余裕を

みた値 
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表 2-4 故障の修復を行う場合の中央制御室換気系の条件 

項目 評価条件 選定理由 

以下の事項を除き，表 2-3 評価条件と同様 

再循環フィルタ流

量 

0～15 分 0m3/h 

設計値 

（単一故障を考慮） 

15 分～24h 32,000m3/h 

24h～36h 0m3/h 

36h 以降 32,000m3/h 

外気取り込み量 

0～15 分 21,000m3/h 

設計値 

（単一故障を考慮） 

15 分～24h 

3,500m3/h 24h～36h 

36h 以降 

チャコール・フィル

タの除去効率 

0～15 分 0% 

設計値 

（単一故障を考慮） 

15 分～24h 95% 

24h～36h 0% 

36h 以降 95% 
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（２）フィルタ交換作業に係る作業員の被ばく評価について 

中央制御室換気系のフィルタを交換する際の影響について，原子炉冷却材喪失

（仮想事故）を対象とし，修復期間を考慮して作業員の被ばくについて影響評価

を実施した。 

ａ．評価条件 

  フィルタ交換作業時の条件（原子炉冷却材喪失（仮想事故））を表 2-5 に示

す。 

 

表 2-5 フィルタ交換作業時の条件（原子炉冷却材喪失（仮想事故）） 

項目 評価条件 選定理由 

単一故障想定箇所 非常用再循環処理装置フィルタ 
中央制御室内の放射性物質

濃度が高くなる箇所を想定 

中央制御室換気系の

運転状態 

～15min 通常運転状態 

単一故障及び修復作業を考

慮する 

15min～24h 非常時運転状態 

24h～36h 
非常時運転状態 

フィルタ機能なし 

36h～ 非常時運転状態 

修復期間 事故 24 時間後から 12 時間 
破断検知から修復作業終了

までの期間とする 

一人当たりの作業時

間 
12 時間 

保守的に修復期間全ての期

間を仮定する 

修復作業エリア容積 18,000m3 
中央制御室エンベロープ容

積 

マスクによる防護係

数 
考慮しない ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

12 条-補足 1-28 

 

ｂ．評価結果 

フィルタ交換作業に係る実効線量率評価を表 2-6 に示す。また，事故 24 時

間後から 12 時間作業する作業員の実効線量評価結果を表 2-7 に示す。 

 

表 2-6 フィルタ交換作業に係る実効線量率評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-7 実効線量評価結果 

作業内容 
実効線量率

（mSv/h） 

実効線量 

（mSv） 

中央制御室換気系 

フィルタ（非常用）取替 
約 1.6 ※ 約 19 

※ 作業期間中の最大値 
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（３）空気流入率試験結果について 

「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」

（原子力安全・保安院 平成 21 年 8 月 12 日）の別添資料「原子力発電所の中

央制御室の空気流入率測定試験手法」に基づき，島根原子力発電所１号及び２

号炉中央制御室について 2017 年 8 月に試験を実施した結果，空気流入率は最大

で 0.082 回/h（+0.0030(95％信頼限界値)）である。試験結果の詳細を以下に示

す。 

 

表 2-8 島根１／２号炉中央制御室 空気流入率測定試験結果 

項目 内容 

試験日程 2017 年 8 月 1 日～2017 年 8 月 2 日（１，２号炉停止中） 

試験結果 

系統 

（１号炉，２号炉） 
空気流入率 

Ｂ系 0.082 回/h（+0.0030※） 

Ａ系 0.076 回/h（+0.012※） 

※95％信頼限界値 
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３．中央制御室換気系（設備概要） 

（１）系統概要 

制御室建物及び廃棄物処理建物内中央制御室関連エリア（以下，「中央制御室

エンベロープ※」という。）について，機器及び運転員・作業員に対し適切な室

内雰囲気条件を維持するため温度，湿度調整及び空気（外気）の供給を行う。 

  再循環用ファン，ブースタ・ファン，チャコール・フィルタ等から構成され，

中央制御室エンベロープに対して，通常時は一部外気を取り入れ，空気を再循

環するが，事故時には運転員が中央制御室内に留まって必要な操作措置がとれ

るよう，外気と隔離し，チャコール・フィルタを通して再循環用ファン及びブ

ースタ・ファンにより再循環する。 

島根２号炉の中央制御室換気系は，中央制御室エンベロープ内にファンやフィ

ルタ等の中央制御室換気系の設備を設置しているため，中央制御室エンベロープ

とそれ以外の換気設備による換気・空調される部屋との境界部分が中央制御室バ

ウンダリ※となり，主にコンクリート壁・床と，ダクトや扉から構成されている。 

系統概要図を図 2-1 に，中央制御室換気系ダクトの配置を図 2-2 から図 2-5

に示す。 

 

※ 用語の定義は以下のとおり（「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被

ばく評価手法について（内規）」より）。 

・中央制御室エンベロープ 

中央制御室換気空調設備により事故時に空調される部屋をいう。発電所

によっては，給湯室や洗面所等、運転員が中央制御室にとどまるための居

住設備や事故時に中央制御室換気空調設備で空調されるリレー室，廃棄物

処理制御室や中央制御室換気空調機械室等が含まれる。 

・中央制御室バウンダリ 

中央制御室換気空調設備により事故時に空調される範囲の境界のこと

をいう。すなわち，中央制御室エンベロープの境界と中央制御室エンベロ

ープ内空気を内包する空調機器で中央制御室エンベロープ外に設置され

ている部分の境界のことをいう。
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図 2-1 中央制御室換気系系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 中央制御室換気系ダクト配置図（廃棄物処理建物５階，４階） 

 

 

廃棄物処理建物５階 廃棄物処理建物４階 
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図 2-3 中央制御室換気系ダクト配置図（廃棄物処理建物３階，２階） 

図 2-4 中央制御室換気系ダクト配置図（廃棄物処理建物１階・制御室建物

４階，廃棄物処理建物地下中１階・制御室建物３階） 

廃棄物処理建物３階 廃棄物処理建物２階 

廃棄物処理建物中１階 

廃棄物処理建物地下中１階 制御室建物３階 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2-5 中央制御室換気系ダクト配置図（廃棄物処理建物地下１階・制御室建物

２階，廃棄物処理建物地下２階・制御室建物１階） 

廃棄物処理建物地下１階 

制御室建物２階 

廃棄物処理建物地下２階 

制御室建物１階 
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（２）系統機能 

ａ．換気空調機能 

機器及び運転員，作業員に対し，適切な雰囲気条件を確保するため，各室を

設計室内温度範囲に保つとともに，電子機器等の機能を確保するため，中央制

御室及び計算機室を設計湿度範囲に保つ。通常時は，再循環用ファンにより各

室へ空気（外気）を供給し，一部は排気ファンにより排気する。 

また，事故後長期の対応においては，酸欠防止等の環境改善のため，事故時

の再循環運転に加え，一部外気を取入れる場合があり，取入れた外気量と等し

い量の空気を排気ファンにより排気する。 

ｂ．プラント事故時の被ばく低減機能 

事故時には運転員が中央制御室内に留まって必要な操作措置がとれるよう，

外気と隔離し，チャコール・フィルタを通して再循環用ファン及びブースタ・

ファンにより再循環する。 

 

（３）設計上の考慮事項について 

ａ．汚染防止 

中央制御室エンベロープは，非管理区域のため，汚染の可能性のある周囲 

の区域から雰囲気が流入するのを防止するため，周囲の区域に対して，正圧に

なるようにする。また，隣接する廃棄物処理建物等の管理区域は，独立した空

調換気系により，負圧維持する。 

プラント事故時に隔離機能を有するダクトは，気密構造とし，放射性物質取

込みを防止することができるようにする。 

ｂ．火災対策 

中央制御室換気系による換気エリアについては，実用発電用原子炉及びそ 

の附属施設の火災防護に係る審査基準に基づき火災区域を設定し，火災の影響

を軽減する対策を実施する。 

 

（４）設備の信頼性 

ａ．耐震設計 

耐震重要度がＳクラスである中央制御室換気系の原子炉制御室非常用換気

空調機能に対する波及的影響への考慮として，間接支持構造物となる廃棄物処

理建物を基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能を損なわない設計

とする。 

ｂ．保守管理 

中央制御室換気系のファン，ダクト，ダンパ等に加えて，中央制御室バウン

ダリ（貫通部となる配管やケーブル含む）について，定期的に点検を行い，保

守管理を実施する。また，中央制御室空気流入率試験を実施することで，中央

制御室換気系とあいまって要求される機能が維持されていることを確認する。 
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廃棄物処理建物空調換気系と中央制御室換気系の設計要求について（参考） 

 

 換気空調系は，主要な場所ごとに異なる系統として設計すること及び下表に示

す通り，廃棄物処理建物の管理区域と中央制御室エンベロープ（非管理区域）の

換気空調系の設計要求事項は異なることから，それぞれ独立した系統を設置する。 

 

表 廃棄物処理建物空調換気系と中央制御室換気系の設計要求 

 

 

廃棄物処理建物空

調換気系 
中央制御室換気系 

換気 

エリ

ア 

廃棄物処理建物の

管理区域 
中央制御室エンベロープ（非管理区域） 

換気 

方式 

・送風機で取り入れ

た外気量に等し

い風量を排風機

により排出する。

（主に管理区域

の空調に用いら

れる方式。） 

 

【通常運転時】 

・取入れ外気と建物

内排気空気の一

部を再循環合流

されたものを再

循環用ファンに

より建物内へ供

給し，取入れ外気

量と等しい量の

空気を排気ファ

ンにより排出す

る。 

 

【事故時】 

・建物内排気空気を

フィルタを介し

て，再循環したも

のを再循環用フ

ァン及びブース

タファンにより

建物内へ供給す

る。 

【事故後長期】 

・長期的な対応とし

て酸欠防止等の

環境改善のため，

事故時の再循環

運転に加え，一部

外気を取入れる

場合があり，取入

れ外気量と等し

い量の空気を排

気ファンにより

排出する。 

排気 

区分 

・排気は，排気筒か

ら放出する。 

・排気筒から放出す

る系統の排気は，

排気処理装置の

フィルタでろ過

するものとし，排

気筒放射線モニ

タで監視して排

気する。 

 

【通常運転時】 

・排気はフィルタを

通さずにローカ

ルに排気する。 

 

【事故時】 

・給・排気隔離弁に

より外気と隔離

する。 

 

【事故後長期】 

・排気はフィルタを

通さずにローカ

ルに排気する。 

 

 



 

 

補足説明資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

水消火設備に対する基準適合性 
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島根２号炉において，設置許可基準規則第８条（火災による損傷の防止）に適

合させるために新設する水消火設備について，設置許可基準規則第 12 条への適合

性を下表に示す。 

 

水消火設備の設置許可基準規則第 12 条に対する適合性整理表 

 

設置許可基準規則第 12条 設計方針 備考 

安全施設は、その安全機能の重要度

に応じて、安全機能が確保されたもの

でなければならない。 

水消火設備は，安全機能の重要

度が MS-3 であり，その安全機能

を確保し，かつ維持し得る設計と

する。 

 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全

機能の重要度が特に高い安全機能を

有するものは、当該系統を構成する機

械又は器具の単一故障（単一の原因に

よって一つの機械又は器具が所定の

安全機能を失うこと（従属要因による

多重故障を含む。）をいう。以下同じ。）

が発生した場合であって、外部電源が

利用できない場合においても機能で

きるよう、当該系統を構成する機械又

は器具の機能、構造及び動作原理を考

慮して、多重性又は多様性を確保し、

及び独立性を確保するものでなけれ

ばならない。 

水消火設備の安全機能の重要

度は MS-3 であり，安全機能の重

要度が特に高い安全機能を有す

るものに該当しないことから，本

項は対象外。 

（静的機器の

単一故障に関

する考え方の

明確化） 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設

計基準事故に至るまでの間に想定さ

れる全ての環境条件において、その機

能を発揮することができるものでな

ければならない。 

水消火設備は，通常運転時，運

転時の異常な過渡変化時及び設

計基準事故時に想定される圧力，

温度，湿度，放射線等の環境条件

下において，期待されている安全

機能を発揮できる設計とする。 

 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を

確認するため、その安全機能の重要度

に応じ、発電用原子炉の運転中又は停

止中に試験又は検査ができるもので

なければならない。 

水消火設備は，その健全性及び

能力を確認するため，安全機能の

重要度に応じ，必要性及びプラン

トに与える影響を考慮して，発電

用原子炉の運転中又は停止中に

試験又は検査ができる設計とす

る。 
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設置許可基準規則第 12条 設計方針 備考 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプ

その他の機器又は配管の損壊に伴う

飛散物により、安全性を損なわないも

のでなければならない。 

水消火設備は，蒸気タービン等

の損壊に伴う飛散物により安全

性を損なわない設計とする。 

 

６ 重要安全施設は、二以上の発電用原

子炉施設において共用し、又は相互に

接続するものであってはならない。た

だし、二以上の発電用原子炉施設と共

用し、又は相互に接続することによっ

て当該二以上の発電用原子炉施設の

安全性が向上する場合は、この限りで

ない。 

水消火設備の安全機能の重要

度は MS-3 であり，安全機能の重

要度が特に高い安全機能を有す

るものに該当しないことから，本

項は対象外。 

追加要求事項 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）

は、二以上の発電用原子炉施設と共用

し、又は相互に接続する場合には、発

電用原子炉施設の安全性を損なわな

いものでなければならない。 

水消火設備のうち，補助消火水

槽及びサイトバンカ建物消火タ

ンクを水源とする消火設備は，

１，２号炉で相互接続しており，

逆止弁を設けることで，１号炉側

で破損等が発生した場合でも，２

号炉側に影響を及ぼすことはな

く，安全性を損なわない設計とす

る。 

追加要求事項 
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また，設置許可基準規則第 12 条以外の各条文との関係について，整理結果を下

表に示す。 

 

水消火設備の設置許可基準規則各条文に対する整理表 

【凡例】○：関係条文 

×：関係なし 

設置許可基準規則 条文 関係性 備考 

第１条 適用範囲 × 適用範囲を示したものであり，要求事項ではない

ことから，関係条文ではない。 

第２条 定義 × 用語の定義であり，要求事項ではないことから，

関係条文ではない。 

第３条 設計基準対象施設の地盤 × 発電用原子炉施設全体に係る要求事項であるが，

水消火設備の新設に伴う変更はないことから，関

係条文ではない。 

第４条 地震による損傷の防止 ○※ 水消火設備を耐震に関する設計方針に基づき設置

する必要があることから，適用対象である。 

第５条 津波による損傷の防止 ○※ 新設する水消火設備は，安全機能の重要度が MS-3

であり，代替手段により必要な機能を確保する等

の方針に基づき設計する。 

第６条 外部からの衝撃による損傷の

防止 

○※ 新設する水消火設備は，安全機能の重要度が MS-3

であり，代替手段により必要な機能を確保する等

の方針に基づき設計する。 

なお，水消火設備は，防火帯付近への予防散水の

際に，水源として使用する。 

第７条 発電用原子炉施設への人の不

法な侵入等の防止 

× 水消火設備を新設するが，発電用原子炉施設への

人の不法な侵入等の防止措置に変更はないことか

ら，関係条文ではない。 

第８条 火災による損傷の防止 ○※ 水消火設備を火災に関する設計方針に基づき設置

する必要があることから，適用対象である。 

第９条 溢水による損傷の防止等 ○ 水消火設備は溢水防護対象となる系統設備ではな

いため，適用対象ではないが，消火水の放水によ

る溢水評価等において，考慮すべき溢水源となる

ことから，関係条文である。 

第 10 条 誤操作の防止 ○※ 水消火設備を誤操作の防止に関する設計方針に基

づき設置する必要があることから，適用対象であ

る。 

第 11 条 安全避難通路等 × 水消火設備を新設するが，安全避難通路等に変更

はないことから，関係条文ではない。 
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設置許可基準規則 条文 関係性 備考 

第 13 条 運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故の拡大の防止 

× 新設する水消火設備は，運転時の異常な過渡変化

及び設計基準事故の拡大の防止に関する解析及び

評価において，機能を期待する設備ではないこと

から，関係条文ではない。 

第 14 条 全交流動力電源喪失対策設備 × 新設する水消火設備は，全交流動力電源喪失対策

設備に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 15 条 炉心等 × 新設する水消火設備は，炉心等に該当しないこと

から，関係条文ではない。 

第 16 条 燃料体等の取扱施設及び貯蔵

施設 

× 新設する水消火設備は，燃料体等の取扱施設及び

貯蔵施設に該当しないことから，関係条文ではな

い。 

第 17 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ × 新設する水消火設備は，原子炉冷却材圧力バウン

ダリに該当しないことから，関係条文ではない。 

第 18 条 蒸気タービン × 新設する水消火設備は，蒸気タービンに該当しな

いことから，関係条文ではない。 

第 19 条 非常用炉心冷却設備 × 新設する水消火設備は，非常用炉心冷却設備に該

当しないことから，関係条文ではない。 

第 20 条 一次冷却材の減少分を補給す

る設備 

× 新設する水消火設備は，一次冷却材の減少分を補

給する設備に該当しないことから，関係条文では

ない。 

第 21 条 残留熱を除去することができ

る設備 

× 新設する水消火設備は，残留熱を除去することが

できる設備に該当しないことから，関係条文では

ない。 

第 22 条 最終ヒートシンクへ熱を輸送

することができる設備 

× 新設する水消火設備は，最終ヒートシンクへ熱を

輸送することができる設備に該当しないことか

ら，関係条文ではない。 

第 23 条 計測制御系統施設 × 新設する水消火設備は，計測制御系統施設に該当

しないことから，関係条文ではない。 

第 24 条 安全保護回路 × 水消火設備を新設するが，安全保護回路に該当し

ないことから，関係条文ではない。 

第 25 条 反応度制御系統及び原子炉制

御系統 

× 新設する水消火設備は，反応度制御系統及び原子

炉制御系統に該当しないことから，関係条文では

ない。 

第 26 条 原子炉制御室等 × 新設する水消火設備は，原子炉制御室等に該当し

ないことから，関係条文ではない。 

第 27 条 放射性廃棄物の処理施設 × 新設する水消火設備は，放射性廃棄物の処理施設

に該当しないことから，関係条文ではない。 
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設置許可基準規則 条文 関係性 備考 

第 28 条 放射性廃棄物の貯蔵施設 × 新設する水消火設備は，放射性廃棄物の貯蔵施設

に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 29 条 工場等周辺における直接ガン

マ線等からの防護 

× 水消火設備を新設するが，敷地境界における線量

率の変更はないことから，関係条文ではない。 

第 30 条 放射線からの放射線業務従事

者の防護 

× 水消火設備を新設するが，放射線からの放射線業

務従事者の防護の変更はないことから，関係条文

ではない。 

第 31 条 監視設備 × 新設する水消火設備は，監視設備に該当しないこ

とから，関係条文ではない。 

第 32 条 原子炉格納施設 × 新設する水消火設備は，原子炉格納施設に該当し

ないことから，関係条文ではない。 

第 33 条 保安電源設備 × 新設する水消火設備は，保安電源設備に該当しな

いことから，関係条文ではない。 

第 34 条 緊急時対策所 × 新設する水消火設備は，緊急時対策所に該当しな

いことから，関係条文ではない。 

第 35 条 通信連絡設備 × 新設する水消火設備は，通信連絡設備に該当しな

いことから，関係条文ではない。 

第 36 条 補助ボイラー × 新設する水消火設備は，補助ボイラーに該当しな

いことから，関係条文ではない。 

第 37 条 重大事故等の拡大の防止等 × 新設する水消火設備は，重大事故等対処施設では

ないことから，関係条文ではない。 

第 38 条 重大事故等対処施設の地盤 × 新設する水消火設備は，重大事故等対処施設では

ないことから，関係条文ではない。 

第 39 条 地震による損傷の防止 × 同上 

第 40 条 津波による損傷の防止 × 同上 

第 41 条 火災による損傷の防止 ○※ 水消火設備を火災に関する設計方針に基づき設置

する必要があることから，適用対象である。 

第 42 条 特定重大事故等対処施設 × 新設する水消火設備は，重大事故等対処施設では

ないことから，関係条文ではない。 

第 43 条 重大事故等対処設備 × 同上 

第 44 条 緊急停止失敗時に発電用原子

炉を未臨界にするための設備 

× 同上 

第 45 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ

高圧時に発電用原子炉を冷却

するための設備 

× 同上 

第 46 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧するための設備 

× 同上 
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設置許可基準規則 条文 関係性 備考 

第 47 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ

低圧時に発電用原子炉を冷却

するための設備 

× 新設する水消火設備は，重大事故等対処施設では

ないことから，関係条文ではない。 

第 48 条 最終ヒートシンクへ熱を輸送

するための設備 

× 同上 

第 49 条 原子炉格納容器内の冷却等の

ための設備 

× 同上 

第 50 条 原子炉格納容器の過圧破損を

防止するための設備 

× 同上 

第 51 条 原子炉格納容器下部の溶融炉

心を冷却するための設備 

× 同上 

第 52 条 水素爆発による原子炉格納容

器の破損を防止するための設

備 

× 同上 

第 53 条 水素爆発による原子炉建屋等

の損傷を防止するための設備 

× 同上 

第 54 条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等の

ための設備 

× 同上 

第 55 条 工場等外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備 

× 同上 

第 56 条 重大事故等の収束に必要とな

る水の供給設備 

× 同上 

第 57 条 電源設備 × 同上 

第 58 条 計装設備 × 同上 

第 59 条 運転員が原子炉制御室にとど

まるための設備 

× 同上 

第 60 条 監視測定設備 × 同上 

第 61 条 緊急時対策所 × 同上 

第 62 条 通信連絡を行うために必要な

設備 

× 同上 

※：新規制基準適合性審査のうち，設計基準対象施設または重大事故等対処施設の各条文の審

査にて適合性を示す。 

 



 

 

 

補足説明資料３ 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防止設備（タービン補機海水ポンプ出口弁の
弁閉止インターロック）の信頼性向上について 
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島根２号炉において，設置許可基準規則第５条（津波による損傷の防止）に適

合させるため，設計基準対象施設であるタービン補機海水ポンプ出口弁について，

新たに浸水防止設備としてインターロックによる弁閉止機能を加えることとする。 

弁閉止インターロックは浸水防止設備であり，「発電用軽水型原子炉施設の安全

機能の重要度分類に関する審査指針」に示される安全機能を有する施設に該当し

ないが，その重要性に鑑み，設置許可基準規則第 12 条の要求事項を参照し，多重

性を確保する等の設計とすることで，信頼性を向上させる。ここではその設計方

針の考え方及び具体的な設計方針について示す。 

 

(1) 設計方針の検討 

タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックの機能及びこれが機

能しない場合の影響を踏まえ，設計方針を検討した。 

 

a. タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックの機能 

タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックは，耐津波設計

においてタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水

槽循環水ポンプエリア（以下，「タービン建物等の浸水防護重点化範囲」と

いう）への津波の流入を防止する浸水防止設備であり，浸水防止機能を有

している。タービン補機海水ポンプ出口弁を含む第５条（津波による損傷

の防止）における浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震

クラスの機器及び配管への浸水対策を図１に示す。 

 

b. 機能しない場合の影響 

タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックが機能しない場

合，タービン建物等の浸水防護重点化範囲に津波が流入し，図２及び表１

に示すタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）（西）及び取

水槽循環水ポンプエリアに設置する第５条（津波による損傷の防止）の防

護対象である耐震Ｓクラスの設備が浸水することになるため，その場合の

設備への影響について確認する。 

敷地近傍の震源による地震により低耐震クラスの機器・配管が破損した

後に，独立した事象として日本海東縁部に想定される地震による津波が発

生する場合については，津波襲来までに弁の手動閉止等の対応が可能であ

ることから，敷地近傍の震源である海域活断層から想定される地震による

津波について検討する。 

海域活断層から想定される地震による津波の取水槽における入力津波高

さは EL4.9m であり，保守的に，タービン建物等の浸水防護重点化範囲に

EL4.9m まで津波が流入すると仮定したとしても，表２のとおり，第 9条（溢

水による損傷の防止等）に基づく浸水対策範囲未満であり，第５条（津波

による損傷の防止）の防護対象である耐震Ｓクラスの設備の健全性に影響
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はない。 

 

c. まとめ 

タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックの浸水防止機能

は，表３に示す MS-1 の機能には該当せず，また，タービン補機海水ポンプ

出口弁の弁閉止インターロックが機能しない場合においても，耐震Ｓクラス

の機能を有する設備への健全性に影響はないが，タービン建物等の浸水防護

重点化範囲に津波の流入を防止する重要な設備であり，津波襲来前に確実に

閉止する必要があるため，信頼性を向上させることを目的に，多重性を確保

する等の設計を行う。 

 

図１ 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの機器及び

配管への浸水対策 

 
図２ 浸水防護重点化範囲内の耐震Ｓクラスの設備の位置 
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U 
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凡例 

      ：浸水防護重点範囲 

：復水器エリア防水壁 

：水密扉  

：貫通部止水処置実施箇所 

床ドレン逆止弁は浸水防護重点範囲の境界となる床面に設置 

：Ⅰ-原子炉補機海水系配管 

：Ⅱ-原子炉補機海水系配管 

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管 

      ：非常用ディーゼル発電機系配管 

      ：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機系配管 

      ：非常用ガス処理系配管 

      ：Ⅰ-原子炉補機海水系電路 

      ：Ⅱ-原子炉補機海水系電路 

      ：高圧炉心スプレイ補機海水系電路 

      ：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機系電路 

    （点線部は埋設を示す） 

  Ｕ   ：上階へ 

      

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）（西） 

タービン建物（復水器を設置するエリア） 

U U 

U 

耐震Ｓクラス 

 の設備 

浸水防止設備 

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）（東） 

：耐震Ｓクラスとする範囲
：電動弁，逆止弁
：浸水防護重点化範囲
：復水器エリア防水壁
：原子炉補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：原子炉補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：タービン補機海水系配管（耐震Ｃクラス）
：循環水系配管（耐震Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）
：除じん配管（耐震Ｃクラス）
：液体廃棄物処理系配管（耐震Ｃクラス）

R

H

T

C

Ｊ

：原子炉補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：タービン補機海水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：循環水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：除じんポンプ（耐震Ｃクラス）

，

【凡例】

注) 浸水防護機能を除く耐震クラスを記載
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表１ タービン建物等の浸水防護重点化範囲に設置する耐震Ｓクラスの設備と安

全機能 

設置区画※ 耐震Ｓクラスの設備 安全機能 

タービン建物
（耐震Ｓクラ
スの設備を設
置するエリア）
（東）及び（西） 

原子炉補機
海水系 

配管・手動弁 

安全上特に重要な関連機能

（非常用補機冷却水系） 

ケーブル 

高圧炉心ス
プレイ補機
海水系 

配管・手動弁 

ケーブル 

非常用ディ
ーゼル発電
機系 

配管・手動弁 

安全上特に重要な関連機能
（非常用所内電源系） 高圧炉心ス

プレイ系デ
ィーゼル発
電機系 

配管・手動弁 

ケーブル 

非常用ガス
処理系 配管・手動弁 

放射性物質の閉じ込め機能，
放射線の遮へい及び放出低

減機能 

取水槽循環水
ポンプエリア 

原子炉補機
海水系 

配管・手動弁 
（ストレーナ含
む） 

安全上特に重要な関連機能

（非常用補機冷却水系） 

ケーブル 

高圧炉心ス
プレイ補機
海水系 

配管・手動弁 
（ストレーナ含
む） 

ケーブル 

※ 図１ 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの機器及び配管への浸水
対策に示す通り，取水槽海水ポンプエリアについては，タービン補機海水系配管等を耐震 Sク
ラスとすることから，対象としていない。 

 

表２ タービン建物等の浸水防護重点化範囲の津波流入水位と浸水対策範囲 

 津波流入水位 浸水対策範囲 

タービン建物（耐震Ｓクラス

の設備を設置するエリア）

（西）(EL2.0m) 

EL4.9m EL8.8m 

取水槽循環水ポンプエリア

(EL1.1m) 
EL4.9m EL10.8m 
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表３ 「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に

示される MS-1 の機能 

MS-1 の機能 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの加圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び

放出低減機能 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発

生機能 

・安全上特に重要な関連機能 

 

(2) 具体的な設計方針 

信頼性向上として，浸水防止機能を有するタービン補機海水ポンプ出口弁の

弁閉止インターロックについて，設置許可基準規則第 12 条を参照した設計方

針及び設置許可基準規則第 12 条以外の各条文との関係を踏まえ，以下を実施

する。信頼性を向上する機器及び信頼性向上の内容を表４に，対策概要及び弁

閉止インターロックの概要図を図３に，設置許可基準規則第 12 条を参照した

設計方針を表５に，設置許可基準規則第 12 条以外の各条文との関係を表６に

示す。 

 タービン補機海水ポンプ出口弁は多重化するとともに，当該弁の閉止に必

要な電源は，多重性及び独立性を確保し，それぞれ区分Ⅰ，Ⅱの非常用母

線から供給する設計とする。 

運転員による誤操作防止のため，視認性及び操作性を考慮した設計とする。

また，誤信号による誤動作，誤不動作の防止のため，論理回路を多重化す

る設計とする。 

 想定される外部事象に対して機能を損なわない設計とする。 

 タービン補機海水ポンプ出口弁は，地震時に想定される溢水に対し機能を

保持する設計とする。 
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表４ 信頼性を向上する機器及びその内容 

信頼性を向上する機器 信頼性向上の内容 

タービン補機海水系出口弁 多重化 

出口弁閉止に係る論理回路 多重化 

出口弁閉止に係る電源 多重性及び独立性を確保 

その他設計における考慮事項 

・想定される外部事象に対して機能を損なわない設計 

・地震時に想定される溢水に対し機能を保持する設計 
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図３ 対策概要及び弁閉止インターロック概要図  
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表５ タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックの 

設置許可基準規則第 12 条を参照した設計方針（１／２） 

 

設置許可基準規則第 12条 設計方針 備考 

安全施設は、その安全機能の重要度

に応じて、安全機能が確保されたもの

でなければならない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

信頼性の向上を考慮した上で，期

待されている機能を確保し，かつ

維持し得る設計とする。 

 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全

機能の重要度が特に高い安全機能を

有するものは、当該系統を構成する機

械又は器具の単一故障（単一の原因に

よって一つの機械又は器具が所定の

安全機能を失うこと（従属要因による

多重故障を含む。）をいう。以下同じ。）

が発生した場合であって、外部電源が

利用できない場合においても機能で

きるよう、当該系統を構成する機械又

は器具の機能、構造及び動作原理を考

慮して、多重性又は多様性を確保し、

及び独立性を確保するものでなけれ

ばならない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

信頼性の向上を目的に，多重性を

有する設計とする。また，当該弁

の閉止に必要な電源は，多重性及

び独立性を確保し，それぞれ区分

Ⅰ，Ⅱの非常用母線から供給する

設計とする。 

（静的機器の

単一故障に関

する考え方の

明確化） 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設

計基準事故に至るまでの間に想定さ

れる全ての環境条件において、その機

能を発揮することができるものでな

ければならない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

通常運転時，運転時の異常な過渡

変化時及び設計基準事故時に想

定される圧力，温度，湿度，放射

線等の環境条件下において，期待

されている機能を発揮できる設

計とする。 
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表５ タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックの 

設置許可基準規則第 12 条を参照した設計方針（２／２） 

 

設置許可基準規則第 12条 設計方針 備考 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を

確認するため、その安全機能の重要度

に応じ、発電用原子炉の運転中又は停

止中に試験又は検査ができるもので

なければならない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

その健全性及び能力を確認する

ため，必要性及びプラントに与え

る影響を考慮して，発電用原子炉

の運転中又は停止中に試験又は

検査ができる設計とする。 

 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプ

その他の機器又は配管の損壊に伴う

飛散物により、安全性を損なわないも

のでなければならない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

蒸気タービン等の損壊に伴う飛

散物により安全性を損なわない

設計とする。 

 

６ 重要安全施設は、二以上の発電用原

子炉施設において共用し、又は相互に

接続するものであってはならない。た

だし、二以上の発電用原子炉施設と共

用し、又は相互に接続することによっ

て当該二以上の発電用原子炉施設の

安全性が向上する場合は、この限りで

ない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

他号炉と共用しない設計である

ことから，本項は対象外。 

追加要求事項 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）

は、二以上の発電用原子炉施設と共用

し、又は相互に接続する場合には、発

電用原子炉施設の安全性を損なわな

いものでなければならない。 

タービン補機海水ポンプ出口

弁及び弁閉止インターロックは，

他号炉と共用しない設計である

ことから，本項は対象外。 

追加要求事項 
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表６ タービン補機海水ポンプ出口弁の弁閉止インターロックの 

設置許可基準規則各条文に対する整理表 

【凡例】○：関係条文 

□：信頼性向上のために考慮 

―：関係条文に該当しない 

設置許可基準規則 条文 関係性 整理結果 

第１条 適用範囲 ― 適用範囲を示したものであり，要求事項ではない

ことから，関係条文ではない。 

第２条 定義 ― 用語の定義であり，要求事項ではないことから，

関係条文ではない。 

第３条 設計基準対象施設の地盤 ― 発電用原子炉施設全体に係る要求事項であるが，

タービン補機海水ポンプ出口弁に浸水防止設備と

しての機能の追加に伴う変更はないことから，関

係条文ではない。 

 

第４条 地震による損傷の防止 ○ タービン補機海水ポンプ出口弁は，耐震に関する

設計方針に基づき設置する必要があることから，

適用対象である。 

第５条 津波による損傷の防止 ○ タービン補機海水ポンプ出口弁は，耐津波設計に

おける浸水防止設備として機能を期待することか

ら，適用対象である。 

第６条 外部からの衝撃による損傷の

防止 

□ タービン補機海水ポンプ出口弁は，想定される外

部事象に対して浸水防止設備として機能を損なわ

ない設計とすることから，信頼性向上のため考慮

する条文である。 

  

第７条 発電用原子炉施設への人の不

法な侵入等の防止 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，新たに浸水防

止設備としての機能を有するが，発電用原子炉施

設への人の不法な侵入等の防止措置に変更はない

ことから，関係条文ではない。 

 

第８条 火災による損傷の防止 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，新たに浸水防

止設備としての機能を有するが，原子炉の安全停

止に必要な機能に該当しないことから，関係条文

ではない。 

第９条 溢水による損傷の防止等 □ タービン補機海水ポンプ出口弁は，地震時に想定

される溢水に対して浸水防止設備として機能を保

持する設計とすることから，信頼性向上のため考

慮する条文である 
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設置許可基準規則 条文 関係性 整理結果 

第 10 条 誤操作の防止 ○ タービン補機海水ポンプ出口弁は，誤操作の防止

に関する設計方針に基づき設置する必要があるこ

とから，適用対象である。 

第 11 条 安全避難通路等 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，新たに浸水防

止設備としての機能を有するが，安全避難通路等

に変更はないことから，関係条文ではない。 

第 13 条 運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故の拡大の防止 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，運転時の異常

な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止に関す

る解析及び評価において，機能を期待する設備で

はないことから，関係条文ではない。 

第 14 条 全交流動力電源喪失対策設備 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，全交流動力電

源喪失対策設備に該当しないことから，関係条文

ではない。 

第 15 条 炉心等 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，炉心等に該当

しないことから，関係条文ではない。 

第 16 条 燃料体等の取扱施設及び貯蔵

施設 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，燃料体等の取

扱施設及び貯蔵施設に該当しないことから，関係

条文ではない。 

第 17 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，原子炉冷却材

圧力バウンダリに該当しないことから，関係条文

ではない。 

第 18 条 蒸気タービン ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，蒸気タービン

に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 19 条 非常用炉心冷却設備 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，非常用炉心冷

却設備に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 20 条 一次冷却材の減少分を補給す

る設備 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，一次冷却材の

減少分を補給する設備に該当しないことから，関

係条文ではない。 

第 21 条 残留熱を除去することができ

る設備 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，残留熱を除去

することができる設備に該当しないことから，関

係条文ではない。 

第 22 条 最終ヒートシンクへ熱を輸送

することができる設備 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送することができる設備に該当しな

いことから，関係条文ではない。 

第 23 条 計測制御系統施設 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，計測制御系統

施設に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 24 条 安全保護回路 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，安全保護回路

に該当しないことから，関係条文ではない。 
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設置許可基準規則 条文 関係性 整理結果 

第 25 条 反応度制御系統及び原子炉制

御系統 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，反応度制御系

統及び原子炉制御系統に該当しないことから，関

係条文ではない。 

第 26 条 原子炉制御室等 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，原子炉制御室

等に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 27 条 放射性廃棄物の処理施設 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，放射性廃棄物

の処理施設に該当しないことから，関係条文では

ない。 

第 28 条 放射性廃棄物の貯蔵施設 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，放射性廃棄物

の貯蔵施設に該当しないことから，関係条文では

ない。 

第 29 条 工場等周辺における直接ガン

マ線等からの防護 

― タービン補機海水ポンプ出口弁の浸水防止設備と

しての機能の追加に伴い，敷地境界における線量

率の変更はないことから，関係条文ではない。 

第 30 条 放射線からの放射線業務従事

者の防護 

― タービン補機海水ポンプ出口弁は，新たに浸水防

止設備としての機能を有するが，放射線からの放

射線業務従事者の防護の変更はないことから，関

係条文ではない。 

第 31 条 監視設備 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，監視設備に該

当しないことから，関係条文ではない。 

第 32 条 原子炉格納施設 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，原子炉格納施

設に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 33 条 保安電源設備 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，保安電源設備

に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 34 条 緊急時対策所 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，緊急時対策所

に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 35 条 通信連絡設備 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，通信連絡設備

に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 36 条 補助ボイラー ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，補助ボイラー

に該当しないことから，関係条文ではない。 

第 37 条 重大事故等の拡大の防止等 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，重大事故等対

処施設ではないことから，関係条文ではない。 

第 38 条 重大事故等対処施設の地盤 ― 同上 

第 39 条 地震による損傷の防止 ― 同上 

第 40 条 津波による損傷の防止 ○ タービン補機海水ポンプ出口弁は，耐津波設計に

おける浸水防止設備として機能を期待することか

ら，適用対象である。 
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設置許可基準規則 条文 関係性 整理結果 

第 41 条 火災による損傷の防止 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，重大事故等対

処施設ではないことから，関係条文ではない。 

第 42 条 特定重大事故等対処施設 ― 同上 

第 43 条 重大事故等対処設備 ― 同上 

第 44 条 緊急停止失敗時に発電用原子

炉を未臨界にするための設備 

― 同上 

第 45 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ

高圧時に発電用原子炉を冷却

するための設備 

― 同上 

第 46 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧するための設備 

― 同上 

第 47 条 原子炉冷却材圧力バウンダリ

低圧時に発電用原子炉を冷却

するための設備 

― 同上 

第 48 条 最終ヒートシンクへ熱を輸送

するための設備 

― 同上 

第 49 条 原子炉格納容器内の冷却等の

ための設備 

― 同上 

第 50 条 原子炉格納容器の過圧破損を

防止するための設備 

― 同上 

第 51 条 原子炉格納容器下部の溶融炉

心を冷却するための設備 

― 同上 

第 52 条 水素爆発による原子炉格納容

器の破損を防止するための設

備 

― 同上 

第 53 条 水素爆発による原子炉建屋等

の損傷を防止するための設備 

― 同上 

第 54 条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等の

ための設備 

― 同上 

第 55 条 工場等外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備 

― 同上 

第 56 条 重大事故等の収束に必要とな

る水の供給設備 

― 同上 

第 57 条 電源設備 ― 同上 

第 58 条 計装設備 ― 同上 

第 59 条 運転員が原子炉制御室にとど

まるための設備 

― 同上 

第 60 条 監視測定設備 ― 同上 
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設置許可基準規則 条文 関係性 整理結果 

第 61 条 緊急時対策所 ― タービン補機海水ポンプ出口弁は，重大事故等対

処施設ではないことから，関係条文ではない。 

第 62 条 通信連絡を行うために必要な

設備 

― 同上 

 




